
第6章　インフォーマルな連携による事業活動の展開

前章では､地域内連携の特徴を整理して類型化した分析枠組みに基づいて､

｢ フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ タ イ プ と｢ フ ォ ー マ ル ー フ レ キ シ ブ ル｣ タ イ プ に 該

当する商店街の事例分析を展開した｡その結果を端的に要約すれば､地域内連

携に基づいて事業活動を実施する際､前者のタイプは､時限的な条件のなかで

単発的な連携に留まる､いわば｢事業計画のため｣の形式的な連携関係にある

ことを指摘した｡一方､後者のタイプは定期的に連携しているため､持続的で

実質的な連携関係を構築していること､商店街組織の事務局などが地域内連携

の調整役や推進役として重要な役割を果たしていることが示唆された0

本章では､商店街組織としてではなく､特定の意欲的なメンバーが連携を志

向するという観点で共通する｢インフォーマルーリジット｣タイプと｢インフ

ォーマル-フレキシブル｣タイプに該当する商店街の事例について考察する｡

以下の6. 1節では､前者に該当する釧路第一商店街振興組合､小千谷東大

通商店街振興組合､呉中通商店街振興組合の事例について検討する｡これらの

商店街は､自発的に連携を志向する商店街の限られたメンバーで事業組織を立

ち上げ､固定的な連携関係を維持しながら事業活動をしている場合である｡

続く　6. 2節で扱う事例は､後者に該当する中島商店会コンソーシアムと飯

塚本町商店街振興組合である｡この類型の特徴は､商店街の有志のメンバーを

中心に､状況に応じて外部の組織や個人あるいは地域住民との連携関係を柔軟

に構築している場合である｡

6. 1 　｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ タ イ プ

6. 1. 1 　 釧 路 第 一 商 店 街 振 興 組 合( 北 海 道 釧 路 市)

(1)釧路市と市内小売業の概況

釧路市は北海道東部の太平洋側に位置している(図6. 1)｡釧路市中心部に

は道東地方を管轄する国や北海道の出先機関が入る合同庁舎､金融機関や民間

企業の営業所などが集合していることから､釧路市は道東の政治経済の中心的

な役割を担う都市として発展してきた｡また､臨海地域の大規模な港湾に､製
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紙工場や食料品工場､医薬品製造工場､発電所などが集積する工業都市である｡

lJ}

図6. 1 　 釧 路 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出所:博地図.com ｢【地方図】北海道地方(県境･市名･高速有料道路･国道)｣を一部修正｡

他方で､近年､市街地に立地していた民間企業の営業所の一部が撤退しはじ

めていることなどを受けて､釧路市中心部のJR釧路駅周辺には､出張者の宿

泊需要を取り込むビジネスホテルが急増している｡さらに､ 2016年7月から､

釧路市中心部の再開発事業として､釧路駅から南側に伸びる北大通りに分譲マ

ンションと有料老人ホーム併設の複合ビルの着工が予定されている｡こうした

ことから､今後も釧路市中心部の小売業が置かれる外部環境は変化が続いてい

くと予想されている｡なお､同市の人口は2016年時点で約17万人であり､1980

年の約22万人をピークに減少傾向が続いている｡
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釧路市内では､北大通り沿いに中小小売商が集積することで､自然発生的に

商店街が形成されてきた｡現在の北大通りには､釧路駅に近い北側と南側に､

それぞれくしろ北大通商店街振興組合と釧路第一商店街振興組合が結成されて

いる｡かつては､釧路市内で唯一｢そごう｣や地元資本｢丸三鶴屋｣(その後｢丸

井今井｣が後継店として出店)などの百貨店が立地していた地区でもある｡

表6. 1 　 釧 路 市 の 小 売 構 造 の 変 化(2002 年 ～2014 年)

午 倬hｼhB ｒ 従 業 者 数( 人) 儉ﾉHHｧ｢ 蔚9iﾈ 冷 売 場 面 積(m2) ĀĀĀĀĀ

2 0 0 2 年  ﾃ イ B 1 3 , 2 2 8  " ﾃ " 2 4 1 , 0 8 2  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 4 年  ﾃ S s 2 l l , 4 2 2  ビ ﾃ # 2 1 0 , 8 0 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 7 年  ﾃ 3 2 7 , 7 2 3  3 津 c C 2 1 9 , 2 8 3  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 1 4 年  ﾃ 9 , 0 7 3  s r ﾃ c S 2 1 9 , 2 8 3  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出所:経済産業省｢商業統計｣各年版をもとに作成｡
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図6. 2　釧路市内の大型店の店舗数.売場面積の推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000m2 以 上( 案l 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象｡

出所:｢全国大型小売店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

し か し､ 1970 年 代 中 頃 か ら｢ イ オ ン｣ や｢ ダ イ エ ー｣ を は じ め と す る 大 型 店

が立て続けに郊外に出店した｡その一方で､釧路市が1971年に制定されたラ

ムサール条約に合わせて実施したインターロッキング道路整備の際､上記の　2

つの商店街では､立ち退き料を貰って転出する組合員が相次いだという｡さら
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に　2006年､ ｢丸井今井｣が業績不振のため撤退すると､これらを要因として､

商店街を含めた中心市街地の来街者は大幅に減少していった｡なお､現在も｢丸

井今井｣の跡地再利用の目処は立っていない｡

こ こ で､ 釧 路 市 全 体 の 小 売 業 に つ い て､ 表6. 1 で2002 年 か ら2014 年 ま で

間の推移を見ると､どの項目も長期的に減少傾向にある｡図6. 2に示した同

じ期間の大型小売店の店舗数と売場面積に大きな変動はないことを踏まえると､

店舗の規模に関わらず衰退傾向にあることがうかがえる｡こうした状況を踏ま

えても､中心市街地の小売業は厳しい状況に置かれているといえるだろう｡

(2)釧路第一商店街振興組合の概要

釧路第-商店街振興組合は､北大通りの南側にあたる国道38号線沿線に立地

する広域･超広域型商店街である(図6. 3)｡同商店街の南側には釧路川が東

西に流れ､釧路川に架かる幣舞橋以南は住宅地が拡がる｡釧路市中心部の商業

は､この住宅地と前述の官公庁街を結ぶ地域として発展してきた｡釧路市内随

-の繁華街であった末広町にも隣接している｡

図6. 3　釧路第一商店街振興組合と旧丸井今井

出 所: 2015/ll/25 筆 者 撮 影｡

釧路第-商店街振興組合は1974年に振興組合として法人化され､組合員は

39店舗である｡そのうち､食料品や日用品などの最寄り晶を扱うのが6店舗､

そのほかの店舗は文房具､靴や着物などを取り扱う専門店や飲食店などである｡

北大通はバス通りということもあり､来街者のおよそ7割がバスを利用してい

る と い う｡
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しかし､釧路第一商店街振興組合がある北大通地区は歩行者通行量が大幅に

減少している｡ 2011年の『釧路市都心部通行量調査』によれば､同年は1日平

均121 人 と な り､ 1998 年 と 比 べ て お よ そ20% に ま で 減 少 し た｡ ま た､ 北 大 通

地区の高齢化率は51%で､釧路市全体の平均を大きく上回る状況にある｡

これまで､釧路第一商店街振興組合の商店街活動として､北海道開発局の｢国

道　38号線ボランティアサポートプログラム｣における清掃やまちの美化啓蒙

活動､釧路市の｢くしろ港まつり｣の協賛事業として｢はたらく車･防災車両

体験･展示｣を実施してきている｡

(3)連携の特徴と成果

釧路第一商店街振興組合は､地域商店街活性化法の申請に先立ち､利用者お

よび商店主に対するアンケート調査およびヒアリング調査を実施した｡そのな

かで､とりわけ利用者が不利益を感じている課題として､来街および買い物に

関する次のような点が挙げられた｡

すなわち､上で述べたように､商店街の利用者のほとんどがバスを利用して

来街している｡釧路市の年間平均気温は6.2度､とくに冬はマイナス5度まで

になるが､現在､バスを待つ場所はバス停しかない｡以前は｢丸井今井｣が待

合所としても役割を果たしていたが､2006年の閉鎖以降､室内で待機できる場

所がなくなったという｡バスで来街した来店者のほとんどがこの点に不満を覚

えているという｡なお､これに続いて､アンケート調査では､商店街で交流で

きる機会や場所､コミュニティの核となる場所が欲しいという要望が多く挙げ

られた｡

以上を踏まえて､釧路第一商店街振興組合は､地域商店街活性化法の認定計

画のなかで｢高齢者が立ち寄れる環境づく　り｣を地域課題とした｡本項では､

この課題に対応するために､事業活動のひとつとして地域内連携に基づいて実

施された｢まちなか冠婚葬祭｣を中心に検討する｡同商店街の認定計画の概要

は 表6. 2 の 通 り で あ る｡

なお､認定を受ける前に､同商店街は有志のメンバーでまちづく　り会社を事

業実施主体として設立している｡以下､時系列に基づいてそれぞれについて確

認していきたい｡
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表6. 2　釧路第-商店街振興組合の認定計画の概要

事業名 (7X6ｨ6X4(7ｨｸ8ｸ/ｦｨ,唏jhｨ俎hﾊ8+ZH*(鰮+x.傅I5挨8*ﾘ.磯hｼbĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

罷 定 日 )D 紿ﾈ9?ｨｹｼh 邵ｯｨｭFﾃ#)D 紿ﾈ#IDﾈĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地 域 住 民 唸ｷ 鞍ZH 檄Hﾏ8,X*ｸ.｢ĀĀĀĀĀ･冠婚葬条を行える坊 

ニ ー ズ 唳ﾙ̂ X 蝎Vﾈﾗy?ﾈｴ 檠ﾙRĀĀĀĀĀĀ

･最寄り晶の買い物に不便を感じている 

地域裸唐 俘)~竟(*ｩzx+.ｨ.佶8ｺｸ,8*ﾘ.ĀĀĀ

事業内容 唳[ﾈ皐-8.ｨ**(7ｨｸ8ｸ,ﾈ懐ﾂ阨阮2hｴｲĀĀĀĀĀ

･専門店出張イベント(新規) 

i - ヽ ~ J  

■ 一,t ∴ ∴ Ā

≡::_L 束 十::: 鞍 漉 諸 表~ ■ 一 重 真 数8- ミ ニ 実~ ′:pJ ≡1-=L,fJ, 坪ｷ 粤ｲH#｣ｨĀĀĀĀĀĀĀĀ

1-i;- 

数 値 日 額 唸 ⅹ5 挨ﾉ,ｨﾗ9|｣｣#ﾂ｢ﾓ3ﾂD 簽#ID 竰ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
･ 売 上 高:｢2011 年 と 比 べ て0.6% 増｣ 

注1:網掛け部分は地域内連携に基づいて実施されている事業｡

注2:本事業計画から初めて実施された事業は｢(新規)｣と併記｡

出所:中小企業庁ウェブサイト　r罷定商店街活性化事業計画の一党｣､ヒアリング胡査提供資料r商

店街商性化事業計画に係る欝定申請書｣をもとに作成｡

釧路第-商店街振興組合は､地域商店街活性化法の認定申請手続きと並行し

て準備を進め､ 2012年3月､理事長を含めた理事会メンバーの有志で､まちづ

くり会社｢株式会社釧路第一商店街｣を設立した｡当初は商店街として申請を

目指していたが､釧路市や北海道経済産業局との協喬のなかで､事業●内容や借

入金などに対する商店街●の合意形成が問題となることを藩識していた｡そのた

め､円滑な事業運営を考える場合､商店街と独立した運営主体が必要であると

いう理事長の最終判断のもと､まちづくり会社を設立することになる｡なお､

設立のために資本金として理事長名義で金融機関から　2500万円を借入れてい

る｡

2012年4月に地域商店街活性化法の藩定を受け､まちづくり会社は､以前に

地元百貨店の丸三鶴屋が入居していた空きビルの1階(426nf)を建物所有者
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から賃借したうえで改装し､ 2012年8月に｢幣舞ふれあいホール｣ (以下､ホ

ー ル) を 開 設 し た( 図6. 4)0

改修費はおよそ8,000万円で､そのうち2/3は地域商店街活性化法の補助対

象である｡しかし､補助金の執行までに半年のタイムラグがあり､その間は自

己負担で対応する必要があったため､資金繰りには相当苦労したようである｡

出 所: 2015/ll/25 筆 者 撮 影｡

図6. 4 　 幣 舞 ホ ー ル の 外 観 と 内 観

計画の時点では､ホールの主な用途として､会議･葬儀･展示会･物販など

を想定し､多目的に利用できる空間としての運営を目指していた｡出入口には

ロビーを設けて､休憩所やバスの待合所としての利用を見込んでいた0

認定を受けた後､ ｢まちなか冠婚葬祭｣を実施していくにあたり､まちづくり

会社のメンバーである商店街の理事長や副理事長らは､地元の葬儀会社にホー

ルを会場として利用することの提案からはじめたo　北海道では､一般的に､葬

儀は町内会単位で行われる風習があるため､釧路市民の間でも､とくに高齢者

世代を中心に近隣住民との繋がりを認識できる貴重な機会として捉えられてい

るという｡そこで､会場の提供を通じてその役に立つことはできないかと発想

したのである｡また､供物や関連備品の緊急の需要が見込まれるため､その-
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部を近隣で迅速に納入できる商店街の店舗に対して優先的に発注している｡

事業開始後から現在に至るまで､ ｢まちなか冠婚葬祭｣としての利用件数は計

画の1/3程度であるという｡このほかにも､地場産晶を取り扱う漁業協同組令

や農業協同組合と連携してホールで出張販売する｢朝市産直市場｣を事業計画

に盛り込んでいた｡しかし､実施に向けた協嵩の際､売上の配分や商品を陳列

する際に必要な冷蔵庫やショーケースなどの調達について合意に至らなかった

ことから､ヒアリング調査の時点では実施されていない｡つまり､ ｢高齢者が立

ち寄れる環境づくり｣を地域課虜に設定していたが､ ｢まちなか冠婚葬祭｣は､

葬儀会社の会場の利用頻度に規定されることになる｡そのため､同事業は日常

的に商店街を利用する可能性がある近隣の高齢者世代を直接的な対象としてい

るわけではない｡

冠婚葬条

株式会社釧路第一商店街 葬儀会社

L"__"_; : ##ke

一一一一一一一一一ト:単発的

- → : 定 期 的

矢印の向き:連携打診の方向

図6. 5　釧路第一商店街振興租合の地域内連携の構図

以上のように､釧路第一商店街振興組合は､事業内容や借入金などに対する

商店街の合意形成の問題を回避して､機動的に活動できる有志のメンバーでま

ちづくり会社を設立した｡そのうえで､地域住民が解消を求めていた課唐に対

して､ホールを開設して待合所としての役割を備えること､地元の葬儀会社に

ホールを会場として提供することにより､利用者同士の交流に寄与するととも

に､商店街の回遊などを通じた売上の確保を目指してきた｡なお､ ｢まちなか冠

婚葬祭｣事業における地域内連携の構図は図6. 5のようになる｡

地域商店街活性化法の事業計画の数値目標では､歩行者通行量を　2011年度
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の 数 値(121 人/ 冒) か ら､ 事 業 期 間 終 了 後 の2014 年 度 に は8.3% 増 加(131

人/冒)させ､商店街の売上高を同期間で0.6%増加させるとしていた｡

事業実施期間終了後､歩行者通行量は4.8%増加(127人/日)､商店街の売

上高は0.5%増加という結果であった｡こうした数値のみで成果を判断すること

は問題もあるが､結果として目標値には到達していないことになる｡上述のよ

うに利用件数が計画を下回っている点を踏まえても､少なくとも想定していた

ような成果が出たとはいえないのが実情のようである｡

また､まちづく　り会社｢釧路第-商店街｣は､行政や会議所からの出向者が

いるわけでもなく､商店街の少数のメンバーで硬直的な組織体制を構築してい

る｡そのため､中長期的な視点で考える場合､今後のまちづくり会社の人材不

足は､事業継続を決定的に難しくする｡

さらに､最も重要な課題として､ホールの継続的な維持管理の問題が挙げら

れる｡前述のように､ホールの改修などにかかる初期投資は補助金で充填でき

たが､今後の持続的な施設運営のためには､ホールの維持費や人件費などの運

営費用を捻出するためにも､まちづく　り会社として収益を上げていく必要があ

る｡

しかし､上記で確認してきたように､事業活動が頓挫したり､計画時に想定

していた施設の稼働率に達していない状況にある｡したがって､今後も民間事

業者としてホールの継続的な運営を目指していく以上､既存事業の改善や収益

性のある新たな事業開発が重要な課題として残されているといえるだろう｡

6. 1. 2　小千谷東大通商店街振興組合(新潟県小千谷市)

(1)小千谷市と市内小売業の概況

小千谷市は新潟県中央部に位置し､南東の魚沼山間地域と北東に広がる越後

平野の接点となる地域にある(図6. 6)｡市内の南東部から北東部には信濃川

が縦断しており､川の両岸が河岸段丘のため､緩やかではあるものの川に向か

う下り勾配の坂道があるという地理的な特徴がある｡一説によると､市の名称

は｢小さな千の谷がある｣と形容されたことに由来しているという｡市内の交

通網としては､ JR上越線とJR飯山線が通り､市の中心にJR上越線小千谷駅

がある.まキ幹線道路として､信濃川の西側に国道17号線(三国街道)､交差
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するように国道117号線(善光寺街道)がある｡

図6. 6 　 小 千 谷 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出所:博地図.com｢【地方図】東北地方+新潟県(県境･市名･高速有料道路･国道)｣を一部修正｡

小千谷市の中心部は､信濃川を挟んで西側(西小千谷地区)と東側(東小千

谷地区)でやや異なる地域特性を有している｡同市は｢小千谷縮｣や｢小千谷

紬｣などの麻や絹織物の生産地として発展してきた歴史があり､主要な織物工

場は西側に集中して立地していた｡現在は､機械や電機などの工業や米菓など

の食品産業が主要産業であり､これらの工場のほとんどが西側に集積している｡

また､西側には市役所や公民館などの公共施設が集積している｡さらに市の中

心 部 を 通 る 国 道17 号 線 沿 い に は､ 1990 年 代 前 半 に｢ コ メ リ｣ や｢ ジ ャ ス コ｣

などの大型店が出店したことが契機となり､ロードサイド型の商業集積が形成

されていった｡
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一方､東小千谷地区は信濃川と城山に囲まれた比較的狭い地区である｡ 1960

年代は､小千谷駅を中心に.商業が発展し､市内商業の中心としての役割を担っ

ていた｡この頃に小千谷市東大通商店街振興組合や東側本町商店街振興組合､

平成商店街協同組合が形成され､それぞれがアーケード設置のために法人化さ

れた｡

表6. 3 　 小 千 谷 市 の 小 売 構 造 の 変 化(2002 年 ～2014 年)

午 倬hｼhB ｒ 従 業 者 数( 人) 儉ﾉHHｧ｢ 蔚9iﾈ 冷 売 場 面 積(mB) ĀĀĀĀĀ

2 0 0 2 年  鉄 C b 2 , 7 1 8  津 イ R 6 3 , 2 9 4  Ā Ā Ā

2 0 0 4 年  鉄 2 , 7 3 7  津 迭 6 9 , 4 4 5  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 7 年  鼎 c r 2 , 5 0 7  津 " 7 6 , 0 6 6  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 1 4 年  S R 2 , 1 1 5  2 ﾃ s 3 6 5 , 9 3 8  Ā Ā Ā Ā

出所:経済産業省｢商業統計｣各年版をもとに作成｡
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匹等逼迫店舗数(店)　-･売場面積(m2)

図6. 7　小千谷市の大型店の店舗数､売場面積推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000rd 以 上( 第1 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象｡

出所:｢全国大型小売店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

次に小千谷市全体の小売業の推移を概括的に確認したい｡表6. 3を見ると､

事業所数は減少傾向にあり､2002年から3割近く減少している｡一方で､年間

商品販売額は微減しているものの､売場面積は長期的には増加していることか
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ら､小千谷市内の小売業の1店舗あたりの売場面積が増加していることが推察

される｡さらに小千谷市の大型店の出店状況を見てみると､ 2016　年の時点で

10 店 舗 が 出 店 し て い る｡ ま た 売 場 面 積 は､ 表6. 3 で 示 し た2014 年 の 時 点 で

市 内 全 体 の 約8 割 を 占 め て い る( 図6. 7)0

(2)小千谷市東大通商店街振興組合の概要

小千谷市東大通商店街振興組合は､JR小千谷駅の西側から約.350mにわたる

商 店 街 で あ る( 図6. 8)0 2015 年2 月 時 点 で74 店 舗 の 組 合 員 で 構 成 さ れ て

いる｡同商店街は､ 1965年､高度化事業を活用して片側アーケードを設置する

ことを目的に振興組合を設立した｡当時は､前述したような地理的な要因から

孤立商圏が形成されていたため､近隣地域から多くの利用者が訪れたという｡

図6. 8　小千谷東大通商店街振興組合

出 所: 2015/9/25 筆 者 撮 影｡

しかし､ 80年代半ばから90年代にかけて､周辺で相次いだ大型店の出店や

道路整備などがなされた影響を受けて､東小千谷地区の小売商業は衰退の度合

いを強めていく｡また､ 2004年に発生した中越地震の甚大な被害により､多く

甲地元の個人商店が廃業に追い込まれたという.さらに2007年には中越沖地

震に見舞われ､同地区を含めた市内全域に大きな爪痕を残した｡

この影響で､数多くの中小小売商が壊滅的な打撃を受けて閉店を余儀なくさ

れた｡また､小千谷市東大通商店街振興組合の集客に中核的な役割を果たして

いた東小千谷地区唯一のスーパーマーケット｢原信｣も撤退することになる｡

そのため､日常的に必要な食料品や日用品を十分に取り扱う店舗がなくなり､
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小千谷市東大通商店街振興組合を含めた東小千谷地区の小売商業は大きな岐路

に立たされることになるのである｡

なお､これまで商店街事業として､音楽演奏などが行われる｢おぢやまつり｣

や飲食ブースが並ぶ｢パラソル市｣､フリーマーケットなどのイベントが開催さ

れ､当日は多くの利用者が商店街を訪れて賑わいを見せているという｡

(3)連携の特徴と効果

小千谷市東大通商店街振興組合は､震災の影響で増加した空き店舗の活用に

ついて検討を開始した｡具体的には､独立行政法人中小企業基盤整備機構(以

下､中小機構)の｢中心市街地商業活性化アドバイザー派遣事業｣を活用して

開催した勉強会で､高度化事業による共同店舗などの事例を学んだという｡

しかし当時､小千谷市では中心市街地活性化基本計画を策定するような動き

が見られなかったため､中小機構から派遣された中心市街地商業活性化アドバ

イザーのアドバイスを仰ぎながら､同様の課題を抱えていた隣接する中央通商

店街振興組合と合同で協議を継続していくことになる｡

議論を重ねていくなかで､小千谷市復興支援室の助言を受けて｢新潟県中越

大震災復興基金｣の活用を目指すことになる｡ただし､同基金に申請するため

には地域住民の合意を得た事業であるという応募要件があった｡そのため､両

商店街で構成していた｢東小千谷夢あふれるまちづくり協議会｣(以下､協議会)

は､次のような経緯で､事業計画を企画する段階から地域住民が参加する体制

を構築した｡

まず協議会は､東小千谷地区の全11町会の会長を説得して協議会の構成員

に迎え入れ､先の要件を満たすとともに､東小千谷地区町内連絡協議会､市議

会議員なども加入し､ ｢東小千谷夢あ与れるまちづくり活性化協議会｣ (以下､

東夢協)を発足した58)｡彼らは前出の基金を拠出した事業である｢地域コミュ

ニティ再建事業｣､｢地域復興デザイン策定支援事業｣､｢地域経営実践支援事業｣

という　3つの事業を活用し､以下のような取り組みを行った｡

58)東夢協地域復興デザイン策定報告書には､同協議会の設立目的を｢地域住民が中心と

なって､地域が抱える問題を､事業として継続的に取り組むことにより､地域の問題を

解決｣することと記載されている｡
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2007年度の｢地域コミュニティ再建事業｣では､事業目的を明確にするため

に地域住民にアンケート調査を実施した｡その結果､ ｢地形的に独立している東

小千谷地区ならではのコミュニティ形成に向けた取り組み｣が求められている

ことがわかったという｡また､震災後に不足していた食料品の買い物場所や交

流の機会に対する要望があることも明らかになった｡

上記調査を受けて､ 2008年度､東夢協は計5回のワークショップを行った｡

ワークショップには地域住民をはじめ計105人が参加し､後述する復興プラン

を練り上げていった｡

基本目標;便利で住みやすい安全な街づくり

の拠り所確保 確 保 　 　ti l! 　 応 援

~､ ~ ニ こ こ:T- ■v IJUT- 　 　 　 　 　 ■J-WT 　; 　T 　 　 　 　 　 ■ ' 一 一 叫ilTW

食品

委員会

農産物直売所

惣菜ショップ

拠り所

委員会

多世代糞盈館

の運営

L''̀ 　 雲 蓄

住民の足

重点会

ボランティア

送迎の運営

図6. 9 　 東 夢 協 の 事 業 プ ラ ン

出所:『東夢協地域復興デザイン策定報告書』 p.21｡

2009年度から3年間取り組んだ｢地域復興デザイン策定支援事業｣では､前

年度に作成した復興プランを具体化し､その実行部隊として東夢協のなかで次

の4つの委員会を立ち上げた｡すなわち､ ｢食品委員会｣､ ｢拠り所委員会｣､ ｢住

民の足委員会｣､ ｢元気推進委員会｣である｡各委員会は､それぞれのテーマに

則した事業の試験運営を行い､後述する｢地域経営実践支援事業｣において本

格的な事業に発展していくことになる(図6. 9)｡なおこの4つの委員会は､

東夢協のなかで｢実行委員会｣として位置づけられ､上部委員会として東夢協
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委員で構成される｢運営委員会｣､その上に11の町内会長､市議会義.員､東夢

協委員で構成される｢審議委員会｣が設置された｡ 2012年度から3年間行われ

た｢地域経営実践支援事業｣の内容は地域商店街活性化法め事業内容と重複す

るため､詳しくは後述する｡

このような状況のなか､中小機構のアドバイザーから｢中小商業活力向上事

業｣について紹介を受けるとともに､地域商店街活性化法の認定を目指すこと

になる｡同商店街の謬定計画の概要は表6. 2の通りである｡

表6. 4　小千谷東大通商店街振興組合の艶定計画の概要

事業名 靈8jiﾆx+ZIｸﾝYﾈｻｸﾎ8,ﾉ&闔h,ﾊ)hｨ,ﾉy云iｸｦﾙ]ｸ,j(ﾘ)~竟*2ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

に康しい衝づくりを目指す商店街活性化事業 

罷 定 日 D 緝ﾈ?ｦﾂ 劔 劔 劍 馼ｼh 邵ｯｨｭHｹ 劔10 年8 月 ～2013 年3 月 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域住民 唸5(7X6ｨ6X4(.).ﾘ*(,ﾉ頽ⅹ&闔hjｨｴ8ﾇ偖x-ﾈ.ｨ.(ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

ニ ー ズ 唳 鰻ｸ7ｺI 俤h8x6(7jIE 兒ﾉHHĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域課題 ｨﾙ4浦*)Zｨ,h5(7X6ｨ6X4(,ﾈﾆﾂĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

事業内容       劔 劔

: 一 斗 一 ● 劔 餉 Ā

- ≡; ■:, 準 準 畠?ﾂ   尼ｳ｢ :J,_; 剪 劔 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

数値目席 唸ⅹ5挨ﾉx挨YBĀĀĀĀ平 日:307 人-322 人(2009 年-.2012 年) 

休 日:201 人- →211 人(2009 年-2012 年) 

注1･:網掛け部分は地域内連携に基づいて実施されている事業｡

注2:本事業計画から初めて実施された事業は｢(新規)｣と併記｡

出所:中小企業庁ウェブサイト　r欝定商店街活性化事業計画の一発｣､ヒアリング嗣査提供資料r商

店街活性化事業計画に係る罷定中津書l　をもとに作成｡

農産物直売所は空き店舗となっていた書店(旧セキ書店)に開設した｡具体

的な運営手法は次の通りである｡すなわち､運営主体である小千谷市東大通商

店街振興組合が店内に販売ブースを設け､協力農家は自ら値付けした野菜を持

ち込み､陳列する｡利益分配としては､消費者の購入代金から販売手数料を小

129



f
萌
剖
軸
j
C
箇
卦
南
奇
計
潜
翠
吟
b
S
師
L
S
r
叫
.
薄
命
呼
敵
弾
B
L
抽
昏
5
0
　
蹄
汝
.
r
B
J
E
範

0
)
期
解
禁
薄
謝
噸
湛
軸
t
 
L
T
寒
帯
L
バ
ぐ
ノ
か
.

-
叶
.
碍
穎
uヾ
 
y
7
0
蟹
汁
宝
相
識
爵
報
B
L
J
ぐ
ノ
バ
t
j
:
.
謝
J
E
奇
牙
市
b
か
取
離
L
神
事

轟
　
(
f
B
や
酔
細
)
　
呼
停
鮮
L
T
選
種
L
沖
o
 
t
覇
呼
碍
淋

uヾ
 
l
y
7
.
.
2
覇
e
)
汁
L
E
F
p
q
呼
単

庫
詩
織
音
詩
　
｢
汁
D
 
t
l
.
H
か
｣
　
付
L
,
T
補
球
L
T
ぐ
ノ
か
0
　
時
淋

uヾ
･
y
7
9
7
f
h
t
j
:
.
細
翻
昏
F
L
a

謝
)
5
 
-
9
f
a
)
噂
謝
蹄
Z
f
h
呼
初
茸
華
t
 
L
沖
ヰ
'
F
h
h
㊦
噂
淋
導
杏
.
妙
e
)
7
7
J
r
㊦
舞
茸
耳
蹄
2
f
h
付

帯
帝L
,
バ
ぐ
ノ
か
　(
図6
.)
0)
o

示
せ
酔
師
8
2
碍
d
補
球
L
バ
ぐ
ノ
か
騎
庫
詩
織
識
轟
　
｢
汁
9
2
t
l
.
日
か
｣
　
5
3
:
.
甚
索
前
知
b
S

浄
朝
㊦
砂
鞘
b
S
d
仲
か
帝
望
t
 
L
T
.
沖
神
算
説
弾
蜘
　
｢
弊
制
ヰ
ロ
｣ヾ
　
㊦
軸
敵
弾
軌
.
7

U
I
V
I
サ
･
y
 
T
 
t
ぐ
ノ
･
'
f
C
萩
J
q
蹄
J
f
J
<

7ヾ
8
詔
斎
藤
望
t
 
L
ベ
漸
j
R
仰
ぎ
バ
ぐ
ノ
か
　
(
図

6
.
t
 
t
)
.

図
6
.
1
　
0
　
酔
酔
夢
耐
謝
頚
　
(
肘
)
　
t
路
淋
･
>
u
･
y
7
　
(
針
)

国6
.1
　1
　
　
堺
席
詩
料
謝
諦d
87
rJ
-T
7-
寸･
y 
T

t
t
j
剖
‥
ぐ
ノ
塞
ぎ
b
 
t
=
7
9

gヾ
L
l
静
辞
樺
華
故
3
:
q
2
0
)
5
[
2
]
2
5
牌
叫
蔀
恕
○

剥
奪
軸
勝
J
q
ヰ
I
t
f
.
ゝ
朝
粥
t
j
:
.
謝
南
奇
々
斎
節
付
Z
f
h
q
)
粋
鞘
藩
知
呼
回
か
轟
沸
＼
q
R
e
)

ー
∽
○



運営が主要事業である｡小千谷総合病院､商店街の野菜直売所､住宅地などの

計10か所に停留所を設けた｡現状としてはドライバーの人数が少ないため､ 1

日当たりの運行本数には限りがあるものの､1便片道で10-20人前後が利用す

るという｡

惣菜ショップ･交流施設

し__ ー______i

送迎サービス

:連携対象

-- 一 一 一 一 一 ト 　: 単 発 的

> 　: 定 期 的

矢印の向き:連携打診の方向

図6. 1 2　小千谷市東大遷商店街振興組合の地域内連携の構図

以上で整理してきた小千谷市東大通商店街振興組合の地域内連携の構図は図

6. 12のようになる｡効果の一端として､地域商店街活性化法の事業計画に

明記した数値目標(歩行者通行量)と､東夢協が独自に実施したアンケート調

査59)から次のような結果が得られる｡まず､歩行者通行量については､ 2009

年 の 数 値( 平 日:307 人･ 休 日:201 人) か ら､ 実 施 計 画 終 了 時 の2013 年 に は

5%増加させることを目標としていたが､ともに500人で目標を達成したという｡

また､ 2014年に東夢協が実施したアンケート調査によると､ ｢充実してほしい

59)東夢協が新潟県｢中越大震災復興基金｣の10周年事業として実施する､記念記録紙作

成の参考にするために実施された｡有効回答数は1,095件(配布総数:2,464､回答率:
44.4%)であった(質問票は､東小千谷地区の11の町内会長を通じて町内の各世帯に配

布した｡回収は､町内会役員を通じて行われたか､郵送(受取人払い)のいずれかであ
っ た)｡
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施設｣として｢スーパー｣の回答の割合が､前回調査の90%から35%に減少し

た60)｡地域の課題であった買い物場所の整備や地域住民同士の交流機会の創出

を通じて､いくつかの指標から見ると一定の効果を上げている可能性が示唆さ

れた｡

このように整理すると､買い物環境の整備や地域住民の交流機会の創出を目

指すにあたり､この地域課題を抽出する段階から地域住民が参画し､事業計画

の立案､事業運営から成果のフォローアップまで､結果として一貫した連携関

係のもと取り組んでいるという見方ができるかもしれない｡

しかし､事業が始動したあとは､東夢協および商店街の特定のメンバーを中

心に事業活動が担われている｡東夢協は組織として活動しているわけではなく､

有志のメンバーに依存して事業活動を実施している状況にある｡その意味では､

事業計画策定から事業開始までの一時的な連携関係とみなすことができるだろ

う｡

したがって､前項の事例と同様に､継続的な運営のための人材確保や事業の

収益性の問題を抱えている状況にあるといえる｡

6. 1. 3 　 呉 中 通 商 店 街 振 興 組 合( 広 島 県 呉 市)

(1)呉市と市内小売業の概況

呉市は広島県南西部に位置し､本州と瀬戸内海の6つの島で構成されている

(図6. 13)｡呉市の港湾一帯は､明治期に海軍工廠が設立されて以降､戦時

中は海軍の拠点としての役割を果たしてきた｡

現在のJR呉駅の近くには､当時､海軍練兵場や呉鎮守府などが建てられ､

同市の市街地は海軍の関連施設を起点にして形成されてきたという歴史的背景

を有している｡戦後は､臨海工業地帯として､主に造船･鉄鋼･機械などの重

工業を中心に産業が発展してきた｡

鉄道や高速道路など交通網の未整備期は､広島市など周辺市-の消費流出が

60) 2007 年 調 査 と の 比 較 で､ 複 数 回 答｡ 他 の 選 択 肢(｢ 気 軽 な 飲 食 店｣､ ｢ 休 憩 場 所･ 公 園｣､

｢ 医 院･ 診 療 所｣､ ｢ 駐 車 場｣､ ｢ 高 齢 者 交 流 施 設｣､ ｢ レ ス ト ラ ン｣､ ｢ 文 化 施 設｣､ ｢ 介 護､

デ イ ケ ア 施 設｣､ ｢ 娯 楽 施 設｣､ ｢ イ ベ ン ト 広 場｣､ ｢ 趣 味 の 店｣､ ｢ 託 児･ 育 児 施 設｣､ ｢ 専 門

店･ ブ ラ ン ド 店｣､ ｢ コ ン ビ ニ｣､ ｢ そ の ほ か｣､ ｢ マ ン シ ョ ン｣) は 数 ポ イ ン ト の 変 化 で あ っ

た｡
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現在と比べて少なく､中通地区は呉市内の小売商業の中心的な役割を果たして

いた｡

図6. 1 3 　 呉 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出 所: 博 地 図.com ｢ 【 地 方 図 】 中 国 地 方( 県 境･ 市 名･ 高 速 有 料 道 路･ 国 道)｣ を 一 部 修 正o

1960年代には｢大呉百貨店｣が出店し､開店当時は地元資本のスーパー｢や

ま て や｣ (1972 年 に｢ 山 陽 ジ ャ ス コ｣ と し て 合 併) が テ ナ ン ト と し て 入 居 し て

いた｡なお､現在は撤退しており､数回のリニューアルを経て専門店ビル｢ク

レ ア ル｣ と し て 運 営 さ れ て い る｡ し か し､ 呉 駅 周 辺 に｢ ゆ め タ ウ ン｣ や｢ ク レ

スト｣などの大型商業施設が整備されたことの影響などを受けて､中通地区に

ある商店街の衰退傾向が続いている｡

呉市の小売業は､本項の分析対象である呉中通商店街振興組合がある中通地

区に個人商店が集積してきたことで､自然発生的に複数の商店街が生成されて

きた歴史を有している｡

こ こ で 呉 市 の 小 売 商 業 に つ い て､ 表6. 5 に お い て2002 年 か ら2014 年 ま で

の推移を見ると､いずれの数値も長期的には減少傾向にある｡
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その一方で､図6. 14に示した同期間の大型店の店舗数と売場面積が微増

していることを踏まえると､呉市内の小売店舗の売場効率が低下傾向にあるこ

とがうかがえる｡

表6. 5 　 呉 市 の 小 売 構 造 の 変 化(2002 年 ～2014 年)

午 倬hｼhB ｒ 従 業 者 数( 人) 儉ﾉHHｧ｢ 蔚9iﾈ 冷 売 場 面 積(m2) ĀĀĀĀĀ

2 0 0 2 年  ﾃ S S 1 3 , 8 0 3  途 ﾃ イ 2 3 1 , 8 0 5  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 4 年  ﾃ S 3 1 3 , 2 2 2  ﾃ c s r 2 3 6 , 2 7 3  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 7 年  ﾃ s # r 1 4 , 3 5 9  # ﾃ 3 c 3 0 8 , 9 8 5  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 1 4 年  ﾃ s 1 0 . 5 0 5  ビ ﾃ S C R 2 1 8 , 7 5 3  Ā Ā Ā Ā Ā

出所:経済産業省｢商業統計｣各年版をもとに作成｡
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日 昌ga 店 舗 数( 店) 　- 売 場 面 積(nf)

図6. 1 4　呉市内の大型店の店舗数･売場面積の推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000rd 以 上( 第1 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象｡

出所:｢全国大型小売店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

(2)呉中通商店街振興組合の概要

呉中通商店街振興組合は､JR呉駅から北東に約3km離れた位置に立地してい

る｡前述のように軍港の名残で軍関係の施設が駅前にあったため､駅前に商店

街ができにくい地域的な環境であったことが影響しているという｡なお同商店

街は､路面が煉瓦で整備されているため､ ｢れんが通り｣とも呼ばれている(図

6. 1 5)｡

同市の中心部である中通地区を含む中央地区には､呉中通商店街振興組合を
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含めて6つの商店街(中通商店街､本通商店街､市役所通商店街､劇場通商店

街､花見橋通商店街､三和通商店街)があり､ ｢呉市中央地区商店街｣という連

合組織を立ち上げている｡主な活動として､定期的に会合を設けて商店街の今

後のあり方を検討したり､集客や販売促進のためのイベントや集会を企画･開

催したりしているという｡

Mq' 仙7 … ¶ 冊｢ 邸 誓 笥 ∴"

出 所: 2015/9/25 筆 者 撮 影｡

図6. 1 5 　 具 申 通 商 店 街 振 興 組 合

また､ 2003年に呉商工会議所が母体となり設立された呉TMOでも｢まちお

こし特別委員会｣を設置し､防犯カメラの設置や学◆生イベントの支援などを実

施してきた｡しかし､呉TMOの業務は呉商工会議所の担当職員が兼務してい

たため､T叩0としての業務が時間的に制約されるという課題が残されていた.

そこで呉TMOでは､独立行政法人中小企業基盤整備機構の｢タウンマネー

ジャー派遣事業｣を活用し､2005年より専任のタウンマネージャーとして､中

小企業診断士の資格を有する専門家派遣を受けることになる｡その後､呉TMO

は｢NPO法人タウンマネジメントくれ｣を設立し､同NPOは空き店舗対策事

業や商店街マップの作成､住民参加型イベントの開催などに取り組んでいたが､

2015年に社員総会の決議を経て解散している｡

現在､呉市中央地区商店街で行われる主なイベントは､夏に行われる土曜夜

市､秋に行われる地元の戎神社まつりである｡しかし､多くの商店主が高齢化

しており､これらのイベントの運営を担う人材が不足しているのに加えて､い

まの代で店を閉める予定の組合員が圧倒的に多い｡そのため､商店街として既

存の商店街活動を継続する一方で､外部の団体とともにイベントなどのソフト
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(3)連携の特徴と成果

呉中通商店街振興組合が認識していた最も重要な問題は､アーケードの老朽

化 で あ っ た｡ 同 商 店 街 で は､ 1990 年 に 全 長 約420m の ア ー ケ ー ド を 設 置 し た

が､近年はドーム部分の素材が風化して雨漏りが起きる状態になっていた61)0

そのため､安全の問題はもちろんであるが､天候によってイベントが実施でき

ないという問題も決して小さくなかった｡しかし､同商店街はアーケードを設

置する際に高度化資金を活用していたため､当時の返済義務を現在加盟してい

る組合員だけで負わなければならない｡とても自己負担では改修できない財務

状況であった｡

2000年代後半､呉中通商店街振興組合は､アーケードを改修するための補助

を受けるために､呉市と中心市街地活性化法の認定申請について相談をはじめ

ていた｡その結果､中心市街地活性化基本計画の認定申請を前提として､アー

ケード修繕費用の負担割合について合意したという｡その割合であれば､商店

街の負担分については内部留保で対応できる金額であった｡しかし､中活エリ

アの設定などの調整が難航したため､最終的に頓挫した｡

以上のような背景のなかで､呉市から地域商店街活性化法の紹介を受けて､

アーケードの改修を主な目的として認定申請に至ったのであった｡呉中通商店

街振興組合は､地域商店街活性化法の認定計画のなかで｢高齢化に対応した買

い物空間づく　り｣を地域課題として設定した｡同商店街の認定計画の概要は表

6. 6 の 通 り で あ る｡

近年､呉市では人口減少に伴う小学校の統廃合などによって生じた跡地に高

層マンションの建設が進んでいる｡その背景には､高度経済成長期に郊外に転

居した団塊の世代が､都市機能が集積する中心部のマンション等に移り住むと

いう事情がある｡また､広島市内等-通勤するサラリーマン世帯が入居するこ

とも多いという｡

こうしたことから､中央地区の老年人口の割合が増加し続けることが予想さ

れているため､彼らに対応した空間にすると同時に､その子供や孫の世代も利

用しやすい環境を整備することを目指した｡

61)昨今､全国各地でアーケードや防火建築帯などの各種施設の老朽化が深刻な問題にな

っ て い る｡ た と え ば､ 石 原(2014a,2014b) を 参 照 さ れ た い｡
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以下では､この課題を解決するために地域内連携をもとに計画したイベント

｢ 黒 マ ン ト 団 忍 者 ま ち を 走 る｣､ ミ ュ ー ジ ア ム｢ ヤ マ ト ギ ャ ラ リ ー 零(ZERO)｣

および｢トレーニング･カルチャー交流施設｣の開設について検討していきた

い｡

表6. 6　具申通商店街振興組合の提定計声の概要

･̂･i′う

事業名 傅I5挨ｨ駅+X+ﾘ5(7X6ｨ6X4(ｿ8ｭHﾆﾈ馼ｼbĀĀĀĀĀĀĀ

罷 定 日 D ﾈ 纖?ｨｹ ｼh 邵ｯｨｭFﾃ# 僖 ﾈ # ID ﾈ

地域住民 唸ⅹ5挨ｭﾈ-ﾘ-ﾈ+ﾈｨ榎ﾘﾏﾈ2ĀĀĀĀĀĀ

ニーズ 唳ｸ嶌+X+ﾙчlｨｷ4ｸ5ｸ6ｭﾈ-ﾘⅹ5挨ﾈ淙餔RĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

地域課唐 俘)~陋ｸ,陌X+ﾙH8*)Z袷8ｭH,8*ﾘ.ĀĀĀ

事 業 内 容 唸4ｸ5ｸ6 亜ﾈhｴｲĀĀĀĀĀĀĀ

･ ア ー ケ ー ド 改 修 記 念 イ ベ ン ト｢ ス ト リ ー ト ウ エ デ ィ ン 劔 グ｣( 新 規) 

a 俾 Ā

･ ボ ト ル キ ャ ッ プ 回 収 ボ ッ ク ス の 設 置. エ コ イ ベ ン ト( 新 規) 

ー ◆¥ - ＼. 琵 撃_ 芸 売  ĀĀ

I__宗論-_ 

- . X l l ≡  珊 洋 控 轟 襲  Ā Ā

数 値 目 標 唸 ⅹ5 挨ﾈｷｩ,ｨﾗ9|｣｣3 津s)ﾂ｢ﾓCﾃ#ﾂ｢yD 簽#9D 竰ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
･ 商 店 街 全 体 の 販 売 額 の 増 加:106 億 円- →106 億 円(2007 年-2013 年) 

注1:網掛け部分は地域内連携に基づいて実施されている事業｡

注2:本事業計画から初めて実施された事業は｢(新規)｣と併記｡

出所:中小企業庁ウェブサイト　r静定商店街活性化事業計画の一発｣､ヒアリング胡査提供資料r商

店街活性化事業計画に係る認定申請書｣をもとに作成｡

イベント｢黒マント団忍者まちを走る｣は､地域商店街活性化法の認定申請

から立案された新規事業である｡子育て支援NPO｢呉こどもセンターNPOYYY｣

から提案を受けて､年1回､主に小学生を対象にした次のようなイベントを実

施している｡ NPOが忍者修行と称して用意した｢謎解き｣を目指して､参加者

がキーワードを頼りに商店街の店舗を訪問する｡店主から地域や商店街などに

関するヒントをもらうために商店街の様々な店舗を巡ることで､小さい頃から
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店主たちと交流しながら店舗や商店街､地域のことをより深く知ってもらうこ

とを目的とする取り組みである｡このイベントは現在も続いており､2000円の

参加費用がかかるものの､毎年100人前後の応募があるという｡

次 に､ ミ ュ ー ジ ア ム｢ ヤ マ ト ギ ャ ラ リ ー 零(ZERO)｣ に つ い て 開 設 で あ る｡

NPO ｢ く れ 街 復 活 ビ ジ ョ ン｣ か ら､ ミ ュ ー ジ ア ム｢ ヤ マ ト ギ ャ ラ リ ー 零｣ を 商

店街に開設したいと提案があった｡商店街内の空き店舗を活用して､JR呉駅前

にある｢呉市海事歴史科学館｣ (大和ミュージアム)名誉館長である松本零士の

作品を紹介するパネルや関連図書､模型などを展示することを目的とする施設

である(図6. 16)｡また､松本零士の作品や宇宙等に関する書籍を自由に読

めるコミュニティカフェ､創作活動等に利用できる多目的ルームも備えている｡

商店街としては､年間約80万人が来館する大和ミュージアムと連携すること

で､同館が立地する呉駅周辺に訪れる観光客を商店街に呼び込んで集客につな

げるという意図を持っていた｡

図6. 1 6 　 ヤ マ ト ギ ャ ラ リ ー 零(2015/9/25 筆 者 撮 影)

出 所: 2015/9/25 筆 者 撮 影｡

最後に､ ｢高齢者コミュニティセンター｣については､当初､呉市から社会

福祉協議会が厚生省の予算で実施している介護予防の事業を｢クレアル｣の　6

階の空き店舗で開催する計画であった｡しかし開設に向けて協議に入ると､家

賃等のランニングコストは徴収できない条件であったため実現には至らなかっ

た｡ と い う｡

その後､商店街の近くにあるスポーツクラブ｢ペアーレ宝町｣が閉館するこ

とがわかる｡スポーツクラブは固定客が見込めるため､商店街はコミュニティ
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センターの開設を見送っていた状況であったことから､規模を縮小して事業を

継承することになった｡同施設のほかにも講義室や多目的室が併設されている｡

なお管理運営は､呉中通商店街振興組合の全額出資子会社｢株式会社ペアーレ

れんがどおり｣が担っている｡

具体的な内容としては､ペアーレれんがどおりが呉中通商店街振興組合と連

携して､商店街マップの作成､会員証による商店街での割引､商店街の店主が

講師となるプログラムの実施などにより､商店街と利用者との接点を増やして

いる｡また､高齢者向けに囲碁教室や絵手紙教室なども開催している0

忍者イベント

子育て支援

NPO

ミュージアム

典中速蒲店衝

全額出資

ペアーレれんがどおり

事業継承　…
一 一 一 一 一 一 一 一 一- ■ 一 一 一 一 一 一 一 一 一 一 ヽ

ペアーレ呉

スポーツジム

L_ …__-｣ 　 ‥ 連 携 対 象

一 一 一- 一 一- ト: 単 発 的

ー:定期的

矢印の向き:連携打診の方向

図6. 1 7　集中遷商店街振興組合の地域内連携の構図

このように､呉中通商店街振興組合は｢高齢化に対応した買い物空間づくり｣

を目指して､様々な事業を実施してきた｡各事業における呉中通商店街振興組

合と外部主体との連携の構図を整理すると図6. 17のようになる｡

しかし､とりわけ忍者イベントやミュージアムの対象は小さい子供がいる世

代や団塊世代向けである一方､商店街の日常的な顧客層は高齢者が多いという｡

そのため､イベントの効果に疑念を持つ組合員もいるようである｡
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事業計画における数値目標では､休日の歩行者通行量を2005年度の39,072

人 か ら5% 増 加(40,200 人) さ せ､ 商 店 街 販 売 額 を2007 年 度 の106 億 円 を 維

持するとしていた｡結果として､歩行者通行量は3年目までは増加していたも

のの､最終年度の2013年度は26,593人となり､結果として目標は達成されて

いない｡商店街販売額は一貫して減少し､こちらも目標値には届かなかったと

い う｡

その要因のひとつとして､高齢者層の顧客の減少がある｡呉中通商店街振興

組合では､もともと高齢者層の売上単価や購買頻度が比較的高い傾向にあった｡

そのため､介護施設に入居したりして数名が来店しなくなるだけで､店舗の売

上が大幅に落ちるような状況もあるという｡

6. 2 　｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー フ レ キ シ ブ ル｣ タ イ プ

6. 2. 1 　 中 島 商 店 会 コ ン ソ ー シ ア ム( 北 海 道 室 蘭 市)

(1)室蘭市と市内小売業の概況

室蘭市は北海道の南西部にある絵柄(えとも)半島に位置している(図6.

1 8)｡絵柄半島の内側には室蘭港があり､その周辺に工業地帯が形成されてい

る｡工業地帯の南西に市役所などの公共施設が集積する市の中心部がある｡

室蘭市内の交通網としては､市の中心部にJR室蘭駅が､工業地帯の東側に

面している中島地区にJR東室蘭駅がある｡また幹線道路として､ JR室蘭本線

に沿うように国道　36､ 37号線がある｡また路線バスが運行しており､これら

が周辺地域に暮らす住民の足としての役割を果たしている｡

明治期以降､室蘭市は､鉄鋼業を中心とする工業都市として発展してきた歴

史を持ち､とくに新日本製織や日本製鋼所の企業城下町として栄えてきた｡そ

のため､高度経済成長期からバブル期にかけて､大規模な社宅や系列病院が建

ち並んでいた｡当時病院で勤務していた医者が独立して開院している場合が多

く､同地域には診療所等が密集している｡同市の人口は､最も多かった1969

年には約18万人であったが､ 2016年現在は約9万人である｡中島商店会コン

ソーシアムがある中島地区の人口は約2万人である｡

中島地区の小売業は､こうした工業都市としての成長に支えられて拡大してき
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た｡ 1977 年 に 百 貨 店｢ 長 崎 屋｣ が 出 店 し､ 1980 年 に は｢ 丸 井 今 井｣ が 同 地 区

に 移 転 し て き た｡ さ ら に1981 年 に は､ ｢ ジ ャ ス コ｣ や｢ ア ー ク ス｣ と い っ た 大

型店が､室蘭港近くの日本製鋼所の跡地に出店するなど､とくに1980年代以

降､中島地区に立地する小売業を取り巻く環境は大きく変化してきた｡

薄 　 轟 　 軒
申

図6. 1 8 　 室 蘭 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出 所: 博 地 図.com ｢ 【 地 方 図 】 北 海 道 地 方( 県 境･ 市 名･ 高 速 有 料 道 路･ 国 道)｣ を 一 部 修 正｡

しかし､2010年､モータリゼーションの進展やバブル崩壊に伴う景気低迷な

どの影響を受けて､中島地区の商店街の核としての役割を果たしていた｢丸井

今井｣が閉店した｡その跡地には､家電量販店が出店しているものの､商店街

-の回遊性は低く､商店街の現場では影響が懸念されている｡

ここで､室蘭市全体の小売業の推移を概括的に確認したい｡表6. 7を見る

と､ 2002 年 か ら2014 年 の 間 で､ 事 業 所 数 は お よ そ6 割 ま で 減 少 し て い る｡ 他

141



のいずれの項目についても､長期的に減少傾向が続いている｡また､市内にお

ける大型店の出店状況を見てみると､大店立地法が制定された　2000　年から

2001 年 に か け て20 店 舗 近 く 増 加 し た｡ そ の 後､ 店 舗 数 は2014 年 ま で ほ ぼ 横

ば い に 推 移 し て い る( 図6. 19)｡

表6. 7 　 室 蘭 市 の 小 売 構 造 の 変 化(2002 年 ～2014 年)

午 倬hｼhB ｒ 従 業 者 数( 人) 儉ﾉHHｧ｢ 蔚9iﾈ 冷 売 場 面 積(m2) ĀĀĀĀĀ

2 0 0 2 年  ﾃ 6 , 9 8 6  ﾃ S 2 1 3 6 , 3 7 4  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 4 年  ﾃ 3 B 6 , 7 3 2  " ﾃ s C 1 3 9 , 0 2 6  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 7 年  涛 6 , 4 3 5  涛 b ﾃ S # B 1 4 3 , 2 4 3  Ā Ā Ā

2 0 1 4 年  鉄 迭 4 , 5 6 1  涛 b ﾃ C c r 1 0 8 , 4 2 7  Ā Ā

出 所: 経 済 産 業 省｢ 商 業 統 計｣ 各 年 版､ ｢ 経 済 セ ン サ ス｣ ( 平 成24 年) を も と に 作 成｡
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国 店 舗 数( 店) 　- 売 場 面 積(m2)

図6. 1 9　室蘭市内の大型店の店舗数･売場面積の推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000m2 以 上( 第1 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象o

出所:｢全国大小売型店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

(2)中島商店会コンソーシアムの概要

中島商店会コンソーシアムは､ 4つの商店街振興組合と､それぞれが加盟す

る商店会(なかじま商店街振興組合､中島中央商店街振興組合､シャンシャン

共和国商店街振興組合､中島西口商店街振興組合､中島商店会)で構成されて

いる｡中島商店会コンソーシアムは､ JR東室蘭駅から南北に約900m､そこで
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交差する国道37号線の東西に約550mに渡り､L字で連続するように位置して

い る( 図6. 20)｡ 組 合 員 数 は 合 計 約 　200 店 舗 で､ 呉 服･ 衣 料 品 や 雑 貨 な ど

の買回り品を取り扱う店舗を中心に構成される広域･超広域型商店街である｡

従来から､中島商店会コンソーシアムを構成するこれらの商店街は､個別の

イベントを中心に事業活動を実施してきた｡なかじま商店街振興組合では､

1983 年 か ら､ 商 店 街 の シ ン ボ ル ロ ー ド｢ な か じ ま ア イ ラ ン ド 通 り｣ で｢ な か じ

まアイランド収穫祭｣が開催されている｡毎年10月､トウモロコシの早食い

やジャガイモ袋詰めタイムサービスなど､秋の味覚を感じる食のイベントが開

催されている｡中島西口商店街振興組合では､ 1985年から｢ウエストサマーフ

羊ステイパル｣を開催している｡このイベントは､毎年7月に仮装盆踊り大会

や屋台を出店するものである｡また､シャンシャン共和国商店街振興組合では､

2011 年 か ら｢ シ ャ ン シ ャ ン･ フ リ ー マ ー ケ ッ ト｣ や ビ ア ガ ー デ ン を 開 催 し て い

る｡さらに隣接する中島中央商店街振興組合との共同イベントとして､加盟し

ている飲食店を中心に屋台を出店する｢中島天国祭り｣を開催している｡

図6. 20 　 中 島 商 店 会 コ ン ソ ー シ ア ム と｢ ふ れ あ い サ ロ ン ほ っ と な ～ るJ

出 所: 2015/5/7 筆 者 撮 影｡

しかし､各商店街は､組合員の減少や後継者難などにより弱体化が進んでい

た｡そのため､次第に商店街活動や事務を担当する役員の負担が増していくこ

とから､いずれ商店街ごとの事業活動は限界がくるという認識が共有されてい

た｡こうした問題に対応するため､ 5つの商店街組織の事務局機能を一体的に

担うことで､各組織の負担を軽減しながら横断的な関係を構築できるように設

立されたのが中島商店会コンソーシアムである｡

143



(3)連携の特徴と効果

中島商店会コンソーシアムは､ 2010年､北海道からの受託事業である｢緊急

雇用対策･商店街等連携活性化推進事業｣を活用して設立された｡その主要な

目的は次の2点である｡

第1は､前述した事務局機能の集約である｡各商店街は､組合員の高齢化や

後継者不足などによって組織が弱体化していた｡そこで､各種業務を専任で担

う人材の確保､また商店街間あるいは商店街と外部主体との間で連携体制を構

築するために事務局が設立されることになる｡具体的には､はじめに商店街代

表者､行政や大学教員､自治会代表者らで事務局準備会を組織した｡そのうえ

で｢連携事務局設立部会｣､ ｢連携実態調査部会｣､ ｢収益事業検討部会｣という

3つの部会を設け､商店主および利用者アンケート調査を実施するなどして､

事務局設立に向けて具体的な準備を進めていった｡そして北海道から助成金

340 万 円 を 受 け､ 3 階 建 て の ビ ル の1 階 の 空 き 店 舗 を 活 用 し て､ コ ミ ュ ニ テ ィ

スペース｢ふれあいサロンほっとな～る｣を開設し､そこに｢活性化事業運営

事務局｣および｢現地運営マネージャー｣を配置した｡

第2は､連携事業などの実証実験である｡具体的には､空き店舗を活用して

買い物客や地域の生活者が休憩するために利用する｢ふれあいサロンほっとな

～る｣の運営や､チャレンジショップの運営などである｡ ｢ふれあいサロンほっ

と な ～ る｣ は､ バ ス 待 合 や 休 憩 所､ フ リ ー ス ペ ー ス と し て 開 放 し て い る｡ た と

えば､買い物客や通院帰りの高齢者などが休憩するための拠点や､市民サーク

ルや近隣にある室蘭工業大学の学生などがイベントで利用する場として活用さ

れている｡各種展示会や催事などの文化活動の場｡

また､同施設内では､起業を目指す創業者を対象に､チャレンジショップと

してのスペースを提供している｡現在までに洋服店や雑貨店､飲食店などが出

店したという｡なお､これらの事業は､のちに地域商店街活性化法の事業内容

として組み込まれることになる｡

さらに次年度には､北海道の｢商業活性化計画づく　りバックアップ事業｣を

活用し､前年度の実証実験に基づいてより詳細な事業計画を策定した｡そのな

かで､各商店街が一体的に取り組む課題として､次のような点が挙げられた｡
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ひとつは､商業集積としての集客を､商店街に繋げられていない点である｡

すなわち､中島地区の各商店街の街区には､｢ドン･キホーテ｣や｢ヤマダ電機｣

などの大型店のほか､近隣には大型商業施設｢モルエ中島｣が立地している｡

また､中島地区の最寄り駅である東室蘭駅の乗降客数は1日2,000人以上であ

り､各商店街は通勤途中に位置している｡しかし､こうした各所の利用者が商

店街の店舗に来店することは決して多くないという｡人通りはあるものの､商

店街の集客には繋がっていないというわけである｡

表6. 8　中島商店会コンソーシアムの認定計画の概要

事 業 名 8.x,(,h7ｨ6(6x,.i8x 馼ｼbĀĀĀĀĀ

認 定 日 )D 紿ﾈ9?ｦﾈ 馼ｼh 邵ｯｨｭFﾃ" 劔 劔 劔12 年4 月 ～2014 年3 月 ĀĀĀĀĀĀĀ

地域住民 ニーズ 唸ﾌ)ｹ4淫IV)h+X*(ⅹVﾈĀĀĀĀĀĀĀĀ
･ギャラリー 

･地域住民が気軽に参加できるサークル活動.各種教室を開催できる場 

地域課題 仗x,竸x+xﾘ)~竟(.(ｧyh,ﾈ6ｨｸ5坪,ﾉ陌ĀĀĀĀĀĀ

事業内容       劔 

※.-.守     劔 

数 値 目 標 唸 ⅹ5 挨ﾉ,ｨﾗ9|｣｣2ﾃﾂ｢ﾓBﾃ 妬ﾂ｢D 簽#ID 竰ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
･ 売 上 高:｢2011 年 に 比 べ て0.04% 増｣ 

注1:網掛け部分は地域内連携に基づいて実施されている事業｡

注2:本事業計画から初めて実施された事業は｢(新規)｣と併記｡

出所:中小企業庁ウェブサイト｢認定商店街活性化事業計画の一覧｣､ヒアリング調査提供資料｢商

店街活性化事業計画に係る認定申請書｣をもとに作成｡

もうひとつは､高齢者や学生のニーズに対応していない点である｡前述のよ

うに､診療所などが多い地区であるため､通院している高齢者が多い｡また､

近くに室蘭工業大学があり､中島地区の商店街は通学途中にある｡そのため学

生を中心とした若者も多い｡しかし､高齢者世代が休憩しながらゆっく　り買い

物できる環境や､若者のニーズに対応した取り組みをしているとはいえない状
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況にあった｡なお､事業計画は北海道や北海道経済産業局､ ｢商業活性化計画づ

くりバックアップ事業｣をサポートしていた道内のコンサルティング会社の協

力のもと作成し､ 2012年度の4月に認定を受けることになる｡

こうした組織設立や事業計画策定を経て､中島商店会コンソーシアムでは､

地域商店街活性化法を活用して､地域内連携に基づいて｢一店逸品×マップ×

ス タ ン プ ラ リ ー｣ ､ ｢ ほ っ と な ～ る 講 座｣ ､ ｢ ミ ニ ま ち 歩 き ツ ア ー｣ が 実 施 さ

れている｡同商店街の認定計画の概要は表6. 8の通りである｡

｢一店逸品×マップ×スタンプラリー｣は､飯塚市本町商店街振興組合の事

例にもあった一店逸品運動と､参加店舗でスタンプを集め抽選会に参加するス

タンプラリー､そして中島商店会コンソーシアムと室蘭工業大学の学生とで制

作した商店街マップのことである｡

一店逸品運動とスタンプラリーについては､まず参加店舗の商品･サービス

やスタンプラリーの開催について掲載した冊子｢中島日和｣を発行した｡各店

舗のおすすめの逸品を掲載｡スタンプラリーは､冊子に掲載されている店舗の

うち3店舗分のスタンプを集めると､年金支給日に合わせて実施する抽選会に

応 募 で き る と い う 仕 組 み で あ る( 図6. 21)0

竪諾蒔藷藍.凝整
態鞄驚音声群等孝へ

1 　-

㌢　　　冒急賢若草ざ{五霞

t､

' ‥j 員J 象. 長 　̀

図6. 21 　 一 店 逸 品 運 動 の 冊 子 と ス タ ン プ ラ リ ー の 様 子

出所:ヒアリング調査提供資料｡

商店街マップは､室蘭工業大学で美術やデザインを専攻している学生が､ ｢土

日も楽しい商店街マップ｣や､歩数や距離を参考にして中島商店会コンソーシ

アムから主要な施設まで歩いたときの消費カロリーや学生がすすめする飲食店

が 紹 介 さ れ て い る｢ 食 楽- ル シ ー マ ッ プ｣ を 作 成 し た( 図6. 22)0
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マップの裏面には､以下で触れる｢ほっとな～る講座｣の日程などが掲載さ

れている｡これらの商店街マップは､事業計画を作成する前のワークショップ

のなかで学生が提案したものである｡実施期間の初年度に､実際に店舗を利用

して掲載したい情報を集め､計1万部発行したという｡

三幸-:I::-二幸=-TIT子
∴■　∴∴∴.∴∴1

図6. 22 　 土 日 も 楽 し い 商 店 街 マ ッ プ と 食 楽 ヘ ル シ ー マ ッ プ

出所:ヒアリング調査提供資料｡

｢ほっとな～る講座｣は､中島商店会コンソーシアム｢ふれあいサロンほっ

とな～る｣で開催される市民講座である｡デジタルカメラの使い方や子供向け

の絵画の描き方など､専門知識を持つ地域住民が講師となって講座が行われる｡

現在は､専門家を招いて､女性を対象にした美容講座､高齢者世代を対象にし

たそば打ち講座､医師や看護師を講師に迎えた健康講座などに発展している｡

また｢ミニまち歩きツアー｣は､中島地区の各商店街の魅力や個店を認知し

てもらうことを目的に実施｡ツアーは5人前後のグループで実施している｡中

島地区の自然や歴史を体験したり､地産池消に取り組む飲食店を訪問したりす

るなど､多様な内容で開催されている｡

以上のように､中島商店会コンソーシアムでは､高齢者や学生-の対応を強

化するあたり､北海道の既存事業を活用して事務局機能を強化しながら､上記

の事業を継続的に実施してきた｡各事業における地域内連携の構図は図6. 2

3 の よ う に な る｡

その効果として､事業計画における数値目標では､通行量を　2011年の数値

(1 日:3,829 人) か ら､ 事 業 実 施 後 の2013 年 に は9.6% 増 加(4,196 人) さ せ､

4 商 店 街 全 体 の 売 上 高 を2011 年 の 数 値( 約167 億2200 万 円) か ら0.04% 増 加
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( 約167 億2800 万 円) さ せ る と し て い た｡

事業実施後､通行量は4,828人で目標を達成したという｡また､空き店舗が

19店舗減少するという結果にもつながった｡一方で売上高については､新規出

店や閉店などによる店舗の入れ替わりによって､前回調査したときと商店街の

業種構成が変わったため､全体の売上高を把握する必要性を感じないなどの理

由から､同様の調査を行うことができなかったという｡

ほっとな～る講座

図6. 23　中島商店会コンソーシアムの地域内連携の構図

一方､各事業を継続していくなかで､ ｢ほっとな～る講座｣では医師会との連

携による健康講座､｢ミニまち歩きツアー｣では歴史文化団体などとの合同ツア

ーなどに発展している｡

さらに､前述のように地域の拠点としてサロンを開放して､そこに窓口とし

て事務局の事務所も設けている｡それをきっかけにして､おむつ替えのスペー

スの増設､車いすやベビーカーの無料貸出が開始されたり､学生が｢ふれあい

サロンほっとな～る｣で様々な世代と交流するなかで感じた気づいた点などを

参考に､健康をテーマにした｢まちを歩こう中島商店街健康マップ｣が制作さ

れたりする活動にも繋がったという｡

このように､中島商店会コンソーシアムの事例は､事業を実施していくなか
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で追加的に顕在化した地域住民のニーズに機動的に対応しながら､事務局を窓

口として日常的に利用者との接点をもつことにより､小さな活動レベルでも発

展的に利用者の要望に対応しているところに特徴があるといえる｡

6. 2. 2 　 飯 塚 本 町 商 店 街 振 興 組 合( 福 岡 県 飯 塚 市)

(1)飯塚市と市内小売業の概況

飯塚市は福岡県中部に位置している(図6. 24) ｡北と南は遠賀川流域の

平野として開かれているが､東と西は関の山や三郡山地に囲まれている｡

図6. 24 　 飯 塚 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出 所: 博 地 図.com ｢ 【 地 方 図 】 九 州 地 方( 県 境･ 市 名･ 高 速 有 料 道 路･ 国 道)｣ を 一 部 修 正｡

市内にはJR筑豊本線が南北に通り､中心市街地には新飯塚駅と飯塚駅があ

る｡道路網は､筑紫野市と北九州市をつなぐ国道200号､福岡市と行橋市をつ

なぐ国道201号､飯塚市から日田市につながる国道211号が市街地で交差して

いる｡飯塚市から福岡市や北九州市など主要都市-の所要時間は､車･鉄道と

もに1時間以内である｡
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飯塚市がある地域は､江戸時代､長崎街道沿いの宿場町として栄えてきた｡

明治時代以降は､石炭資源の採掘地域として発展してきた地域である0 1900

年代には八幡製鉄所や三井･三菱などの財閥系が炭鉱を開発し､日本最大規模

の炭鉱町が形成されてきた歴史を持っ｡そこで採掘された石炭は､市内を流れ

る遠賀川を利用して､工業地帯であった北九州市に運搬されていた｡

しかし､石炭産業が徐々に衰退していくと､炭鉱は閉山し､市内の生産年齢

人口の多くを占めていた炭鉱労働者が大量に流出した影響を受けて人口減少が

急速に進展していった｡

飯 塚 市 の 人 口 は､ 2015 年 現 在､ 約13 万 人 で あ る｡ し か し､ 近 年､ 大 学 が 移

転してきたことなどから若年層の人口が増加傾向にある62)｡なお､飯塚市本町

商店街振興組合があるDID地区の人口は約4万人である｡

表6. 9 　 飯 塚 市 の 小 売 構 造 の 変 化(2002 年 ～2014 年)

午 倬hｼhB ｒ 従 業 者 数( 人) 儉ﾉHHｧ｢ 蔚9iﾈ 冷 売 場 面 積(m2) ĀĀĀĀĀ

2 0 0 2 年  ﾃ C 5 , 9 8 7  塔 2 ﾃ 3 1 0 4 , 9 0 4  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 4 年  ﾃ 迭 6 , 1 9 1  涛 ﾃ S 2 1 0 9 , 9 3 1  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 0 7 年  ﾃ c S 9 , 4 9 4  C 津 ツ 2 2 0 6 , 8 3 2  Ā Ā Ā Ā Ā

2 0 1 4 年  涛 # 2 6 , 3 3 4  b ﾃ 3 c 1 6 2 , 0 4 1  Ā Ā Ā Ā Ā

出所:経済産業省｢商業統計｣各年版をもとに作成｡

飯塚市内の小売商業の推移を概括的に確認したい｡表3を見ると､2002年か

らの10年間で､事業所数は微減傾向である一方で､年間商品販売額と売場面

積は1.5倍以上の規模に拡大していることがわかる｡

(2)飯塚市本町商店街振興組合の概要

飯塚市本町商店街振興組合は､長崎街道飯塚宿の街道筋にあり､食品や日用

品などの最寄晶､衣料品などの買回品を扱う約　70店舗が軒を連ねる商店街で

ある(図6. 25)｡同商店街は､高度化事業を活用して全蓋アーケードを設置

62)なお､飯塚市は2006年に頴田町､庄内町､穂波町､筑穂町と市町村合併しているため､

人口や以下の商業統計の数字には留意が必要である｡
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している｡

主な商店街事業としては､飯塚市本町商店街振興組合と周辺の5商店街で構

成される任意団体｢飯塚市商店街連合会｣を実施主体として､これまでに120

年以上続く歳末大売り出し｢永昌会｣や､｢ほんまち音楽ステージ｣､｢子供夜市｣

といったイベントなど､多様な事業が長期あるいは短期的に実施されてきた｡

出 所: 2015/1/16 筆 者 撮 影｡
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図6. 25　飯塚本町商店街振興組合
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図6. 26　飯塚市内の大型店の店舗と売場面積の推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000m2 以 上( 第1 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象.

出所:｢全国大小売型店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

し か し､ 1994 年､ 中 心 市 街 地 か ら1km ほ ど 西 の 場 所 に｢ イ オ ン シ ョ ッ ピ ン

グタウン穂波｣が開業すると､地域商業を担っていた中小小売商に大きな影響
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を 及 ぼ し た｡ ま た､ 図6. 26 に あ る よ う に､ 大 規 模 小 売 店 舗 立 地 法( 以 下､

大店立地法)の制定および改正の時期に､大型店の出店が相次いでいることが

わかる｡こうした外部環境の変化などを受けて､ 1998年には｢西鉄飯塚バスセ

ンター｣の上層階にある商業ゾーンが閉鎖され､さらに翌年には飯塚市本町商

店街振興組合内にあった百貨店｢ダイマル｣が倒産した｡

こうして､中心市街地の核となる商業施設が相次いで閉店した影響もあり､

多くの地元の中小小売商が廃業に追い込まれ､中心市街地における商業集積の

空洞化が進展していった｡飯塚市本町商店街振興組合の空き店舗率は､ 2014

年1月時点で約25%であった｡全国平均である約14%と比較すると､同商店街

は厳しい状況にあるといえる｡

(3)連携の特徴と効果

2009年､飯塚市本町商店街振興組合では中小商業活力向上事業を活用したア

ーケードの改修を予定していた｡アーケードの一部で雨漏りが続き､支柱の腐

食も進行していた｡しかし､それでも同事業における自己負担は事業費の半額

であることから､飯塚市本町商店街振興組合にとって負担は決して少なくなか

っ た と い う｡

こうした状況のなか､2009年8月に地域商店街活性化法が施行された｡商店

街側から見ると､同法の認定を受けることによって､もともと計画していたハ

ード整備に対する補助率が拡大するため費用負担が減る｡一方､国や行政の側

から見ると､当時は法律が施行されたばかりであったため､同法を活用した事

例を｢先進事例｣として全国的に普及させたいという思惑があったのかもしれ

ない｡その証拠に､九州経済産業局の担当者が飯塚商工会議所を訪れ､同法の

活用を積極的に勧めていたという｡当然､誰にとっても前例がない状況であっ

たため､どのような事業計画を立案すればいいのか､事業の目標を設定すれば

いいのかについては手探り状態であったことは容易に想像がつくであろう｡

こうして飯塚市本町商店街振興組合は､飯塚市および飯塚商工会議所の協力

を得ながら､申請書を作成していった｡

ところで､飯塚市本町商店街振興組合は単一の商店街組織で申請している｡

飯塚市内の商店街は､前述したように､飯塚市商店街連合会を事業主体として
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活動している場合が多い｡したがって､商店街ごとにソフト事業を棲み分けが

しにくい状況であるため､連合会での申請が現実的であったと思われる｡しか

し､当時は連合会単位で申請できることを商店街や商工会議所は認識しておら

ず､経済産業局や福岡県からも飯塚市本町商店街振興組合での申請を推奨され

ていたという｡

いずれにしても､飯塚市本町商店街振興組合が地域商店街活性化法の活用を

目指したのは､もともと予定していたアーケード改修といったハード整備に関

する補助率を拡大することが主要な目的であった｡

表6. 1 0　飯塚市本町商店街振興組合の認定計画の概要

事業名 囘ｸ.ｨ.ﾘ-,乂X+8*ｨｫH+h.x.ｨ.傅I5挨8*ﾘ.磯hｼbĀĀĀĀĀ

認 定 日 僖 ﾈ 纖?ｨ 馼ｼh 邵ｯｨｭFﾃ# 劔 劔 劔D ﾈ # ID ﾈ

地域住民 ニーズ 唸ｧX-僣H.因X.(48786x,ﾈ､ｨﾜ8,h.乖斡8,ﾈ*.傅I5挨ĀĀĀĀĀĀĀ
･人が集え､憩えるコミュニティとしての機能を持つ商店街 

･旧宿場町としての風情あるまちづくり 

地域課題 凅挨逸(*ｨｧX-豫(ｺｸ,8*ﾘ.ĀĀĀ

主な 事業内容      

数 値 目 標 唸 ⅹ5 挨ﾉ,ｨﾗ9|｣｣2ﾃﾂ｢ﾓBﾃ 妬ﾂ｢D 簽#ID 竰ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ
･ 売 上 高:｢2011 年 に 比 べ て0.04% 増｣ 

注1:網掛け部分は地域内連携に基づいて実施されている事業｡

注2:本事業計画から初めて実施された事業は｢(新規)｣と併記｡

出所:中小企業庁ウェブサイト｢認定商店街活性化事業計画の一覧｣､ヒアリング調査提供資料｢商

店街活性化事業計画に係る認定申請書｣をもとに作成｡

前述したような状況のなかで､飯塚市本町商店街振興組合は､地域商店街活

性化法の認定を受けるわけである｡同商店街の認定計画の概要は表6. 10の

通りである｡そのうち以下では､地域課題である来街して楽しめる環境づく　り
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を目指して､地域内連携をもとに取り組まれている｢商店街サポーターズ事業｣､

｢定期イベント事業｣について検討する｡

｢商店街サポーターズ事業｣は､飯塚市本町商店街振興組合が｢飯まちサポ

ーターズ会員｣ (以下､会員)を募集し､会員が商店街のイベントや売出し情報

などを掲載する情報誌『飯まち探検隊』の制作に協力するという事業である(図

6. 27)｡会員はその過程で店舗の取材を行ったり､ 『飯まち探検隊』の編集

会議にも参加したりする｡

図6. 27 　 情 報 誌 『 飯 ま ち 探 検 隊 』 と｢ 百 縁 市｣

出所:ヒアリング調査提供資料｡

こうした活動は､商店街と地域住民にとって次のような意味を持つ｡商店街

は､編集会議などを通じて､会員から地域住民としての声を直接聞くことがで

きる｡したがって､地域住民が冊子に掲載してほしいと感じている情報を知る

機会になるだけではなく､商店街に求めているサービスや実施してほしいイベ

ントなどの要望を聞くことができるかもしれない｡また､会員を介して他の地

域住民からの意見を伝え聞く場合もあるだろう｡

一方､会員として登録されている地域住民にとって､同事･業は商店街や各店

舗を知る機会になるだろう｡日常的に利用している店舗でも､取り扱っている

商品や商売に対する店主の想い､店主の人となりなどを知ることで､魅力を再

認識したり､馴染みのない店舗に新たな利用動機を見出したりする可能性もあ

る｡

また､こうした体験をもとにした編集会議等での会員の意見は､商店街にと

って説得力のある情報になる｡なお､ 『飯まち探検隊』は年に　3　回発行されて
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お り､ 2015 年 で9 年 目 を 迎 え る｡ 現 在､ 約350 名 が 会 員 に 登 録 さ れ て い る と

い う｡

次に､｢定期イベント事業｣についてである｡ここでは連携関係が見られるイ

ベントの企画段階に着目する｡

従来から飯塚市本町商店街振興組合には販売促進委員会という組織があり､

この組織を中心に売り出しなどのイベントか立案されていたという｡しかし､

2003年に発生した集中豪雨からの復興を目指すなかで､日常的に議論する場を

設けて長期的な視点で商店街活動を考えていくために､2004年に｢どうで商プ

ロジェクト委員会｣が設立した｡同委員会には､販売促進委員会のメンバーに

加えて､九州工業大学の大学教員や､高齢者や幼児の支援を行う　NPO法人な

どが参加しているという｡こうした連携関係によって､商店街は､前述の商店

街サポーターズ事業と同様の効果を得ることが期待できる｡

なお､同委員会での議論から､以下のような商店街事業が企画された｡具体

的 に は､ ま ず2009 年 に､ 第1 回 と な る｢ 百 縁 市｣ が 開 催 さ れ た( 図6. 21)0

いわゆる｢100円商店街｣のことで､参加店舗が店先や店内で100円の商品を

販売する事業である｡飯塚市本町商店街振興組合では､初回の百線市は既存の

イベントと比べて圧倒的に集客数が多かったという｡

また､同年､ ｢一店逸品運動｣を実施するため､専門家を招いて勉強会やワー

ク シ ョ ッ プ を 行 っ た｡ 2 年 近 く の 準 備 期 間 を 経 て､ 2011 年 に 第1 回｢ 逸 品 フ ェ

ア｣ を 開 催 し た｡ 第1 回 は36 店 舗､ 第2 回 は40 店 舗 が 参 加 し た と い う｡ な お､

同イベントの波及効果を高めるため､年に4回｢逸品お店回りツアー｣も開催

している｡同ツアーには､毎回参加店舗の店主が持ち回りでツアーガイドとし

て帯同する｡

上記の活動を重ねてきた結果､参加店舗の店主は､商店街内の他店舗の商品･

サービスについて学習し､自店のそれを再考する契機になっているという｡

なお､定期イベント事業以外にも､特徴的な事業として｢商店街マップの作

成｣が実施されている｡これは各店舗の位置や住所､店舗の外観といった形式

的な情報を掲載している既存の商店街マップではなく､地域住民の目線から情

報を集めてつくるマップである｡具体的には､地域住民が実際に商店街を歩い

て､魅力的な店舗や店主について､直接訪れた体験をもとに利用したくなる情
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報を集め､持ち寄った情報をワークショップによって練り上げてマップを作成

していく取り組みである｡この取り組みの第一人者である専門家によれば､マ

ップを作成する過程で､地域住民はその商店街やまちのことをより深く知り､

愛着を持つきっかけにもなるという｡近年､こうした商店街マップ作成の仕組

みは商店街関係者や地方自治体から高い評価を受けており､全国各地で取り組

みが広がりつつある｡

図6. 28　飯塚本町商店街振興組合の地域内連携の構図

飯塚市本町商店街振興組合では､地域住民を中心に連携関係を構築すること

で､継続的に彼らと情報を交換できる機会がある｡こうした機会を通じて､地

域住民の一部は､商店街にとって｢ともに地域を支え盛り上げていく仲間｣ (横

山2013)でありながら､より商店街を利用する動機を有する存在となる可能性

が あ る( 図6. 28)0

なお､上述したような連携に基づく商店街活動がもたらした商店街や周辺地

域-効果について検討するうえでは､事業計画のなかで設定された数値目標に
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加えて､およびヒアリング調査の際の商店街関係者の意見が参考になると思わ

れる｡

まず､数値目標については､歩行者通行量の減少幅の縮小を掲げている｡事

業実施期間終了後の2014年の歩行者通行量を､ 2009年の90.3%とすることを

目標にしていたが､実績は79.5%となり､当初掲げていた数値目標には到達し

て い な い( 表6. 1 1)｡

その一方､ヒアリング調査のなかで､ ｢『商店街ツアー』の参加者にアンケー

ト調査を実施すると反応が良い｡他の事業を含めた商店主と消費者との意見交

換を通じて効果が上がっているのかもしれない｡｣や｢飯塚小学校から､商店街

で卒業イベント｢ありがとう会｣をやりたいという依頼があった｡商店街は小

学校の通学路になっているが､日頃から小学生に快適な空間を提供できていな

ければ､こうした依頼にはつながらなかったのではないかと思う｡｣ (飯塚市本

町商店街振興組合理事長　前田氏-のヒアリング調査による)といった意見が挙

げられた｡

表6. 1 1 　 数 値 目 標( 歩 行 者 通 行 量) の 目 標 と 実 績

2009 年 D2011 年 )D2013 年 ID2009 年 比 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

目 標  ﾃ s r 1 0 , 2 8 8  湯 ﾃ 都 9 , 7 7 9  湯 ﾃ c 9 , 6 8 2  涛 R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

実 績  ﾃ s r 1 0 , 4 8 9  湯 ﾃ # B 8 , 6 5 5  唐 ﾃ ツ R 8 , 5 2 1  都 偵 R R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出所:ヒアリング調査提供資料｡

このように､あくまでも主観的な意見であるため､一般化するための分析枠

組みに基づいた検証が必要ではあるものの､商店街や地域住民の意見から､一

定の成果を上げている可能性があることがうかがえる｡

6. 3 　 考 察: 分 析 か ら 得 ら れ る 示 唆

本 章 で は､ ｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ タ イ プ と｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー フ レ キ

シブル｣タイプの事例分析を通じて､その実態と成果について探索的に分析し

てきた｡結果として､各類型において次のような特徴があることが示唆できる

と考えている｡
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｢インフォーマルーリジット｣タイプは､商店街の特定のメンバーを中心に

商店街組織とは別に事業組織を立ち上げ､連携相手との固定的な関係を維持し

ながら事業活動をしている場合である｡本項では､商店街の理事会の有志のメ

ンバーでまちづく　り会社を設立した釧路第一商店街振興組合と呉中通商店街振

興組合､そして地域住民などが参画する協議会を立ち上げた小千谷東大通商店

街振興組合が該当する｡これらの事例に共通することは､事業内容や借入金な

どに対する商店街の合意形成の問題を回避して､機動的に活動できる組織体制

を選択した点にある｡それにより､ある程度の裁量を持ちながら事業活動を展

開していた｡そのなかで､小千谷東大通商店街振興組合は､地域課題とした買

い物環境の整備や地域住民の交流機会の創出を目指すにあたり､この地域課題

を抽出する段階から地域住民が参画し､事業計画の立案､事業運営から成果の

フォローアップまで､結果として一貫した連携関係のもと取り組んでいたとい

う特徴を有していた｡

しかし一方で､いずれの事例の事業活動も単発的な連携であり､また､組織

設立から一定のメンバーによる固定的な関係のもとで事業活動を実施している｡

もともと事業活動の担い手の数が限られているため､新たな人材を見出してい

かない限り､事業活動の内容と組織体制が硬直的になる傾向があることも見受

けられる｡

したがって､中長期的な視点で考える場合､人材が不足すると体制の新陳代

謝が進まず､既存事業の業務で精一杯という状況に陥る可能性がある｡さらに､

本論文の事例では事業組織としてハード整備をしており､持続的な施設運営の

ためには民間事業者として収益を上げていく必要があるが､当初の収益計画の

見通しがあいまい､あるいは見通しが予想以上に厳しい状況に置かれている場

合もあることが見受けられた｡

一方､ ｢インフォーマル-フレキシブル｣タイプは､連携を志向する商店街の

意欲的なメンバーを中心に､外部の組織や個人あるいは地域住民との関係を構

築したり､彼らと構成する実行委員会などのインフォーマルなチームを立ち上

げたりする場合である｡

中島商店会コンソーシアムでは､事業を実施する段階において､当初は想定

していなかった新たな外部主体と連携関係を構築することで､商店街が自身の
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活動を再検討する契機となる可能性があることが示唆された｡具体的には､診

療所などの医療機関や大学が集積しているという地域特性を活かして､｢医商連

携｣や｢商学連携｣に取り組むなかで､追加的に顕在化してきた地域の課題に

対応している実態が浮かび上がってきた｡加えて､事務局の窓口を交流拠点と

なる施設に開放することで､日常的に利用者との接点をもつことにより､小さ

な活動レベルでも利用者のニーズや課題に発展的に対応しているという特徴も

見受けられる｡

また飯塚本町商店街振興組合の事例では､地域住民に商店街広報誌『飯まち

探検隊』の編集会議や店舗取材に参加してもらうことで､商店街としては地域

住民の需要に沿う情報を掲載することができるとともに､地域住民としては商

店街の魅力を再認識したり新たな利用動機を見出したりする可能性があること

を指摘した｡それにより､商店街からみた場合､こうした活動によって商店街

と地域住民の間には､連携主体としての関係性だけではなく､利用者としての

関係性も強化されるかもしれない｡これらの事例は､機動的な体制を活かして､

事業活動の内容を発展させることで､追加的に顕在化した地域住民のニーズに

対応している点に特徴がる｡

このように､事業組織にこだわらずに多様な連携相手を巻込むことができる

ため､定期的にコミュニケーションできる場合は有効となる可能性があると思

われる｡しかし逆に言えば､関係者が多岐にわたる場合､コンセプトと事業活

動の調整が難しいことから､総花的な内容に陥る可能性も内包しているという

ことができる｡

以上の考察と第5章での議論を再整理して､地域内連携における4つの類型

を 改 め て 特 徴 づ け る と 次 の よ う に な る( 表6. 12)0

すなわち､ ｢フォーマルーリジット｣タイプでは､計画に基づいて事業活動を

実施するときに限る､いわば｢事業計画のため｣の形式的な連携であり､事業

活動の内容や連携体制は硬直的である｡両者の継続的で定期的な関係のもとで､

発展的な試行錯誤が見られるわけではない｡そのため､こうした地域内連携の

タイプは｢形式的計画｣タイプというこができるだろう｡

また､ ｢フォーマルーフレキシブル｣タイプは､商店街組織､とりわけ事務局

が地域内連携に基づく事業活動を支える｢調整役｣として､また情報を外部主
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体に積極的かつ継続的に提供し続けるなどの｢推進役｣として役割を果たすこ

とが基盤となっている｡こうした地域内連携のタイプは｢調整･推進｣タイプ

ということになる｡

一 方､ ｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ タ イ プ は､ 上 記 で 確 認 し て き た よ う に､

商店街組織とは別に組織を立ち上げて事業活動を実施する｢事業組織｣タイプ

の地域内連携と位置づけられる｡

最後に､ ｢インフォーマルーフレキシブル｣タイプは､商店街の意欲的な一部

メンバーと外部主体で小規模のチームを立ち上げて活動する､いわば｢プロジ

ェクト｣タイプとしての特徴をもつ地域内連携であるいえる｡

表6. 1 2 　 地 域 内 連 携 の 特 徴

連携相手との関係 

フ レ キ シ ブ ル ｨ5x686rĀĀ

A H4ｸ7ﾘﾈ8ﾂ 調 整. 推 進 タ イ プ 佝4 佗h 柯587bĀĀĀĀĀĀĀĀ按 ロ の 仕 方 8987H4ｸ7ﾘ8ｲ プ ロ ジ ェ ク ト タ イ プ 倬hｼiyH587bĀĀĀĀĀĀĀ

以上を踏まえて考察すると､地域の環境条件や課題の変化に対応していくた

めには､継続的でありながら変化に対応していくことが重要であることは明ら

かである｡商店街組織として地域内連携を志向することもあるが､第5章のな

かで触れたように､商店街組織体制が財政的にも人的にも充実している商店街

は全国的に決して多くない｡そのため､ ｢調整･推進｣型は比較的成果を上げて

いることが示唆されてはいるが､このかたちが可能である商店街は限られてく

るだろう｡

一方､インフォーマルに地域内連携を志向する場合､ ｢事業組織｣型は､商店

街組織として活動するときと比べて機動的に事業を展開しやすいことが優位な

悟として捉えられている｡しかし､事業活動の内容と組織体制が硬直的になる

可能性があること､施設などのハード整備を実施している場合は維持管理など

のランニングコストを補う収益確保に苦労する可能性があることなどから､中

長期的な実行体制の維持に課題があることがうかがえる｡

もちろん､上記のタイプのうち､どれかひとつが機能的な地域内連携の唯一
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の方法であるというつもりはない｡それぞれの地域が置かれている外部環境や

活動主体の事情などの地域特性を考慮すると､それぞれのタイプにおいて利点

や難点があることは指摘してきた通りである｡

しかし､このようにして考えると､地域内連携の方向性としては､日常的に

利用者などとの接点をもつことにより､多様な連携相手を巻込みながら､小さ

な活動レベルでも利用者のニーズや課題に発展的に対応していくことができる

プロジェクトタイプのような連携のあり方が､今後の地域商業においては重要

になると思われる｡
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第7章　多様な主体との緩やかな連携によるネットワークの形成

一浜松市･ゆりの木通り商店街を事例として-

7. 1 　 本 章 の 目 的

第5章と第6章では､地域内連携の特徴から分類した4つのタイプごとに､

地域内連携に基づく事業活動の実態を明らかにしながら､それと成果との関連

や連携関係を支える要因について考察した｡その結果､端的に言えば､より継

続的で実質的な地域内連携を展開するには､緩やかな連携により多様な主体と

接点をもちながら､小さな活動レベルでも利用者のニーズや課題に対応できる

｢プロジェクト｣タイプのような地域内連携のあり方が重要になるという主張

を導出した｡しかし､地域商店街活性化法を活用していない商店街はサンプリ

ングの時点で対象から外れているため､そのなかで地域内連携に基づいて意欲

的に事業活動を実施している商店街が含まれていない｡

そこで本章では､第5章と第6章の補完的な位置づけとして､静岡県浜松市

にあるゆりの木通り商店街を対象に事例分析を行う｡第4章における分析対象

の選定過程で重要視したように､ゆりの木通り商店街は､地域商店街活性化法

を活用していない商店街のなかでも､とくに多様な連携相手と積極的に事業活

動を展開している｡

さらに､ゆりの木通り商店街は次節以降で見ていくように｢プロジェクト｣

タイプの先駆的な事例のひとつである63)｡また､建築家やアーティストなどの

クリエイティブな主体と連携しながら文化的活動の拠点としての役割を果たす

ことで､こうした活動に興味をもつ新しい客層が商店街に訪れ､彼らのニーズ

に対応するような新規出店を促進するという循環が生まれている｡その意味に

おいては､経済的要素と社会的要素の｢両立｣を実現しようとしている事例と

して捉えることができるだろう｡

本章では､そうしたプロジェクトタイプの地域内連携の実態を検討していく

63)こうした傾向はゆりの木通り商店街に限らず､全国各地で次第に増えてきつつある｡

たとえば､まちづく　り会社などが中心的な役割を担いながら多様な主体を巻き込んで活

動している大分県竹田市の中心市街地商店街や兵庫県伊丹市の中心市街地商店街などを
挙げることができる｡
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ことで､それと成果との関連や持続的で実質的な連携関係を支える要因につい

て考察する｡

7. 2　浜松市と市内小売業の概況

浜松市は静岡県最西部に位置している(図7. 1)｡同地域の面積のほとんど

が南側の平野部と北側の山間部で占められている｡浜松市は､江戸時代に浜松

城が築城されたことを契機として､東海道の城下町および宿場町として栄えた

歴史を持つ｡明治期以降は綿織物などの繊維産業が発展し､古くから工作技術

の産業基盤が形成されてきたことなどから､高度経済成長期以降､その技術を

基盤とする楽器､オートバイや自動車産業が集積する工業都市として発展して

きた｡近年は､光電子技術をはじめとする新たな産業分野も進出しはじめてい

る｡

しかし一方で､紡績業などを中心に､生産コストの低下やリスク回避を目的

に､生産工場を浜松市内から周辺都市や海外に分散化したり､あるいは撤退し

たりする工場も少なくない｡そのため､工場が立地していた浜松市郊外に広大

な工場跡地が残され､のちに用途変更を経て大型商業施設などが進出していく

ことになる｡

∴∴∴ t''1. 'L-･''･.lL:.1'i'･.

図7. 1 　 浜 松 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出 所: 博 地 図.com ｢ 【 地 方 図 】 東 海 地 方( 県 境･ 市 名･ 高 速 有 料 道 路･ 国 道)｣ を 一 部 修 正｡
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浜松市の中心市街地はJR浜松駅の周辺一帯に形成されている｡同市の中心

市街地は､ 1947年以降､戦災復興都市計画に基づく戦災復興土地区画整理事莱

により､現在の街並みの骨格が形成された｡

また､ 1980年前後のJRおよび遠州鉄道の高架化に合わせて行われた浜松駅

周辺土地区画整理事業なども進められてきた｡さらに､浜松駅周辺土地区画整

理事業やJR浜松駅北口広場の整備をはじめ､商業機能の集積を図るとともに､

浜松駅東街区の整備計画を推進する｡ 1997年に､浜松地域テクノポリス都田

土地区画整理事業が完工し､翌年に浜松市が掲げる諸構想の推進拠点として｢ア

クトシティ浜松｣が完成した｡

表7. 1 　 浜 松 市 内 の 大 型 商 業 施 設( 店 舗 面 積8,000m2 以 上) の 立 地 状 況 　 ※ 店 舗 面 積 順

立 地  洩 ﾂ 店 舗 面 積 ( m 2 )  丿 ｩ 5 云 ﾂ Ā Ā Ā

郊 外 x885(5h6X4)Vﾈ 鉀2ll,665 x885"ĀĀĀĀĀĀĀ長 崎 屋S.C. 浜 松 可 美 免ﾂﾃ#B 長 崎 屋 ĀĀ

初 任 S . C .  湯 ﾃ ユ ニ -  Ā Ā Ā

中 心 市 街 地 傴ﾉT 蔚8 无5c#D 饅)526,410 傴ﾉT 蔚8 无5ĀĀĀĀĀĀ

西 武 百 貨 店 ※1997 年 閉 店 "ﾃS コ 西 武 百 貨 店 ĀĀ

遠 鉄 百 貨 店  ﾃ 3 遠 鉄 百 貨 店  

浜 栓 s . プ ラ ザ  R ﾃ イ ト ー ヨ ー カ 堂  Ā Ā Ā Ā Ā

宮 竹S. デ パ ー ト ※1997 年 閉 店 湯ﾃ3#" ニ チ イ Ā

丸 井 ※ 2 0 0 1 年 閉 店  唐 ﾃ 丸 井  Ā Ā Ā Ā

イオンモール浜松市野

イオンモール浜松志都呂

浜松プラザ

プレ菓ウオーク浜北

カインズモール浜松都田テクノ

イ オ ン 浜 松 西S.C.
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郊 外  H 9 8 5 x 8 ｨ ｸ 6 y V ﾉ f ｲ 1 9 , 5 5 3  ﾉ t b Ā Ā Ā Ā Ā Ā

カ イ ン ズ ホ ー ム 浜 松 雄 踏 rﾃ ゴ2 カ イ ン ズ ホ ー ム ĀĀ

MEGA ド ン. キ ホ ー テ 浜 松 可 美 2ﾃs ド ン. キ ホ ー テ ĀĀĀĀ

D C M カ ー マ 2 1 浜 松  " ﾃ 3 c D C M カ ー マ  Ā Ā

ア ピ タ 初 生  " ﾃ B ユ ニ ー -  Ā Ā Ā Ā

東 京 イ ン テ リ ア 家 具 湯ﾃ ツ 東 京 イ ン テ リ ア 家 具 ĀĀ

中 心 市 街 地 959U8 无522,900 959U8 无5ĀĀĀĀ浜 松 駅 シ ョ ッ ピ ン グ 街 BﾃC3" メ イ ワ ン ĀĀ

ザ ザ シ テ ィ 浜 松 免ﾂﾃs ト イ ザ ら す ĀĀ

出所:｢全国大小売型店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

その一方で､モータリゼーションの進展や工場跡地の増加などに伴い､郊外

-の大型商業施設の進出も加速した｡この影響を受けて､中心市街地から相次

いで大型商業施設が閉店･撤退したことにより､相対的に中心市街地の衰退傾

向が顕著に表れるようになる｡すなわち､中心市街地に最も多くの大型商業施

設64)が立地していた1991年には､ ｢松菱百貨店｣､ ｢西武百貨店｣ (現在は跡地

に｢ ザ ザ シ テ ィ 浜 松｣ が 出 店)､ ｢ ニ チ イ｣､ ｢ 丸 井｣ な ど が 集 積 し て い た｡

し か し､ 表7. 1 で 整 理 し た よ う に､ 1990 年 代 以 降､ 上 記 で 挙 げ た 店 舗 は 業

績が大幅に悪化したことにより､現在すべてが閉店･撤退している｡その一方

で､郊外にはショッピングセンターが工場跡地などに相次いで進出している｡

店 舗 面 積8,000m2 以 上 に 限 定 し て も､ 1991 年 の3 店 舗 か ら2016 年 に は12 店

舗まで増加しており､店舗面積も数万m2にまでなるショッピングセンターなど

が出店している｡なお､浜松市内における大型店の出店状況を図7. 2で見る

と長期的に店舗数と売場面積ともに増加傾向にあり､2012年以降の直近5年間

は連続で増加している｡

このように確認すると､浜松市の中心市街地全体として見た場合､中心市街

地に立地している小売業は厳しい縮退局面にあることがわかるだろう｡浜松市

が設定した中心市街地エリアの最北部に位置しているゆりの木通り商店街も決

64)ここでは､主に駅前に立地していた主要な大型商業施設を対象に含めるため､便宜的

に店舗面積8,000m2以上の店舗を対象としている｡
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して例外ではない｡
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図7. 2　浜松市の大型店の店舗数と売場面積の推移

注: 大 店 立 地 法 改 正 前 は 売 場 面 積3,000m2 以 上( 第1 種)､ 改 正 後 は1,000m2 以 上 の 店 舗 が 対 象.

出所:｢全国大型小売店総覧｣東洋経済新報社､各年版をもとに作成｡

7. 3　地域内連携の特徴:プロジェクトタイプによる緩やかな連携

7. 3. 1 　 ゆ り の 木 通 り 商 店 街 の 概 要 と 主 な 活 動

(1)ゆりの木通り商店街の概要

ゆりの木通り商店街は､田町東部繁栄会､神明町繁栄会､事業協同組合浜松

ショッピングセンターの3つの商店街で構成された任意組織である(図7.3)｡

かつて沿道にユリの木が植えられていたことが名称の由来であるという｡旧東

海道沿いに東西およそ600mに延びている商店街であり､2016年3月時点でお

よそ60店舗の加盟店で構成されている｡

業種構成を見ると､婦人服店やセレクトショップ､飲食店など､買回晶や専

門品あるいはサービス業の店舗が多くを占めている｡創業から長い歴史を持つ

専門店が多いのが特徴のひとつで､呉服店や仏具店など､加盟店のうち13店

舗は創業100年を超えている｡そのうち3店舗は江戸時代から続いているほど

である｡

その一方で､若者向けのメンズセレクトショップも　22店舗出店している｡

これらの店舗のほとんどは､平成以降に廃業した店舗のあとに出店している新
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しい動きであるという｡このように､近年､ゆりの木通り商店街には伝統と新

しさが共存しているという特徴が生まれつつある｡また､周辺に専門学校や予

備校､高層マンションが増加しており､新たな市場開拓や需要の創出が見込め

る環境にある｡

出 所: 2016/3/25 筆 者 撮 影｡

､. jy 　 　.i- し こ.i

図7. 3 　 ゆ り の 木 通 り 商 店 街

しかし､先述したように､郊外型ショッピングセンターの出店攻勢や中心市

街地の大型商業施設の閉店･撤退の影響などを大きく受けて､中心市街地の小

売業は厳しい環境に直面している｡田町東部繁栄会会長で､ゆりの木通り商店

街のキーパーソンである鈴木基夫氏によれば､中心部に大型商業施設が集積し

ていた1990年代までは､まちなかの回遊性も高く､ほとんどの地域住民はゆ

りの木通り商店街も中心市街地の一部として認識していたという｡しかし､現

在､ゆりの木通り商店街は地域住民から｢まちなか｣として認識されていない

現状も浮き彫りになっている｡ゆりの木通り商店街が2016年8月に実施した

インターネットによるイメージ調査65)によると､ゆりの木通り商店街は浜松駅

65)同調査は､経済産業省の中心市街地再興戦略事業を活用して実施された調査である｡

調査会社｢マクロミル｣に委託したインターネット調査で､調査対象は浜松市内に暮ら
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から徒歩約10分という距離にあるものの､回答者全体のおよそ60%は､ゆり

の木通り商店街が立地している地区を｢まちなか｣と認識していないという結

果が出ている｡

さらに､中心市街地-の来街頻度を聞いた質問では､ ｢郊外モール型ショッ

ピ ン グ セ ン タ ー｣ は｢ 月 に2 回 以 上｣ と｢ 月 に1 回 程 度｣ を 合 わ せ る と､ 回 答

者全体の約　65%にのぼる結果となった｡対照的に駅前の主要な大型商業施設

｢メイワン｣や｢ザザシティ｣は同様に約20%となり､商店街が含まれる｢中

心市街地の路面店｣ (物販店および物販店以外)はさらにその半分程度のポイ

ン ト で あ る( 図7. 4) 0

メイワン

ザザシティ

中心市街地の路面店(物販店)

中心市街地の路面店(物販店以外)

郊外モール型ショッピングセンター

インターネット通販

インターネット以外の通販

0% 　10% 　20% 　30% 　40% 　50% 　60% 　70% 　80% 　90% 　100%

□月に2回以上　田月に1回程度　D年数回程度　Aほとんど行かない(利用しない)

図7. 4中心市街地等への来街頻度

出所:中心市街地再興戦略事業｢ゆりの木通りマーケテイング調査報告書｣ 0

また､ ｢ゆりの木通り商店街の雰囲気｣について質問した結果､回答者全体

の60.9% が｢ 寂 れ て い る｣ (18.5%) あ る い は｢ ど ち ら か と い う と 寂 れ て い る｣

(42.4%) と 回 答 し た｡ こ れ は｢ 鍛 冶 町 通 り｣ (39.7%) や｢ 有 楽 街｣ (31.3%)

す20歳以上の市民､回答者数は515名であった｡
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などの駅前立地の商店街と比較しても悪い数字である(図7. 5) 0

ゆりの木通り

鍛冶町通り

有楽街

モール街

肴町通り

しにせ通り大安路田町

サザンクロス

松菱通り

第-通り

広小路通り

中央柳通り

千歳小路

田町中央通り

神明坂横丁

ランプ横丁
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ロにぎわっている　E)どちらかというとにぎわっている　E3どちらかというと寂れている　ED寂れている　■特にイメージがない

図7. 5　中心市街地にある主な商店街.通りの雰囲気

出所:中心市街地再興戦略事業｢ゆりの木通りマーケテイング調査報告書｣ 0

このほかにも､ ｢ゆりの木通り商店街のイメージ｣を複数回答で質問した結

果､ ｢ 特 に イ メ ー ジ が な い｣ (44.1%) が 最 も 多 い 回 答 で あ っ た66)｡ こ れ も 駅

66) そ の 他 は､ 割 合 が 高 い 順 に｢ 老 舗 の 店 が 多 い｣ (17.1%)､ ｢ 物 販 店 が 多 い｣ (13.5%)､
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前立地の商店街と比較すると高い数字である｡

これらの結果に大きな危機感を抱いたゆりの木通り商店街では､今後の方向

性として､まちなか全体の回遊性を高めて商店街にも来てもらうというアプロ

ーチと､商店街に来てもらうという　2つのアプローチから事業活動を展開して

いく方針を打ち出している｡以上のような厳しい事業環境に置かれている中心､

市街地のなかで､ゆりの木通り商店街が実施している取り組みについて､項目

を改めて整理していきたい｡

(2)ゆりの木通り商店街としての事業活動

2010年まで､ゆりの木通り商店街の年間事業は4つほどのイベントであり､

そのうち商店街が主催していたものは田町東部繁栄会による｢お花見の会｣や

｢十三夜の会｣などであった｡当時はこのくらいしか商店街活動らしいことは

行われていなかったという｡ちなみにこの2つのイベントは､竹笛演奏や能の

公演などを開催するもので､現在も年に1回ほどの頻度で行われている｡

鈴木氏はこの頃から後述する｢万年橋パークビル｣の代表取締役社長として

商店街活動に関わりはじめたという｡しかし､当時は新参者であるため､何か

面白そうなイベントなどをいきなり提案しても受け入れてもらえないと感じて

いたそうである｡

その後､ 2016年現在､ゆりの木通り商店街では2　日に1回以上の頻度で何

らかの事業が開催されている｡しかもそのほとんどが異なる団体が実施主体で

あり､様々な企画が自然発生的に起きているという｡たとえば､2016年3月の

ヒアリング調査の時点で計画されていた､2016年5月以降のイベントだけでも

表7. 2にまとめたイベントが開催される予定である｡

一方で､商店街が主体となる事業活動はあまり多くない｡たとえば｢ゆりの

木通り手作り品バザール｣は､2008年から年に1回開催されている手作り品の

みを扱う雑貨市である｡商店街の女性陣が取り仕切る手作り品を商店街の歩道

で販売する｡実行委員会形式で､基本的に各商店街の有志の商店主が運営して

いる｡商店街の店主と手作り品を販売する参加店舗または来街者との交流を通

｢ 飲 食 店 が 多 い｣ (10.4%)､ ｢ 高 齢 者 向 け の 店 が 多 い｣ (9.7%)､ ｢ 駐 車 場 が 多 い｣ (7.1%)､

｢ 若 者 向 け の 店 が 多 い｣ (6.9%)､ ｢ 夜 の 街( 繁 華 街) だ と 思 う｣ (6.4%)､ ｢ イ ベ ン ト が 多

い｣ (2.8%)､ ｢ チ ェ ー ン 店 が 多 い｣ (1.2%)､ ｢ そ の 他｣ (0.5%) で あ る｡
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表7. 2 　 ゆ り の 木 通 り と そ の 界 隈 で 開 催 さ れ る2016 年5 月 以 降 の イ ベ ン ト 計 画

似 顔 絵 看 板 商 店 で の 提 示 丶ｨﾜ9(b 誚 誡 空 き 店 舗 ĀĀĀ

パ ー ク ラ イ ム  迭 R ｢ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル  ₋ Ā Ā

K A G Ⅰ Y A M A R K E T  迭 鋳 K A G Ⅰ Y A ビ ′ レ  Ā Ā Ā Ā

M A N U A L D E P A R T M E N T S T O R E  迭 駐 # " ｢ E E  Ā Ā Ā Ā Ā

コ ン ク リ ー ト シ ア タ ー 澱"｢ ｉ7 駐 忠?｢ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル 絡 繰 機 械'S ĀĀĀĀĀ

浜 松 学 院 大 学 プ レ ハ マ コ ン パ レ- 澱2 以 竰 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀ

ビ ア 駐 途 繹ﾈﾉh 員I7 况ｩn 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀ

P a r t y S h o o t  途 B ｢ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル  Ā Ā Ā

秋 の 手 作 り 品 バ ザ ー ル 駐" ｢ ゆ り の 木 通 り 

遠 州 の 食  竏 ﾈ 粨 万 年 橋 パ ー ク ビ ル  

ア ー ト ル ネ ッ サ ン ス 忠7 鋳ﾖﾆﾂ ｢ ゆ り の 木 通 り 

‡耳車乗を車棄喜  Ā

ま ち な か 部 活 推 進 プ ロ ジ ェ ク ト ﾈ+ 兀HｨIh8ﾘ5x4h4r ゆ り の 木 通 り 界 隈 ĀĀĀĀĀĀĀĀ

お 月 見  9 * ﾉ 8 ﾉ Y I L 田 町 稲 荷 神 社  Ā Ā Ā Ā

ゆ り の 木de ノ ス タ ル ジ ー H.ﾉmｨ. 淫I5 挨 ゆ り の 木 通 り ĀĀĀĀ

年 末 売 り 出 し｢ 現 金 つ か み 取 り｣ 9*ﾈ ⅹ5 愛R ゆ り の 木 通 り ĀĀ

Z Ⅰ N G  物 u D 膤 万 年 橋 パ ー ク ビ ル  Ā

ゆりの木ゼミ&まちなかガイドツアー ﾈ+ｸ48684ｸﾗ8効醜橙ゆりの木通り界隈  ĀĀĀĀĀĀĀĀ

MAP 作 り ワ ー ク シ ョ ッ プ 冲iﾈ*.(++8/ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀĀĀĀ

MAP 制 作 YH,h. 佇 籐xﾞﾂ､H,ﾉﾈ,ﾉxﾞﾂ ゆ り の 木 通 り 界 隈 ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

自 転 車 初 乗 り 教 室 俾ﾘ 棈h. 育y;ｺh 橙 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀĀĀĀ

パ ー ク ク ラ イ ム 俾ﾘ 棈h. 育y;ｺh 橙 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀĀĀĀ

/ ヽ ロ フ ェ ス ﾘ7H4h5 溢ﾗ8 効 醜 橙 中 心 市 街 地 ĀĀĀĀ
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パ ッ セ ジ ャ ー タ  冕 ) . ゆ り の 木 通 り  Ā

ハ マ コ ン パ レ -  冕 ) . 万 年 橋 パ ー ク ビ ル  Ā

ナ イ ト ブ テ ィ ッ ク 86x7X6X4(6(4 韲ﾗ8 効 醜 橙 ゆ り の 木 通 り 界 隈 ĀĀĀĀ

ネ イ バ ー ズ デ イ H.ﾉmｨ. 淫I5 挨 ゆ り の 木 通 り 界 隈 ĀĀĀĀ

ア ン ト ワ ー プ 6  冕 ) . 中 心 市 街 地  Ā

ハ バ イ ク レ ス ト ア 9*ﾈ7ｸ4(8ｲ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル ĀĀĀĀĀ

出所:ゆりの木通り商店街ヒアリング調査提供資料｡

じて､専門店の特性を維持しつつ､店主の個性を認知してもらう機会としてい

るという｡さらに､専門学校などの学生ボランティアが当日の運営業務を担う

など､商店街の枠に収まらない活動にも繋がっている｡また､ ｢ゆりの木deノ

スタルジー｣は､創業100年を超える店舗が数多くあるという特徴を活かして､

商品ではなく､蔵に仕舞われていたり店主が趣味で集めたりした物品をショー

ウインドウに展示する取り組みである｡

2013年には､空き店舗を減らしていくため､商店主をはじめ不動産オーナー

や銀行､商店街活動に関わる若者などの多様な人材が集まり､物販店の誘致を

する方針のもと活動を開始した｡そこでは｢誘致するのは物販店｣という共通

認識を持ちながら､物販での創業希望者に対して各事業者が持つ情報を提供･

紹介することで､空き店舗に物販店を誘致する体制を構築している｡

さらに､ 2014年には全国商店街支援センターの事業を活用して､情報発信の

対象や濃度に適した媒体を整備している｡具体的には､ウェブサイトのリニュ

ーアル､ ｢個店紹介カード『ゆりの木のヒミツ』｣の作成､商店街ツアーの実施

である｡商店街や各個店の特徴を知るためには､実際に店舗で商品を見たり店

主と話をしたりするのが効果的である｡しかし､何か商品を購入する意思がな

いと入りにくいという声に対応するために､商店街ツアーを企画した｡具体的

には､これまでも実施されてきた商店主がガイドとなる｢通常型ガイドツアー｣､

外国人観光客向けや伝統を感じることができる専門店巡りなどのテーマを設定

して各個店を回る｢テーマ別ガイドツアー｣の2種類である｡さらに､不特定

多数の人々に認知してもらうため､その媒体としてウェブサイトを開設してい

るが､システム上の問題があり更新できない状況にあった｡そこで､システム
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を含めて大幅なリニューアルを実施した｡

しかし､前者は情報の濃度は高いが間口が狭く､後者はその逆になるため､

それぞれの中間にあたる媒体の必要性を感じたことから作成したのが｢個店紹

介カード『ゆりの木のヒミツ』｣である｡店舗ごとに､カードの表側に質問､裏

側に回答と個店情報が記載されている｡商店主に16種類の質問からなるアン

ケート用紙を配布･回収したあと､ ｢座右の銘｣や｢ペットの名前｣など､店や

店主の特徴や個性が垣間見える質問と回答を選んでいる｡利用者にも商店街に

も配布した｡ドライな情報だけではなく､隣の店主が考えている些細なことも

載せることによって､商店街にとってもお互いを知る機会になる｡鈴木基夫氏

がベルリンを訪れた際､ホテルのフロントに名所を紹介する名刺サイズのカー

ドをみたことから着想したという｡

7. 3. 2 　 ク リ エ イ テ ィ ブ な 建 築 家 や ア ー テ ィ ス ト と の 連 携

上記で概略的に確認したように､ゆりの木通り商店街として事業活動を展開

している一方で､外部主体が企画および運営の中心として活動している｡さら

に同商店街を特徴づけていることは､以降で詳述するが､もともと商店街と交

流する機会が少ない建築､アート､デザイン､演劇などの専門性やクリエイテ

ィブな感性をもつ多様な人々との接点があることである｡このような動きが拡

がる背景には､商店街に彼らの活動を受け入れる土壌が存在したことが大きく

寄与していることは間違いないであろう｡すなわち､ゆりの木通り商店街は､

先述したように専門性の高い商品を取り扱う店舗が多い｡こうした店舗の商売

には商品に関する専門知識を紹介するなどのコミュニケーションが欠かせない｡

こうした商店街側の気質が､クリエイティブな感性をもつ専門家とうまく融合

しているのである｡

また､上記のような関係に基づいて実施される各種イベントが実現する場と

して､次節で後述する2つの拠点が重要な存在として挙げられる｡ひとつは､

普段は誰でも自由に使うことができる空間であり､クリエイターやまちづく　り

に関わる多くの若者が訪れ､新しいアイデアや人を結びつける場として機能す

ることで､様々な企画やイベントが生まれている｡

もうひとつは､専門性やクリエイティブな感性をもつ多様な人々が文化的な
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活動に触れることで､に興味をもつ新しい客層が訪れている｡彼らのニーズに

対応するような新規出店を促進する循環が生まれはじめている

(1) 万 年 橋 パ ー ク ビ ル

万年橋パークビルは､ゆりの木通り商店街の最東寄りにある立体駐車場であ

る( 図7. 6)｡ 万 年 橋 パ ー ク ビ ル は､ 1987 年､ 浜 松 市 と｢ 田 町 パ ー ク ビ ル 株

式会社｣との区分所有形式で､自走式の立体駐車場とテナントスペースを併設

したビルとして建設された｡

2011年以降は､駐車場部分を田町パークビルが浜松市から賃借して運営し､

2014年10月には買収することになる｡それにより､以前は原則として駐車場

としてしか活用できなかった場所を､用途変更を必要とする大幅な改修ができ

るようになった｡

図7. 6 　 万 年 橋 パ ー ク ピ ル と8 階 の フ リ ー ス ペ ー ス｢hachikai｣

出所: 2016/3/25筆者撮影およびヒアリング調査提供資料｡

そこで､駐車場を｢屋根のある広場｣と捉えようという地元の学生の提案を

受けて､商店街と連動した活動が始動したという｡現在､ 2-8階の駐車場以外

に も､ 1 階 に は コ ン ビ ニ エ ン ス ス ト ア と 飲 食 店､ コ ミ ュ ニ テ ィ ス ペ ー ス｢ 黒 板

と キ ッ チ ン｣､ 8 階 は 演 劇､ ワ ー ク シ ョ ッ プ､ ト ー ク イ ベ ン ト な ど が 開 催 さ れ る

フ リ ー ス ペ ー ス｢hachikai｣､9-10 階 に は シ ェ ア ハ ウ ス 用 の ア パ ー ト が あ る な

ど､様々な使われ方をしている｡

なお､田町パークビル株式会社の株主は全員が地権者である｡駐車場の稼働

率が上がるほど利益につながるため､ゆりの木通り商店街としてイベントを実
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施することによる利益相反はない｡

このなかで､企画立案の場として､さらに多様な主体の接点として中心的な

役割を担う場所が､万年橋パークビルの1階にある｢黒板とキッチン｣(図7.

7) で あ る｡

黒板とキッチンは､学びを象徴するものとしての｢黒板｣と､食べものを通

して垣根を越えた交流を促す設備としての｢キッチン｣を備えた､セミナール

ーム兼交流スペースである｡フリースペースでもレンタルスペースでもない｡

設備は商店街で管理し､運営は株式会社｢大と小とレフ｣が行っている｡大と

小とレフは､田町パークビル株式会社から委託を受けて､万年橋パークビルの

管理も担当している｡

出 所: 2015/9/5 筆 者 撮 影｡

図7. 7 　 セ ミ ナ ー ル ー ム｢ 黒 板 と キ ッ チ ン｣

黒板とキッチンでは､異なる目的をもつ人たちが入り混じる空間を創り出す

ことが意図されている｡フリースペースでもレンタルスペースでもない｡

黒板とキッチンがきっかけで実現した事業として､たとえば｢地蔵部｣とい

う活動がある｡大学時代に哲学を専攻していたスタッフの久保田善洋氏を中心

に､浜松市周辺の地蔵巡りとその様子をまとめた｢じぞうぽん｣を発行してい

る｡作成過程としては､まず､ライターやイラストレーターのためにツアーを

行い､並行して郷土資料館で地蔵に関する情報を集めるという｡その後､ブレ

ーンストーミングとマップ作りのための会合をそれぞれ4回ずつ開催するとい

う｡ ｢ 読 み 解 か な い と 辿 り 着 け な い マ ッ プ｣ を 志 向 し な が ら も､ Google マ ッ プ

の座標検索ができるようにもしている.なお､このマップは､ ｢一般財団法人浜
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松まちづく　り公社｣によるまちづく　り活動助成制度の助成を受けて発行されて

いる｡

また､黒板とキッチンでは､職人によるワークショップやセミナーも開催さ

れてきた｡商品をつくる職人に商品が販売される場に滞在してもらいながら､

制作過程を含めて来街者に体感してもろうとする取り組みである｡たとえば､

長い歴史を持つ専門店が多いという特徴を活かした取り組みとして､包丁職人

によるワークショップ､三味線職人の座談会などを開催してきた｡

これらにより､各個店が作り手とのコミュニケーションを図ることで､より

一層深い知識を得たり､異なる角度から商品について考えたりする機会として

も機能している｡こうした活動は､ゆりの木通り商店街とテナントオーナーの

了承を得てこそ成立する活動である｡ゆりの木通り商店街では､後述する田町

パークビル株式会社が仲介役となり､両者を結び付けている｡

このほかにも､後述するように､空き店舗･スペースがあることを利用して､

彼らにギャラリーやワークショップなどの場として提供していく　うちに､彼ら

と商店街の若手商店主などが緩やかに連携して話し合うなかで､次々と新しい

イベントが誕生している｡

(2) KAGIYA ビ ル

KAGIYAビルは､ゆりの木通り商店街の一角にある築50年以上の共同ビル

で あ る｡ 2012 年10 月 か ら､ ク リ エ イ タ ー の た め の シ ョ ッ プ や ワ ー キ ン グ ス ペ

ー ス が 入 る 複 合 ビ ル｢KAGIYABuilding｣ と し て｢ 丸 八 不 動 産｣ が 運 営 し て い

る｡丸八不動産がビルを取得したときには､ 1階はすでに5店舗がテナントと

して入居していた｡

丸八不動産は､地域柄もあり文化的な土壌があるため､今後も一定の需要が

あると見込んだことから､不動産投資の一環としてリノベーションをしてリニ

ューアルオープンした｡具体的には､配線工事などによるインフラの更新が中

心で､そのほかは基本的にテナント自身で改装していくかたちである｡ 2　階以

上をおよそ5万円程度の家賃でとなるように区画割りがされているという｡現

在 の 入 居 テ ナ ン ト は 表7. 3 の 通 り で あ る｡
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表7. 3 　KAGIYA ビ ル の 入 居 テ ナ ン ト 一 覧(2016 年3 月 時 点)

4F 鼎4ﾘ888ｨｳC(ｾ9JｩW9: 韃 乘H 檍ĀĀĀĀĀĀĀĀ

403 株 式 会 社55634403 株 式 会 社 ナ イ ン ス ケ ッ チ 

4 0 3 C h i z u O g a i 4 0 3 株 式 会 社 つ な ぎ て  

404R!designstudiooffice405thechalksquare 

3 F  # # 4 d D D U 4 杯 Ā Ā Ā Ā

B O T A N Ⅰ C A d E L s p d e s i g n  

東 急 建 設 株 式 会 社Antico 

2 F  ｴ 胼 ( u D 薤 4 ｴ x u E 4 h ｷ R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

Violet 

l F  亳 8 + 8 * ﾘ . x / - ､ ｴ 蔟 t ﾄ T D r Ā Ā Ā

G R O O V E K Ⅰ R C H H E R R  

NEWSHOPHamamatsu 

出所:ゆりの木通り商店街ヒアリング調査提供資料をもとに作成｡

現在は､フランスやイタリアなどで直接買い付た雑貨や宝飾品など取り扱う

アンティークショップや､浜松市に移住してきたオーストラリア人がオーナー

を務めるゲスト-ウス､浜松市出身の写真家･若木信吾がセレクトした写真集

を中心とする書籍を取り扱うブックカフェなど､多彩な店舗がテナントとして

入 居 し て い る( 図7. 8)0

図7. 8 　KAGIYA ビ ル の 入 居 テ ナ ン ト｢BOOK AND PR 川TSJ ( 左) と｢AntiGo｣ ( 右)

出 所: 2015/9/5 筆 者 撮 影｡
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また､これらの店内やギャラリースペース(4F)では､多様な主体による文

化的な活動が実施されている｡現時点で媒体に記録として残されているだけで

も､ 表7. 4 の よ う な イ ベ ン ト が 開 催 さ れ て い る｡ こ う し て 見 る と､ 商 品 や サ

ービスを購入する場所としてだけではなく､いかに文化的な活動に触れられる

場所として機能していることがわかるだろう｡

表7. 3 　KAGIYA ビ ル で 開 催 さ れ た イ ベ ン ト な ど の 一 覧(KAGIYA ビ ル の ア ー カ イ ブ)

2012/10/10

ll/ll

ll/16

ll/17

12/15

12/16

BOOKSAND PRINTS BLUE EAST (2F) オ ー プ ン

Takuji コ ン タ ク ト プ リ ン ト 展

若 木 信 吾 ×ZINE TALK EVENT

Coyote　復刊記念展

Coyote 　 復 刊 記 念 ト ー ク イ ベ ン ト

小 島 ケ イ タ ニ ー ラ ブ 　1st ア ル バ ム 『 小 島 敬 太 』 LIVE@KAGIYA ビ ル

PAPERSKY 編 集 長 ル ー カ スB.B ト ー ク イ ベ ン ト

2013/02/02

04/20

05/17

05/22

05/24

シリーズ･書店オーナー対談　第一弾｢僕の『スモールビジネス論』～独立系書店の

ロマンとそろばん｣

コ ー ヒ ー ワ ー ク シ ョ ッ プ 第1 回｢ コ ー ヒ ー の お 話｣

西加奈子絵画展｢食べあわせなんて､知らないわ｣

株 式 会 社55634 (4F) オ ー プ ン

bar23 (3F) オ ー プ ン

the chalksquare (4F) オ ー プ ン

コ ー ヒ ー ワ ー ク シ ョ ッ プ 第2 回｢ ロ ー ス テ ィ ン グ( 倍 煎) に 挑 戦｣

西川美和エッセイ集｢映画にまつわるⅩについて｣発売記念トークショー&サイン会

BOTANICA (3F) オ ー プ ン

KAGIYA ビ ル 共 用 部 　JeffCanham に よ る ウ ォ ー ル ペ イ ン テ ィ ン グ

サインペインティングワークショ　ップ

｢THE GREAT HIGHWAY｣ 上 映 会& ト ー ク シ ョ ー

｢DULCEAEREO｣ ラ イ ブ

Mountain morning"KHAKI"in hamamatsu ｢ サ ン デ ー ブ ラ ン チ ト ー ク｣
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06/08

06/22

07/06

08/10

09/06

10/12

浜 松 でMACK を 読 む 会

かぎゃビルまちづく　りセミナーシリーズ

シリーズ･書店オーナー対談　第二弾

Takao Niikura Exhibition 　"Locura"

CANP GARDEN

川 内 倫 子｢ 光 と 影 　LIGHTAND SHADOW｣ 写 真 展( ～ll/10)

川 内 倫 子｢ 光 と 影 　LIGHTAND SHADOW｣ 写 真 展 オ ー プ ニ ン グ ト ー ク シ ョ ー

KAGIYACAF 丘(2F) オ ー プ ン

シリーズ･書店オーナー対談　第三弾

小林エリカ｢光と子ども1｣刊行記念トークショー

2014/01/01

01/03

02/21

02/22

03/30

04/26

06/21

06/29

07/ll

09/26

10/12

｢ROOKIE OF THEYEAR2014｣ 写 真 展( ～01/13)

｢ROOKIE OF THE YEAR2014｣ オ ー プ ニ ン グ ト ー ク シ ョ ー

" 勝 手 に" 姉 妹 都 市 マ ー ケ ッ ト 　2014 ( ～03/03)

" 勝 手 に" 姉 妹 都 市 マ ー ケ ッ ト 　2014 ト ー ク シ ョ ー

シリーズ･書店オーナー対談　第四弾

都築響- ｢独居老人スタイル｣刊行記念トークショー

KIKI ｢ 美 し い 山 を 旅 し て｣ 刊 行 記 念 写 真 展

KIKI ｢美しい山を旅して｣写真展オープニングトークショー

Violet (2F) オ ー プ ン

NEWSHOP Hamamatsu (1F) オ ー プ ン

MIKE MING ｢Connectingthe DotsJ inHamamatsu ( ～10/12)

MIKE MING ｢Connectingthe DotsJ inHamamatsu ト ー ク シ ョ ー

KIRCHHERR (1F) オ ー プ ン

出所:ゆりの木通り商店街ヒアリング調査提供資料をもとに作成｡

その一方で､こうしたイベントだけではなくビジネスも生まれている｡ 2014

年7 月 に 開 店 し た｢NEWSHOPHamamatsu｣ は､ ゆ り の 木 通 り 商 店 街 を 中 心

的 な 拠 点 と し て 活 動 し て い る 建 築 設 計 ユ ニ ッ ト｢403architecture 【dajiba 】｣ が

設 計 し て い る( 図7. 9)0

NEWSHOPHamamatsu は コ ン セ プ ト と し て｢ 小 さ な お 店 の 集 ま っ た､ 街 の よ
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うなデパートメントストア｣を標梼している｡ 3.5寸の杉材を一本丸ごと使用

し た1 マ ス10cm 四 方 の 什 器 を｢ 敷 地｣ に 見 立 て て､ 個 性 的 な｢ 店 舗｣ が 立 ち

並んでいる｡出店者はテナント代と売り上げ手数料として数%を　NEWSHOP

Hamamatsu に 支 払 う か わ り に､ 商 品 を 陳 列 す る こ と が で き る｡ 通 常 の 開 業 と 比

べて低い初期費用で済むため､スタートアップやクリエイティブな副業のアウ

トプットの機会としてなど､様々な発想で利用されているという｡さらに､ウ

ェブサイトを開設してインターネット販売も実施するなどの展開も見せている｡

出 所: 2016/3/26 筆 者 撮 影｡

図7. 9 　NEWSHOP Hamamatsu

(3)まちなかへの展開

さ ら に､ 2014 年4 月､ KAGIYA ビ ル の にbar23 (3F) の オ ー ナ ー が､ 2 店 舗 目

として公園カフェというコンセプトで都市型公園の中庭を持つ｢PARK/ING

PUBLICCAFEBAR ( パ ー キ ン グ パ ブ リ ッ ク カ フ ェ バ ー｣ を 出 店 し た( 図7. 1 0)0

公園カフェというコンセプトをもとにデザインされている店内は､屋内でありなが

ら店内の動線にアスファルトを引いたり､足元には芝を入れたりするなど､噂好を

凝らした内装を施しており､これまで訪れることが少なかった学生などの若い世代

も利用することが増えているという｡

さらに､ゆりの木通り商店街に集積している若者向けのメンズセレクトショッ

プや上記のようなクリエイティブで文化的な催しが醸し出す雰囲気がきっかけとな

り､似たような環境にあるサンフランシスコから､ビンテージサーフボードショッ

プ｢MUNISTORE｣が出店するなどの動きにも拡がっている｡
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出 所: 2016/3/26 筆 者 撮 影｡

図7. 1 0 　PARK/ 川G PUBLIC CAPE BAR

なお､このほかにも､上記のように活動を担うクリエイティブな人材を受け

入れてきたことで､さらに多くのプロジェクト主体の参入が起こりはじめてい

る｡たとえば､近年の代表一的な取り組みのひとつとして､2016年から始動した

高校の部活動をまちなかで行う｢まちなか部活推進プロジェクト｣が挙げられ

る｡実行委員会形式で運営される同プロジェクトは､商店街を舞台にしてにぎ

わいの創出や交流を生み出すとともに､高校生がまちなかの多様な人やコンテ

ンツと接する機会を提供するという教育的な役割も担っている｡今年は市内の

5つの高校(第一学院高等学校浜松キャンパス､浜松市立高等学校､浜松開誠

館高等学校､浜松学院高等学校､浜松学芸高等学校)が同プロジェクトに参加

した｡

図7. 1 1 　｢ 似 顔 絵 看 板 プ ロ ジ ェ ク ト｣ の 展 示 会

出 所: 2016/3/26 筆 者 撮 影｡

そのなかで､浜松学芸高校と連携して実施した｢似顔絵看板プロジェクト｣
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では､商店街の約　30店舗の店構えや店主の特徴を捉えた手書きの看板を､浜

松学芸高校の美術過程と書道過程の学生が制作した(図7. 1 1)｡学生は､店

舗取材や素案の確認､完成品の提示など､制作を通じて何度も店舗を訪問して

店主などと交流する機会を多く持っことができる｡空きスペースを活用した書

道教室のギャラリーで一定期間展示されたあと､実際に各店舗で展示されてい

るという｡

7. 4　考察:商店街組織および個店への影響

本章で見てきたように､ゆりの木通り商店街には､商店街の外の人がイベン

トや企画の主体となることで､まちや商店街に文化的要素が付加されているこ

と､さらにアートやデザイン､建築など､専門性やクリエイティブな感性をも

つ多様な人々との繋がりがあることが特徴として挙げられる｡

その結果として､消費する場所としてだけではなく､文化的な活動に触れら

れる場所として機能することで､後者の活動に興味をもつ新しい客層が訪れて

いる｡そして彼らのニーズに対応するような新規出店を促進する循環が生まれ

はじめている｡いくつかの具体例を前述したが､ゆりの木通り商店街では､2013

年から2015年までの3年間に33店舗の新規店舗が出店した｡また､出店を誘

致するだけではなく､出店後のフォローとして､商店主の横のつながりを作る

ための｢ネイバーズデイ｣ (顔合わせ･情報交換を目的とした朝食会)を行い､

さらにそこから商店街活動-の積極的な関わりを持ってもらうなど､安易に撤

退されないような工夫も施している｡

これに加えて､浜松市が継続的に実施している中心市街地の歩行者通行量調

査では､ 2015年に調査されたゆりの木通り沿いの歩行者は､ 20年ほど前と比べ

て25%増､最も厳しい状況であった2005年や2009年からおよそ2倍に増加して

いる｡歩行者通行量は指標のひとつに過ぎないとはいえ､ゆりの木通りの南北

で計測された歩行者通行量は半減しており､ほかの商店街では見られない成果

を上げている｡

こうした成果に繋がる背景として､鈴木氏は①緩やかに連携していることか

らヒエラルキーがないため､やりたい人たちがボトムアップで自由に活動でき
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る環境があること､ ①アーケードなどのハード設備を保有していないため､商

店街予算をソフト事業に回すことができることが強みであると分析している｡

このように検討すると､ゆりの木通り商店街は､プロジェクトタイプによる地

域内連携により､経済的要素と社会的要素の｢両立｣を実現しつつあるといえ

る｡

しかし､今後の課題として次のようなことが残されていると思われる｡すな

わち､前述したインターネット調査結果でも示されたように､ゆりの木通り商

店街に馴染みのない市民は､｢特にイメージがない｣と認識している｡こうした

問題に対して､これまでウェブサイトや商店街ツアー､｢個店カード｣による情

報発信を展開してきた｡今後はこれらに加えて､たとえば､全くゆりの木通り

に訪れたことがない人が特徴をつかみやすい商店街マップなど､はじめて来街

する利用者を誘引しやすい情報発信も重要な選択肢のひとつであるだろう｡

その一方で､鈴木氏が強調するように､ゆりの木通り商店街に来た人にしか

わからない､いわゆる｢体験型｣の事業活動を標樗しているという側面もある｡

上記で見てきたように､実際に固定客の維持が期待できるような成果も上げて

い る｡ そ の た め､ 彼 ら が｢ 体 験｣ し た こ と を 情 報 と し て 整 理･ 発 信 す る こ と に

よっても､これまで訪れたことがない新規顧客を引きつけるような仕組みやあ

り方が重要になると思われる｡
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第8章　小規模多機能自治による商業まちづくりの展開

一住民組織と全日食チェーンによるミニスーパーの開設-

8. 1 　 問 題 の 所 在

周知の通り､現在､わが国は人口減少･超高齢化社会の局面にある｡そのな

かで地方自治体は､社会保障関連費用の膨張や地方経済の減退などにより､現

在の財政水準を維持し続けることが難しい状況に直面している｡さらに､国か

らの地方交付税交付金に大きく依存している場合も少なくない｡

しかし､国全体の財政再建を国内外から望まれている状況を踏まえると､地

方交付税交付金の減額に向けた圧力が中長期的にかかりやすいように思われる｡

そのため､地方自治体が住民の必要とする行政サービスを提供し続けることは

非現実的であることから､今後に向けた対応が喫緊の課題である｡

こうした状況を受けて､一部の地方自治体において､第4章で詳述したよう

に､自治会などを含む住民組織のような｢コミュニティの担い手｣が､代替的

あるいは補完的に地域の社会課題に対応しようとする制度的枠組みが整備され

てきている｡

そして近年､とくに地域商業の衰退が顕著である過疎地域において､住民組

織の事業活動のひとつとして商業まちづく　りに乗り出す試みが見られはじめて

いる｡具体的には､民間事業者である小売業者と連携してミニスーパーなどを

展開する取り組みである｡こうした試みは､新しい住民自治の公共的な制度と

民間機能を融合させることで､地域の社会課題解決を図りながら､収益事業と

して継続的な運営を目指す取り組みとして捉えることができるだろう0

このような連携関係に基づいた商業まちづく　りは､地域商業の研究領域にお

いて先端事例として位置づけられるものであり､これまでほとんど取り扱われ

ていない｡その意味において､事象の実態や継続的な事業運営に向けた課題な

どを明らかにすることは研究意義があるように思われる｡

上記の問題意識を受けて､まず次節では､小規模多機能自治に取り組む先駆

的な地方自治体のひとつである島根県雲南市の｢地域自主組織｣制度について

概観する｡次に､雲南市の地域自主組織のなかで商業まちづくりに取り組んで
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いる地域自主組織である｢波多コミュニティ協議会｣の概要を確認する｡その

うえで､波多コミュニティ協議会と全日食チェーンが連携して運営するミニス

ーパーの実態を検討し､小規模多機能自治の一環としての継続的運営に向けた

課題などについて考察したい｡

8. 2　小規模多機能自治の実態:島根県雲南市｢地域自主組織｣

8. 2. 1 　 制 度 の 特 徴

島根県雲南市は県東部に位置しており､県内では松江市や出雲市など､南部

は広島県庄原市に隣接している(図8. 1)｡　総面積の大半が林野で占められ

る典型的な中山間地域である｡市内人口は約4万人で､高齢化率は30%を超え

ており､全国平均を大きく上回る状況にある｡

図8. 1 　 雲 南 市 の 位 置( 枠 で 図 示)

出 所: 博 地 図.com ｢ 【 地 方 図 】 中 国 地 方｣ を 一 部 修 正｡

第4章で前述したように､島根県雲南市は､ 6町合併に先立っ合同協議を経
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て､2004年に独自の住民組織の仕組みである地域自主組織制度を導入した｡改

めてその趣旨を確認すると､人口減少と高齢化を前提とする地域運営を目的と

して､新たな住民自治の方法と組織により､自立的な事業活動でそれぞれの地

域課題に対応しようとする仕組みである｡地域自主組織制度の導入以降､雲南

市政策企画部地域振興課が中心となり､各地域の自治会を訪問して地域自主組

織の設立を積極的に促進した｡約1年間に各地域を訪問して会合を重ねた回数

は1,000回近くになるという｡その結果､2005年から1年半の間に雲南市全域

で地域自主組織が結成された｡最も多い時期は　44の地域自主組織が存在した

が､ 組 織 統 合 や 分 離･ 独 立 を 経 て､2016 年2 月 時 点 で30 で あ る( 表8. 1)0

表8. 1 　 雲 南 市 の 地 域 自 主 組 織 一 覧

旧 町 闔h 齪 益yIkﾂ 人 口 ( 人) )B 高 齢 化 率 (%) 冤ｩBĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

大 東 町 Y8ﾉ& 霎h 齪Xｻｸｺhｶ8 橙3,768 ﾃ#C31.8 B 緜ĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

春 産 地 区 振 興 協 議 会  ﾃ # S b 6 8 5  " 繧 1 2 . 0 1  Ā Ā Ā Ā

幡 屋 地 区 振 興 会  經 s b 4 6 3  2 纈 1 3 . 6 1  Ā Ā Ā Ā

佐 世 地 区 振 興 協 議 会  ﾃ c 唐 4 9 2  B 纈 1 4 . 7 1  Ā Ā Ā Ā

阿 用 地 区 振 興 協 議 会  ﾃ # 3 2 3 9 5  2 l l . 6 8  Ā Ā Ā Ā Ā

久 野 地 区 振 興 会  田 # R 2 0 8  鼎 2 8 . 4 1  Ā Ā Ā Ā

海 潮 地 区 振 興 会  ﾃ s c 5 4 9  r 繧 3 8 . 3 6  Ā Ā Ā Ā

塩 田 地 区 振 興 会  c b 6 6  鉄 絣 1 8 . 7 6  Ā Ā Ā Ā

木 次 町  價 ｩ ? ｨ & 闔 h , 8 * ﾘ . ﾈ 橙 9 5 6  鼎 3 8 . 4  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

三 新 塔 あ き ば 協 議 会  ﾃ s B 3 8 1  偵 " 1 . 2  Ā Ā Ā Ā Ā

新 市 い き い き 会  鉄 1 9 5  ゅ B 0 . 8 5  Ā Ā Ā Ā

下 熊 谷 ふ れ あ い 会  ﾃ B 3 8 3  r 2 . 5 7  Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

斐 伊 地 域 づ く り 協 議 会  ﾃ s 7 0 3  B ﾃ 5 . 4 8  Ā Ā Ā Ā Ā

地 域 自 主 組 織 日 登 の 里  ﾃ S s r 4 8 2  R 2 0 . 7 7  Ā Ā Ā Ā Ā

西 日 登 振 興 会  ﾃ C 3 3 8  r 1 3 . 1 5  Ā Ā Ā Ā Ā Ā

温 泉 地 区 地 域 自 主 組 織 ダ ム 湖 の 郷 鉄2172 鼎b 紕18.96 ĀĀĀ
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加 茂 町 lﾈ+8*ﾘ. 絢hｶ8 橙6,112 ﾃ ャ31.3 纉ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

三 刀 屋 町 倅 夐& 霎h-ﾈ+8*ﾘ. 絢hｶ8 橙2,581 涛Sr27.9 釘 纉RĀĀĀĀĀĀ

一 宮 自 主 連 合 会  ﾃ 塔 R 6 2 2  " 縒 1 6 . 9 1  Ā Ā Ā Ā

雲 兄 の 里 い い し  塔 B 2 6 1  ゅ 1 3 . 4 8  Ā Ā Ā Ā Ā

躍 動 と 安 ら ぎ の 里 づ く り 鍋 山 ﾃCc451 b 繧23.84 ĀĀĀĀĀ

中 野 の 里 づ く り 委 員 会  鉄 s " 2 0 8  鼎 " 2 3 . 5  Ā Ā Ā

吉 田 町  亳 y 6 9 & 霎 i X ｻ ｸ ｺ h ｶ 8 橙 1 , 0 8 1  4 1 . 7  鉄 ゅ R Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā民 谷 地 区 振 興 協 議 会  s 2 5 4  鼎 2 1 5  Ā Ā Ā Ā

田 井 地 区 振 興 協 議 会  田 3 2 1 3  ゅ 4 0 . 9 3  Ā Ā Ā

掛 合 町  乂 ﾈ ﾘ x 齪 X ｻ ｸ 橙 1 , 5 5 8  鉄 S 3 3 . 0  緜 Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā Ā

多 根 の 郷  鉄 " 1 6 7  鼎 1 2 . 7  Ā Ā Ā Ā Ā

松 笠 振 興 協 議 会  S B 1 1 2  偵 " 1 8 . 8 2  Ā Ā Ā Ā

波 多 コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会  C 1 5 5  鼎 偵 2 2 9 . 2 8  Ā Ā Ā

入 間 コ ミ ュ ニ テ ィ ー 協 議 会  1 1 8  鼎 ゅ 2 8 . 0 9  Ā Ā Ā Ā Ā

計  0 , 5 6 5  2 ﾃ 3 B 3 4 . 1  鉄 S 5 r Ā Ā Ā Ā Ā Ā

出 所: 川 北 編(2016) p.13｡

なお､各組織の規模や地域の範囲は､第4章で述べた小規模多機能自治ネッ

トワーク協議会に加盟している地方自治体のなかでも比較的小さい部類に入る

ようである｡組織運営を考える場合､組織規模や地域の範囲よりも地縁性を重

視した方が持続しやすいと判断した結果であるという｡

各地域の地域自主組織では､固有の地域課題に応じて様々な事業活動が展開

されている｡たとえば､三刀屋町鍋山地区の地域自主組織｢躍動と安らぎの里

づく　り鍋山｣では､ ｢まめなか君の水道検針｣､ ｢守る君のまかせて支援｣という

事業を実施している｡

前者は､雲南市水道局から水道検針業務を受託したものである｡ 60代の住民

7人が交代で厳しい山間に点在するおよそ450世帯を巡回している｡こうした

全世帯を訪問する毎月の検針機会を利用して､福祉サービスとして高齢世帯の

見守りを担うのが後者の事業である(図8. 2)｡訪問時には､一人ひとりの顔
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色や体調､声の様子などを確認し､必要に応じて市の保健師に報告している｡

さらに　24時間体制で要介護者を見守るため､電話子機｢まもるくん｣を配布

している｡これには､電話機能のほか､利用者が子機に付いているヒモを引く

と地域自主組織が所有する親機にSOSが届く仕組みが組み込まれている｡一定

期間連絡がない場合は､地域自主組織の職員が様子を見に訪問するなどのアフ

ターケアも実施している｡

図8. 2　三刀屋町鍋山地区の水道検針と要介護者見守りの巡回

出 所: 川 北 編(2016) p.2

同じく三刀屋町の中野地区にある地域自主組織｢中野の里づく　り委員会｣で

は､地域住民が買い物と交流の機会を提供する｢笑んがわ市｣を実施している

( 図8. 3)0

出 所: 川 北 編(2016) p.3

図8. 3 　 三 刀 屋 町 中 野 地 区 の｢ 笑 が わ 市｣

この事業は､以前JAが出店していた空き店舗を活用して､毎週木曜日に産

直販売などを開催している｡地元農家が生産した野菜､JA果樹センターの果物､

恵雲漁港で水揚げされた鮮魚などを産直コーナーで販売しているほか､雲南市
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内のパン屋や生協も定期的に出店している｡また､併設しているサロンコーナ

ーでは､休憩しながらお茶やコーヒーを飲めるスペースを設けており､地元住

民の語らいの場としての役割を果たしているという｡

中野の里づく　り委員会は､笑んがわ市を運営するにあたり､行政の財政支援

を一切受けていない｡また､ 2011年に開設して以降､毎年度黒字運営を達成し

ている｡笑がわ市を開催している店舗の家賃は､自主財源からJAに支払って

いるという｡なお､主な収入源は､産直コーナーでの売上手数料､設置してい

る自動販売機の販売手数料､併設のサロンコーナーで販売しているお茶代であ

る｡

このように､それぞれの地域が直面している固有の社会課題を解決するため

に､多様な事業活動が展開されている｡それでは､島根県雲南市の地域自主組

織は､自治会のような従来からの住民組織とどのような違いがあるのだろうか｡

結論から言えば､理念として､これまで公民館が担っていた生涯学習や社会教

育に加えて､地域づく　りと福祉の展開を掲げている点にある｡また､具体的な

運営面では､組織体制や拠点施設､財源に特徴的な違いがある｡それぞれにつ

いて以下で整理していきたい｡

まず､地域自主組織を整備していくなかで､雲南市が最も重要な要素として

認識していることは､常設の事務局を設けた点である｡従来の自治会などの場

合､公民館やコミュニティセンターでは市の職員または非正規職員などが業務

にあたることが多いものの､常時滞在しているわけではない｡そのため､自治

会のような仕組み従来は､日常的で継続的な活動には適していない｡そこで雲

南市は､各地域にある既存の公民館や廃校して使用されていない小学校などを

改修して､公民館に代わる地域自主組織の活動拠点として｢地域交流センター｣

を新たに整備した｡

その結果､地域住民は､公民館で生涯学習や市が主催する行事に参加すると

いう受動的な立場から､みずから地域づく　りの活動拠点として運営する能動的

な立場-と制度的には変化したことになる｡なお､センター長やセンター主事

の人件費は雲南市が負担している｡このほかの財政支援として､生涯学習推進

員やセンター職員の補助にあたる協力員などの人件費､各種事業や事務費に充

当できる｢地域づく　り活動等交付金｣を措置した｡さらに､地域交流センター
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の施設管理のために指定管理制度も導入した｡雲南市と地域自主組織が基本協

定を締結し､ 2010年度から指定管理を開始している｡

しかし､地域交流センターの整備に際しては､従来から生涯学習などで公民

館を利用していた地域住民などから､今後も同じように利用できるか不透明で

あるという理由で､公民館を閉めることに対する反発が起きたという｡結果的

に､ 3年後に地域自主組織および地域交流センター導入の成果を検証するとい

う条件付きで開設したものの､ 2009年に各地域で開設する予定が2010年に延

期された｡

この条件を受けて､地域交流センターの運営開始から3年が経過するタイミ

ングを前に､雲南市の担当者がすべての地域自主組織を訪問してヒアリング調

査および協議を実施した｡その結果に基づいて､ 2013年4月､次のような3つの

見 直 し が 実 施 さ れ た( 図8. 4) 0

第1は､地域交流センターの職員を地域自主組織による直接雇用とした点で

ある｡ 2012年まで､地域交流センターの職員は､事務負担などを勘案して雲南

市の職員を地域交流センターに配置していた｡すなわち､雲南市地域振興課を

事務局とする｢交流センター雇用協議会｣が一括雇用するという形式を採用し

ていた｡しかし､この場合､指示命令系統を地域交流センターに集約して､地

域自主組織による自立的な地域運営が目指されているにもかかわらず､雇用主

は雲南市となるため､制度的に二重構造を内包していた｡当時はそれでも円滑

に進んでいたが､これから問題が生じかねないことから､地域自主組織が直接

雇用する体系に変更された｡

第2に､福祉活動の推進体制を見直した点である｡本論文とは関連が比較的

薄いため詳細には触れないが､地域自主組織の中で独立する存在として位置づ

けられていた福祉委員会を､地域自主組織の福祉部門として再編した0

そして第3は､第1の見直しに関連して､雲南市から地域自主組織-の一括

交付金に施設管理人件費を新設した点である｡前述したように､常勤職員は交

付金を原資として雲南市が一括雇用していたが､地域自主組織が公共施設など

の指定管理業務を担当していても､当該業務に伴う人件費は準備されていなか

った｡さらに､それぞれの地域や施設の規模､利用実態などに差があるため､

業務量に応じた体制や処遇を導入することで､交付金の不均衡を是正しようと
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した｡なお､指定管理施設の多くは使用料金制であり､ここからの収入も地域

自主組織に入ることになる｡

このような制度変更を加えた結果､地域自主組織の基本的な運営資金は､現

在は雲南市からの交付金と指定管理料および使用料金が財源である｡雲南市と

しては､今後も断続的に制度を見直していくなかで､地域自主組織の自主財源

確保を促進することにより､市としての公的負担を下げていく方針であるとい

う｡

行政が提供する施設

一住民は.

行政が企画･管理し､人事権も持つ施設の
利用者にすぎない

住民によるr地域経営｣の拠点
ウ住民は､

地域づくり･生涯学習･地域等敵を自ら企画･
運営する主導者･経営者

-｢嶺署可能性の確保｣､ ｢安全･安心の確保｣,

｢歴史･文化の活用｣を重要諌軌こ

図8. 4 　 公 民 館 と 地 域 交 流 セ ン タ ー の 違 い

出 所: 出 所: 川 北 編(2016) p.110

また､地域自主組織の横断的な組織が必要であるという現場の要請から､次

のような変更も実施されている｡すなわち､雲南市発足時､地域自主組織の代

表機関として､地域交流センター長で構成する｢地域委員会｣を設けていた｡

地域自主組織と雲南市の対等な関係構築を理念として､旧町村単位のまちづく

りの推進や提言､雲南市との意見交換が設置された目的であった｡しかし､委

員会の参加率が低下していたため次第に形骸化し､委員からの不要論が高まっ

た こ と で､ 2013 年3 月 に 廃 止 さ れ た｡

その一方で､地域自主組織の横の連携が希薄であることが現場から課題に挙
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げられていたことなどから､同年､新たに｢地域円卓会議｣を導入した｡これ

により､地域自主組織が雲南市と｢直接的･横断的･分野別｣に協議できる体

制を構築している｡

8. 2. 2 　 地 域 自 主 組 織｢ 波 多 コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会｣ の 概 要

こうした現場の課題を解消しながら､現行の地域自主組織制度が整備されて

きたわけであるが､以下では､全日食チェーンと連携してミニスーパーを展開

している旧掛合町の地域自治組織のひとつである｢波多コミュニティ協議会｣

(以下､ ｢協議会｣と表記)について確認していきたい｡

協議会がある旧掛合町は､雲南市最南端に位置している｡旧掛合町を南北に

通る国道　54号線沿いには､農地や住宅が点在している従来､波多地区の主要

産業として林業､養蚕業､畜産業が盛んであり､ほとんどの住民が従事してい

たが､現在は大きく衰退している状況にある｡前項の表8. 1で確認したよう

に､ 波 多 地 区 の 人 口 は336 人､ 世 帯 数 は151 世 帯､ 高 齢 化 率 は49.71% で あ る｡

協議会の事務局が設けられている地域交流センター｢波多交流センター｣は､

廃校した旧波多小学校の校舎を改修して　2008年に開設された｡波多交流セン

ターは､雲南市からの指定管理を受けて協議会が運営しており､電気･ガズ･

水道光熱費などのランニングコストも指定管理料のなかに含まれている｡波多

交流センターの周辺には　50世帯ほどが暮らしており､その多くは車を持たな

い高齢者世帯である｡残りの約100世帯は郊外に住んでおり､車を所有してい

る世帯が多いという｡また､協議会が指定管理を受けている施設に､温泉｢満

寿の湯｣､キャンプ場｢さえずりの森｣がある｡いずれの施設も､もともと島根

県が運営していたが､施設の維持管理費用の問題もあり､閉鎖される方向で調

整が進められていた｡しかし､周辺の住民の憩いの場としての役割を果たして

きただけではなく､宿泊施設も併設されているため､当該施設の存続の方法を

探るべく､協議会が島根県に相談を持ちかけた結果､指定管理が実現したとい

う｡

協議会は､地域自主組織制度が導入される前から､波多地区にある地域団体

の連合組織として､ 1982年に設立されていた｡もともとは15自治会を改編し

て設立された組織であり､現在は､自治会長､商工会議所やPTAなどの各種団
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体代表で構成されている(図8. 5)｡複数の地域団体が一体的な組織を構築し

ていたという意味では､当時から地域自主組織の基盤はできていたことになる

が､当時は積極的に活動していたわけではないという｡また､協議会は､馬を

所有するために､2005年の時点で認可地縁団体の法人格を取得している｡なお､

現在､協議会の実質的な運営にあたる職員は5名(会長､常勤職員2名､パー

ト2名)で､彼らが協議会のすべての事業を兼務している｡職員の人件費はす

べて交付金で充当している｡

図8. 5 　 波 多 コ ミ ュ ニ テ ィ 協 議 会 の 組 織 図

出所:ヒアリング調査提供資料｡

役 長(8 名)

会長

副 会 長( 部 長)

事務局長

セ ン タ ー 長･ 主 事

幹 事 会(15 名)

役 員 　 　 　 　 　8 名

自治会代表　5名

女性代表　　2名

協議会の主な活動は､地域要望の取りまとめと要請活動､環境保護活動､公

共施設管理､祭りなどであった｡このほかに協議会の総会､役員会､幹事会を

年6回程度開催している｡
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2008年に地域自主組織として再編されて以降､協議会は､島根県の補助事業

｢中山間地域コミュニティ再生重点プロジェクト｣を3年間活用し､波多地区

の全住民-のヒアリングと各15　自治会での会合を開いて意見を集約した｡そ

の結果を踏まえて､協議会として｢地域づく　りビジョン｣を作成し､そのなか

で5 つ の 重 点 課 題( 防 災､ 買 い 物､ 交 通､ 産 業､ 交 流) を 掲 げ て い る｡ た と え

ば防災については､同地区は1965年と1975年に豪雨による土砂災害を経験し

ているため､住民の関心が高いことから｢波多コミュニティ自主防災会｣を立

ち上げ､毎年6月に避難訓練を実施している｡また､防災時連絡網を作成した

り､要援護者をリスト化したりして､有事に活用できる情報の整備を進めてき

た｡

(2) ｢買い物弱者｣問題の深刻化と対応に向けた動向

2013年3月､波多地区中心部にある唯一の個人商店が閉店した67)｡この個

人商店では､主に加工食品や日用品が取り扱われていた｡協議会は､買い物が

不便になることを十分認識していたが､協議会メンバー全員が商売の素人であ

り､みずからこの問題に対応するために行動することは全く考えられなかった

と い う｡ そ の た め､ た と え ば す ぐ あ と に 出 る｢ 農 協(A コ ー プ)｣ の 分 店 を 誘 致

するなど､代替的な選択肢も全く議論されていなかった｡

波多地区全体の小売業の立地状況は､波多地区中心部から車で　20分圏内に

｢ 農 協(A コ ー プ)｣ が､ 20 分 圏 内 に は ホ ー ム セ ン タ ー｢ コ メ リ｣､ シ ョ ッ ピ ン

グ セ ン タ ー｢ マ ル シ ェ リ ー ズ｣､ が あ る｡ 同SC に は ス ー パ ー｢ マ ル マ ン｣ を は

じ め､ 衣 料 品 店｢ パ レ ッ ト｣ や100 円 シ ョ ッ プ｢ ダ イ ソ ー｣､ ｢ 今 井 書 店｣ な ど

12店舗が出店している｡しかし､波多地区には路線バスなどの交通機関がない

ため､とくに波多交流センター周辺に暮らす高齢者世帯は､日常の買い物を子

供や-ルパーに頼むか､行商が来るときに買うことを強いられる状況が続いて

いた｡

67)中国地方では､波多地区に限らず｢仕入れ難民｣化している個人商店などが多い｡た

とえば島根県内の独立の卸売業者は､浜田市にある｢吉寅商店｣がDCD (共同配送)を

実施している｡全日食-のヒアリング調査によれば､そのほかの中国地方の独立卸は鳥取

県の｢徳田商店｣と広島の｢広川商店｣くらいであるという｡上記の　3　社以外は全国卸
の系列で占められているため､これまで構築されていた地域の小売店を支える地方卸の基

盤が失われつつある｡
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表8. 2 　 は た マ ー ケ ッ ト 開 設 ま で の 経 過

2014/06/04

07/12

09/09

09/ll

09/12

09/18

09/19

09/22

09/26

09/29

10/01

10/08

全日本食品(樵)からマイクロスーパーの提案を受ける｡

はたマーケット開設及び助成金申請について､コミュニティ協議会幹事会の承認を

得る｡

助成金申請書を公益財団法人ふるさと島根定住財団-提出｡

はたマーケット開設及び助成金申請について､コミュニティ協議会総会の承認を得

る｡

全日本食品(樵) -加盟申込書を提出｡

コミュニティ協議会役員会で､自主財源の確保等､営業時間､事務分担及び職員の

勤務体制等について協議｡

日本政策金融公庫-融資について相談する｡

全日本食品(樵)から加盟の承認｡加盟店取引契約書を取り交わす(組合出資金2,000

万円を送金)0

事業採択に向けてプレゼンテーションに参加｡事業採択となり､ 2,000　万円の助成

が決定する｡

公益財団法人ふるさと島根定住財団から助成金交付決定通知がある｡

コミュニティ協議会総会で店名の公募､寄付のお願いをする｡

雲南市-施設の目的外使用申請｡

雲南市から施設の目的外使用許可｡

コミュニティ協議会幹事会で店名を｢はたマーケット｣に決定する｡

日本政策金融公庫-融資を申請｡

日本政策金融公庫から融資(250万円)を受ける｡

改装工事､設備工事及び冷蔵庫等備品発注の契約締結｡

｢ は た マ ー ケ ッ ト｣ オ ー プ ン｡

出所:波多コミュニティ協議会ヒアリング調査提供資料をもとに作成｡

こうした状況を重く見た雲南市は､小売業者によるコ-ベラテイブ･チェー

ンである全日食とともに､｢マイクロスーパー｣事業について協議会に提案する

ことになる｡マイクロスーパーとは､詳しくは次項で後述するが､全日食チェ
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-ンの店舗運営ノウハウや商品調達･物流ネットワークを活用して､加盟店と

して展開する小規模店舗のことを指す｡

前述のように､協議会はこれまで小売店舗を運営したこともなければ､開店

する場合にどのような手続きが必要かなども誰ひとりとして理解していなかっ

た｡ そ れ に も か か わ ら ず､ お よ そ4 か 月 後 で あ る2014 年10 月 　8 日 に マ イ ク ロ

ス ー パ ー｢ は た マ ー ケ ッ ト｣ 開 設 に 至 る( 表8. 2)｡ こ れ は 店 舗 の 開 設 費 用 に

充当することを予定していた助成金の申請期限が近づいていたため､迅速な意

思決定が求められていたことが影響している｡

しかし､はたマーケットの開店を巡り､協議会メンバーおよび地元住民の声

は賛否両論であったという｡とくに懸念されていたことは､黒字経営を続けて

いた協議会に損失が出ないかという点である｡しかし､前述したように､助成

金の申請期限もあり､やや強引ではあるが地元の承認を取りつけたという｡

この意味では､はたマーケットの開設が実現した大きな要因のひとつは､会

長をはじめとする執行部のリーダーシップが挙げられるだろう｡また､協議会

のメンバーの｢今住んでいる私たちが元気にやらなければ｣というモチベーシ

ョンも大きく寄与していたという｡

なお､はたマーケット開設に要した初期費用は500万円であった｡そのうち

250万円は島根県の｢ふるさと定住財団｣からの助成金､ 200万円は会長の個

人名義で日本政策金融公庫からの融資､50万円は協議会の積立金や地域からの

寄付金などで調達した｡ちなみに個人寄付は1口2000円で､地域住民のほか､

波多地区を出ている方々およそ300人に依頼したという｡

結果として､合計約　60　万円の寄付金が集まったという｡現在も寄付依頼は

継続しており､総額は少しずつ増えている｡その分は今後の店舗運営のために

積み立てられている｡

8. 3　地域自主組織と小売業者との連携による商業まちづくり

前節では､地域自主組織制度の概要と､マイクロスーパー｢はたマーケット｣

の運営主体である協議会について､とりわけこれまでの事業活動からはたマー

ケットの開設に至るまでの大まかな経緯について整理してきた｡
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本節は､はじめにマイクロスーパー事業を展開する全日食チェーンの概要を

確認する｡また､はたマーケットの運営実態について整理していくなかで､波

多コミュニティ協議会と全日食がどのような分担関係にあるのかなどについて

検討することで､持続的な運営に向けた考察の足掛かりとしたい｡

8. 3. 1 　 全 日 食 チ ェ ー ン に よ る マ イ ク ロ ス ー パ ー の 展 開

全日食チェーンは日本最大規模のコ-ベラテイブ･チェーンである68)｡中小

小売商や小規模スーパーなどの加盟店が経営の独立性を保ちながら経営効率化

を図るため､加盟店が主体となる全日食チェーン本部(全日本食品株式会社)

が､ 共 同 仕 入､ 販 売 促 進､ 配 送､ PB 商 品 開 発 な ど を 展 開 し て い る｡ 2015 年8

月 時 点 で､ 資 本 金18 億 円､ 本 部 年 商1,074 億 円 で､ 加 盟 店 数1,738 店､ 加 盟

店 年 商 は 推 定4,000 億 円 で あ る( 表8. 3)｡

全日食チェーンの主力事業は､食品供給､物流､リテールサポート事業であ

る｡食品供給事業では､生鮮食料品､加工日配品､一般食品､菓子､日用雑貨､

米､医薬品､酒類を加盟店や提携チェーンに供給している｡物流事業では､全

国　25拠点の物流センターから､温度帯に合わせた配送車で加盟店や提携チェ

ーンに商品を配送している｡リテールサポート事業では､棚割提案や商品の改

廃､販売促進などを支援している｡

こ の ほ か に も､ FSP (FrequentShoppersProgram) を 独 自 に 改 良 し た シ ス

テ ム で あ るZFSP (Zen･NisshokuFrequentShoppersProgram) に よ り 優 良 顧

客の維持･拡大を図るとともに､価格弾力性を踏まえた最適売価を設定するこ

とで､加盟店における販売個数･販売額･差益額を最大化することが目指され

ている｡各事業の具体的な内容やZFSPなどについては､本論文とは直接的に

関係しないことからこれ以上は触れないが､全日食チェーンを特徴づけている

取り組みであるため､機会を改めて詳細に検討することにしたい｡

68) 1962 年5 月､ 大 手 ス ー パ ー マ ー ケ ッ ト の 勢 力 拡 大 に 対 抗 す る た め に､ 中 小 の 小 売 店

が共同仕入れを目的として､前身である｢東京フード株式会社｣を設立した｡その後､ボ

ラ ン タ リ ー･ チ ェ ー ン 活 動 に 乗 り 出 し､ 組 織 を 拡 大 し な が ら､ 1968 年 に 社 名 を｢ 全 日 本

食品株式会社｣ -変更した｡なお､政府としても､通商産業省産業構造審議会流通部会第
3 回 答 申(1965 年) に お い て､ ボ ラ ン タ リ ー･ チ ェ ー ン 振 興 を 流 通 近 代 化 政 策 と し て 位

置 づ け た｡ さ ら に 詳 細 は､ た と え ば 三 村(2009) を 参 照 さ れ た い｡
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表8. 3 　 全 日 食 チ ェ ー ン の 概 要(2015 年8 月 時 点)

本 社 所 在 地 ﾈｹ9ｹzxｾi?ﾉ$｣bﾓ"ﾓ"ĀĀĀĀ

創 業 年 田)D 綛ﾈĀĀ

資 本 金 ﾘ 冷

本 部 年 商 ﾃsH 壓 冷ĀĀĀ

本 部 社 員 sykﾂ 8 蹴

加 盟 店 数 ﾃs3

加 盟 店 年 商 I. ィﾃ 壓 冷âĀĀĀĀ

主 要 業 務 傅IV 仍ｸ 馼ｼb 饂 越ﾈ 馼ｼb2ｨ6Xｸ8ｸ5H7ﾈｸ6r 倬hｼbĀĀĀĀĀĀ

事 業 所 分 布 ﾈｹ 鶇 腦g 唏 企ﾊHｿｩ шIx 坎IYJIywJH-+ﾘ+ 唏VﾊH,:Ihｨ:BĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ松 本､ 金 沢､ 一 宮､ 大 阪､ 徳 島､ 松 山､ 広 島､ 島 根､ 鳥 栖､ 長 崎､ 熊 本､ 宮 崎､ 

鹿児島､沖縄 

取 扱 商 品 i 鰻 唔vﾙ?ｩG｢8ｸ6 鰻 唏ﾔ 鰻 唏 攪I?ｩw 艀 旡HI¥JHo"ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

部外品ほか 

出所:全日本食品株式会社ウェブサイトなどをもとに作成｡

さて､全日食チェーンの加盟店は､それぞれの地域で比較的長期間にわたり

商売を続けてきている個人商店や小規模スーパーが多い｡全日食チェーンは､

こうした特性がある加盟店を次のように捉えている｡すなわち､売れ筋に関す

る経験的な知識や消費者とのつながりがあるからこそ､地域顧客-の売り方を

有効に提案できるとともに､地域社会の拠り所になりうる存在として位置づけ

ている｡その実現に向けて､店舗経営のシステム化による最適売価の設定や自

動発注システムなどを導入して持続的な運営の実現を支援しながら､人的･時

間的なコストを削減することで高齢者世帯-の配達や地域住民との接点をつく

る機会を生み出そうとしてきた｡その延長線上の事業として､マイクロスーパ

ー事業が立案･展開されてきたという経緯がある｡

マイクロスーパーのフォーマットはおおむね次の通りである｡売場面積　30

m2ほどの超小型店舗であり､取扱商品はNB商品を中心に約1,000品目､販売

価格は大手スーパーと同等に設定されている｡そのほかにも､配送ルートや適
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正な店頭在庫の実現するための発注システムなど､一般的な食品スーパーやコ

ンビニエンスストアなどのチェーン･オペレーションを採用する小売企業でも

求 め ら れ る 要 素 が 含 ま れ て い る( 表8. 4)｡

表8. 4 　 マ イ ク ロ ス ー パ ー に 必 要 な 要 素

大 手 並 み の 価 格 h8x6ｸ7X886 ｄi8,ﾈ 自zﾉVIX 訷5ｸ7ｹ¥-ﾘ,ﾈ 廁ｦĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

で販売することが重要であるo既存の零細商店はまったくこのことがで 

きていないoそれゆえ買物弱者地域であるにもかかわらずまったく消費 

者の支持を得られていない○ 

配 送 ル ー ト X 訷5ｸ7ｸ,iｹh,ﾈ,)Gｩx8ｸｸ6x/ 鰄,,H*(. 唏*(,(*ｨ7ﾘ42ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

クロス-パーが成立するかしないかを決めるo 

品 揃 え と 価 格 X 訷5ｸ7ｸ,X,ﾘ8 献ﾃVYHH8,ﾃX/ 薬òĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

マイクロスーパーで販売する1,000品が入念に選定されれば､ 

お客様の買い物を80%満足させることが可能であるo 

そして､何をいくらで販売するかは重要なポイントであるo 

発注システム 儺ｹwh,淫IVｨ*(,(.ﾈyVﾙLﾉHH+8.ｨ,H*(.,h*ｩOﾘ,偬Iwh,X*.ｲĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀそのためには､店頭在庫を適正に保つための発注システムが少なりとい 

えども､整備されていなければならないo 

ⅠT 機 器 の 装 備 9ﾈuEHｴｮﾘ,ﾉYOX.7ﾘ484ﾘ5ｸ7ｸ,ﾘﾈx*&ĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀĀ

POS レ ジ､ 発 注 機(HTT)､PC､ お 買 得 情 報 発 行 機(FSP) 

出所:全日食チェーン本部ヒアリング調査提供資料｡

対象地域は､原則として､ ①食品スーパーやコンビニが経済規模から出店を

見送る地域､ ②消費者が食料品の調達を移動販売や宅配などの比較的制約され

た手段に頼らざるを得ない地域､ ③ナショナルブランド(NB)中心の調達が不

可能で消費者の支持を得られないような零細商店しかない地域という　3つの条

件が想定されている｡

また､単一店舗で事業採算性を確保するため､日商10万円､粗利益率20%

の数値目標が設定されている｡さらに､内外装設備一式･POSレジなどにかか

る初期投資は基本的には500万円以内を条件としている｡
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なお､全日食チェーンは､はたマーケットを開設する前に実験店舗を開店し

ている｡すなわち､全日食チェーンは茨城県庁から｢県北部の買い物不便が深

刻｣という趣旨の相談を受けていた｡そこで､高齢化･過疎化などの影響を受

けて閉店を予定していた茨城県大子町の加盟店を改装して､2013年2月にマイ

クロスーパーの実験店舗を開店した｡この加盟店は　80代の夫婦が営むタバコ

や飲料品などを販売する零細店舗で､それまでの日商は約2万円であった｡実

験店舗として営業すると､日商は約8万円に増加したという｡

こうして､県内の買い物不便地域におけるマイクロスーパーの展開にある程

度の効果を感じた茨城県庁は､全日食チェーンに別店舗として大子町の遊休施

設内に新たなマイクロスーパーを開設するよう打診したが､上述した開設条件

を超える多額の設備投資が必要であることがわかり､結局開設は見送られたと

い う｡ さ ら に､ 2016 年7 月､ 東 京 都 槍 原 村 が 出 資 す る 第3 セ ク タ ー｢ め る か

槍 原｣ と 連 携 し て､ マ イ ク ロ ス ー パ ー｢ か あ べ え 屋｣ を 開 設 し て い る が､ こ れ

については第4章で詳述した通りである｡

8. 3. 2 　 マ イ ク ロ ス ー パ ー｢ は た マ ー ケ ッ ト｣ の 運 営

(1) 店 舗 運 営

マイクロスーパー｢はたマーケット｣は､2008年に廃校した旧掛合町の波多

小学校の校舎を改装した波多交流センターの一室に開設された｡

はたマーケットの売場面積は　48　m2､主な商品構成は生鮮品(青果､精肉､

塩 干)､ 日 配 品( 牛 乳､ ヨ ー グ ル ト 類､ 豆 腐､ 納 豆､ 卵 類)､ ド ラ イ 晶( 食 品､

菓 子､ 雑 貨)､ パ ン､ ア イ ス ク リ ー ム､ 酒 類､ た ば こ な ど で あ る｡ は た マ ー ケ ッ

トを開設する前､全日食チェーンは取扱商品数を1000品目程度で想定してい

たが､カテゴリー別の売上構成をPOSデータで分析していくなかで､対象商品

の拡大と絞り込みを実施したことにより､開店時点の700品目から､現在はお

よそ600品目前後で推移している｡周辺のスーパーと比べても競争力の高い価

格設定であるという｡

陳列棚の配置については､全日食チェーンが加盟店の支援に用いる基本的な

レイアウトを参考にしているが､全日食の担当者と協議会の職員で相談しなが

ら適宜変更している｡たとえば､店頭の｢割引コーナー｣は､もともとは青果
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を置いていたが､全日食チェーンの指導員による支援のもとで､協議会の職員

が 独 自 に 配 置 し た( 図8. 6)｡

図8. 6 　 波 多 交 涜 セ ン タ ー の 外 観( 上) と は た マ ー ケ ッ ト の 売 場( 下)

出 所: 2016/2/28 筆 者 撮 影｡

なお､これに商品発注などを加えた日常的な店舗運営は､交付金で雇用され

ている協議会の職員が交代制でシフトを組んで､協議会の通常業務と兼務しな

がら従事している｡そのため､はたマーケットに関わる人件費で協議会が負担

する分は､イレギュラーで必要になる残業代のみである｡

営業時間は9時から17時30分として､日中の高齢者世帯だけではなく仕事

帰りの現役世代にも利用してもらいやいようにと､周辺住民の都合に配慮して

いる｡利用者のほとんどが周辺に暮らす地域住民で､他地域から買い物に来る

利用者はほとんどいないという｡協議会としては､本来であれば18　時くらい

まで営業していたいというが､職員の都合や負担を考えると､実現は難しいよ

うである｡

チラシは1回あたり　200枚程度刷られている｡原稿は､全日食が作成してか

らはたマーケットが印刷する｡朝､レジを担当している職員が新聞配達もして

いるので､そのときに一緒に入れている｡表面は特売情報､裏面は普段置いて
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ある商品情報を載せている｡

さ ら に 利 用 者 にZFSP の メ ン バ ー ズ カ ー ド を 配 布 し て､ カ ー ドID をPOS で

バーコード管理している｡商品の購買履歴とIDが紐づいている｡性別や年齢

などの属性ではなく､購買履歴を重視しているという｡たとえば60代と20代

の女性を比較する場合､孫が同居しているとすれば､購買履歴が似た傾向にな

るためである｡

売上構成比は､他の同規模の加盟店とほとんど同じであるという｡当初､高

齢の利用者が多いため､豆腐や練り製品などの和日配が比較的良く売れると想

定していたようであるが､実際は､牛乳やヨーグルト､デザートなどの洋日配

の方がよく売れているという｡また､惣菜としてコロッケを波多交流センター

内で作ってのバラ売りしているが､それ以外の惣菜は各メーカーのアウトバッ

クである｡惣菜は売れ残りリスクが高いため､毎日は販売していない｡とくに

温泉｢満寿の湯｣が定休日のため､はたマーケットの利用者が増える傾向にあ

る水曜日や､チラシで打ち出している日に重点的に販売しているという｡

はたマーケットの月別売上金額と客数の推移を示しているのが図8. 7であ

る｡ 上 記 期 間 の1 日 あ た り の 営 業 実 績 平 均 は､ 売 上 高56,000 円､ 客 数35 人､

客単価1,600円ほどで推移している｡売上高については､前述した全日食チェ

ーンが事業採算性を確保する目安として設定している基準の半分程度に留まっ

ている｡しかし､客単価は他の加盟店を比較しても高い金額である｡全日食チ

ェーンの加盟店のなかで最大規模は1200 rrHまどであり､その店舗の月商はお

よ そ1 億 円 で あ る が､ 客 単 価 は お よ そ1,200-1,300 円 で あ る と い う｡ は た マ

ーケットでの買い物行動が､利用者の日常生活の一部として浸透してきている

ことが数字に表れているといえるのかもしれない｡

なお､月別売上金額と客数の特徴的な動きとして､2015年3月以降の数値が

伸びているが､これは酒とたばこを取り扱いはじめたことが大きく影響してい

る｡協議会と全日食チェーンは､はたマーケットを開店する前､一般酒類小売

業免許申請について管轄である税務署に相談した｡しかし､協議会の法人格が

認可地縁団体であり､当時は法人として登記していなかったため免許は交付で

きないとされた｡認可地縁団体は地方自治法で認められた法人格であるという

ことなどを丁寧に説明したうえで､2014年9月に結果､最終的には認可が下り
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て い る｡ そ し て 開 設 か ら 約4 か 月 後 の2015 年2 月 に 取 得 し た｡
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図8. 7 　 は た マ ー ケ ッ ト の 月 別 売 上 金 額･ 客 数 の 推 移( 開 店 月 ～ ヒ ア リ ン グ 調 査 月)

出所:波多コミュニティ協議会ヒアリング調査提供資料をもとに作成｡

たばこの販売免許に関しても､日本たばこ産業中国支社経由で中国財務局に

小売販売業許可を申請し､開店から6か月後の2015年4月に許可が下りた｡

なお､酒類とたばこの取扱い以降､店舗売上の約2割を占めている｡

(2)商品の発注プロセス

商品は全日食チェーンのシステムで自動発注している｡繰り返し述べてきた

ように､職員は商売の経験がないため､全日食チェーンの担当者が発注量や金

額の程度がわからない部分をサポートしている｡売上動向と在庫量を統計的に

処理して､POS情報に基づいて2日後に納入するべき適量を自動で発注する仕

組みである｡

具体的な発注から陳列までのプロセスおよび役割分担は次の通りである｡ま

ず､納品前日の朝5時(実質的には納品2日前の閉店時点)に自動発注される｡

自動発注の内容は､レジを閉めて売上が確定してから決定される｡

自動発注から2日後の朝6時前後に､全日食チェーンの商品配送ドライバー

が波多交流センターの玄関の鍵を開けて店頭に商品を置く｡その後､朝8時ご

ろに出勤する協議会の職員が陳列する｡したがって､配送ドライバーと職員に

よる検品は行われない｡夏でも朝の時間帯であれば気温はあまり上がらないた
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め､チルドなどの温度管理が必要な商品も店頭にドロップされる｡どうしても

気温的に難しい場合は､カゴ台車に保冷カバーを被せて保冷材を入れて置くよ

うにしている｡

自動発注に含まれていない商品を注文する場合は､協議会の職員が店頭にあ

る電話かFAXで発注する｡店頭PCで全日食チェーンの取扱商品を確認できる｡

利用者から取扱商品の要望がある場合も同様に対処される69)0

廃棄はほとんどない｡賞味期限が近づくと､ 2　割引きや半額セールを実施す

る｡それでも売れない場合は協議会の職員がほとんど購入することが多い｡開

設当初は地域内の有線テレビで割引セールの放送を流していたが､現在は行わ

れていない｡代金決済は月　2回締めで､全日食チェーンが請求書を発行し､協

議会が郵便局で振り込んでいる｡

(3) 物 流 体 制

もともと島根県東部には全日食チェーンの加盟店が多いため､県東部であれ

ば配送ルートの一部に組み込むことが可能であると想定していたが､先に述べ

たように､波多地区は県南部に位置している｡しかし､国道　54号で松江の配

送センターから広島市内の加盟店などに向けて毎日ドライ便を走らせていたこ

と､図8. 8で示したように､その際に波多交流センターの前を通過していた

ことなどの状況が偶然重なり､はたマーケット-の配送が実現したというわけ

である｡

全 日 食 チ ェ ー ン は､ 配 送 車1 台(10t ト ラ ッ ク) に 加 盟 店6 店 舗 分( カ ゴ 台

車22台)の商品を積載している｡はたマーケット分の荷物量は､ 1便あたりカ

ゴ台車1-2台である｡年末など多いときは3台分くらいになるという｡

このように､はたマーケットにも毎日配送しているが､物流金額の採算的に

は厳しい状況であるという｡そのため､週3回の配送-の切り替えも検討され

たが､多くの日配晶を取り扱っているため､はたマーケット店や消費者に不便

が生じてしまうことから､現在まで毎日配送を継続している｡

69)冷食､アイスクリーム､酒については､中国地区では在庫の計上ができないデリバリ

ーシステムになっているため､自動発注の対象外とされている｡
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図8. 8 　 は た マ ー ケ ッ ト と 国 道54 号 の 位 置

出 所: 博 地 図.com｢ 【 地 方 図 】 中 国 地 方( 県 境･ 市 名･ 高 速 有 料 道 路･ 国 道)｣ の 一 部 を 加 筆･ 修 正｡

加盟店の視点から配送頻度とロットを考慮した結果､次のような配送体制に

なっている｡すなわち､基本的に冷蔵車1台で､日用雑貨､牛乳や豆腐といっ

たチルド商品は2個から､レトルトカレーなどの一般食品は､カップラーメン

と飲料を除いて3個から配送している｡これらにより､ルート単位では荷物量

を超えてしまう可能性もあるが､ 6店舗間の荷物量を調整して範囲内に抑えて

いる｡ただし､全日食チェーンとしてのオペレーションも煩雑になるため､は

たマーケットに特別な配慮をしているということではない｡あくまで加盟店の

ひとつとして位置づけられている｡

(4) 買 い 物 送 迎･ 宅 配 サ ー ビ ス

上記で見てきた店舗運営の一方で､はたマーケットでは買い物送迎･宅配サ

ービスも実施している｡もともと島根県の県の補助金で購入した車両｢たすけ

愛号｣を利用している｡

島根県運輸局の免許交付の都合上､波多地区に限定して運営している｡黄色

ナンバーであるため本来は送迎サービスができないが､島根県と協議を重ね､

運転手はボランティア､送迎で得られる収入はガソリン代にだけ充当という条
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件付きで認可が下りた｡極端に言えば､それ以外の残金は利用者に返しなさい

というくらいの条件であるという｡

ドライバーとして　20名前後のボランティアを登録しているが､実際は協議

会の職員が運転している｡定期的に巡回しているわけではなく､電話で予約し

た利用者が対象である｡送迎のみの場合は1回100円で､買い物をした場合は

無料になる｡電話注文の場合は無料で配達している｡従来は前日17時までに

予約することになっていたが､ 17時以降の要望も多いことから､可能な範囲で

運行することにしている｡ 1便あたり最大3名まで乗車できる｡利用者は､ 25

年度は年間450人｡はたマーケット開設後の26年度は年間1,000人を超えて

いる｡電話注文された商品の在庫がない場合は､その場で発注して2日後に納

品する｡配達の依頼があると､前後の予定は考慮せず､準備ができ次第出発し

ている｡なお､利用者の99%以上は波多地区内の方であるという｡

8. 4　考察:事業継続に向けた課題と今後の展開

本章では､小規模多機能自治により結成された住民組織が主体となり､全日

食チェーンと連携してマイクロスーパー｢はたマーケット｣を運営する取り組

みについて分析することで､社会課題の解決を図るとともに収益事業として継続

的運営を目指す商業まちづく　りの実態や持続的な事業運営の課題について検討

してきた｡以下において､小規模多機能自治による事業の一環であることを念

頭に置きながら､両者の立場からはたマーケットにおける成果と課題について

考察していきたい｡

その際の参考として､多少期間が限定されるものの､はたマーケット開設か

ら1 年 後 の2015 年9 月 か ら4 か 月 間 の 平 均 月 次 損 益 を 表8. 5 に 整 理 し た｡

これによれば､売上高は月平均135万円であり､全日食チェーンが事業採算性

を確保する目安として設定している基準の半分程度に留まっている｡そのため､

事業収支は赤字ではないものの､協議会が利益を上げるには至っていない｡そ

れでもなお粗利率20%を確保している最も大きな要因のひとつは､店舗業務に

あたる職員の人件費のほとんどを､雲南市の年間800万円の交付金で補えてい

ることであろう｡さらに､協議会の職員が他事業と兼務しているため､専属の
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雇用が必要ない点も重要な要素である｡

しかし､当然ながら､今後も継続して行政から交付金が配布される保証はな

い｡雲南市としても､地域自主組織が自律的に財源を確保することで､財政的

な支援を縮小していく方向である｡そのため､事業を継続するには人件費に充

当できる交付金がなくても店舗運営ができることが求められるが､そのために

は､協議会が県から指定管理を受けている｢満寿の湯｣や｢さえずりの森｣に

ある宿泊施設の運営で収益を上げながら､その収益をはたマーケットの運営に

回していくことが選択肢のひとつになる｡さらに､今後は､販売車両を調達し

て移動販売を展開することも検討しているようである｡

表8. 5 　 は た マ ー ケ ッ ト の 月 次 損 益(2015 年9 月 ～12 月 平 均)

( 単 位: 千 円)

費 目  仞 ｧ ｢ 比 率  儖 X ﾖ ﾂ Ā Ā Ā

売 上 高  ﾃ 3 S  Y ? ｨ : ﾒ Ā Ā Ā Ā Ā Ā

粗 利 高  s 2 0 %  Ā Ā Ā Ā

人 件 曹 R1% 倬 隴H､iZ｢ĀĀĀĀĀ

光 熱 費  鼎 3 %  H ｴ 9 2 Ā Ā Ā Ā Ā

減 価 償 却 費 鉄r4% 倆ﾉ]HﾜĀĀĀ

本 部 費 7% 8ﾈ985 ｲ 韶 I{

そ の ほ か R1% ｩﾙNmYVĀĀĀĀĀĀĀ

営 業 費 計  # r 1 7 %  Ā Ā Ā

営 業 利 益  鼎 2 3 %  Ā Ā

出所:全日食チェーン本部ヒアリング調査提供資料｡

その一方で､全日食チェーンとしては､加盟店の粗利率20%を確保している

とはいえ､物流費用などを考慮すると収益性は決して高いとはいえない｡

全日食チェーンの理念として説明したように､彼らは持続的な運営の実現を

支援しながら加盟店の負担を軽減することで､余剰資源を高齢者世帯-の配達

や地域住民との接点をつくる機会を生み出そうとしてきた｡したがって､波多
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地区のような中山間地域において､買い物弱者対策としてマイクロスーパーの

ような店舗形態が必要であることは強く認識している｡

しかし､はたマーケット1店舗のみではビジネスとして収益が十分に期待で

きるわけではないため､収益事業として軌道に乗せていくためには店舗数が必

要になる｡その際､全日食チェーンからすれば､償却を含めて店舗施設整備な

どに関わるイニシャルコストの制約がかかる｡また､これまでの事業運営を通

じて､波多地区の人口規模が､マイクロスーパー事業が成立しうる最下限であ

るという印象を抱いているという｡

このように考えると､小規模多機能自治の一環として取り組むことでコスト

を抑制できるため､買い物弱者対策としての継続的なミニスーパーの運営の可

能性が拡がりを見せているといえるだろう｡

しかし､地域自主組織としての活動が岐路に立たされている組織もないわけ

ではない｡組織のメンバーである住民の一部は､自分自身は別の仕事を就いて

いることもあり負担が大きかったり､長年住み続けて組織のメンバーとなって

いた高齢者が亡くなることも起こりはじめているためである｡今後さらに人口

が減り続けていくなかで､新たに転入してくることもなければ､子供の世代が

Uターンしてくることもほとんどないことを考慮すると､活動の担い手を確保

し続けるのは容易ではない｡そのため､この先も地域を支えていくためにはあ

る程度の人口が必要であるという根源的な制約が課せられていることは言うま

でもない｡

最後に､この制約に関連する地域自主組織ひいては小規模多機能自治全体に

関する考察を加えたい｡雲南市は､今後の地域のあり方については基本的に地

域自主組織に委ねる方針を示している｡ある地域の地域自主組織では､人口減

少下における集落問題の専門家に依頼して､これからの住民組織のあり方につ

いてアドバイスを求めた｡会合を重ねていくなかで､維持管理が難しいため地

域を切り捨てて移住してしまう､あるいは今後も馴染みがある同じ地域に住み

続けるために､持続的に管理しやすいように居住地を集約するなどの選択肢が

示されたという｡

しかし､組織の一部メンバーが他人の財産である土地に関わることに難色を

示すなど､一筋縄では進まないのが現状のようである｡小規模多機能自治につ
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いて積み残された課題は少なくないと言えるだろう｡
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第9章　結論

9. 1 　 研 究 成 果 の 総 括

本論文の研究目的は､地域商業あるいはその一部を構成する商店街が､経済

的要素である各個店の収益の確保と社会的要素である地域の社会課題解決を両

立しようとするために､外部主体と連携して実施する事業活動を分析すること

により､どのような連携の仕方や事業活動が有効となるかについて明らかにす

ることであった｡

この研究目的を果たすために､本論文では次のような6つの研究課題を設定

した｡すなわち､地域商業が主体となる商業まちづく　りに関する問題として､

まず第1に､地域商業および商店街と外部主体の連携にはどのような特徴があ

るのか､第2に､商店街は外部主体と持続的で実質的な連携関係をどのように

構築するのか､第3に､多様な連携相手と意欲的に事業活動を展開している商

店街は､どのように経済的要素と社会的要素の両立を実現しようとしているの

かという点である｡

その一方､住民組織が主体となる商業まちづく　りに関する問題として､第4

に､住民組織が主体となる商業まちづく　りの事業の実態はどのようなものか､

第5に､事業の継続性を確保するための課題は何かという点である｡

そして上記の両方を含めた商業まちづく　り全体に関わる研究課題として､第

6に､コミュニティ･ガバナンスの概念の理論的な考察および地域商業の調整

様式に関する追試的な検討を通じて､商業まちづく　りの現場において､コミュ

ニティ･ガバナンスが具体的にいかなる効果を発揮しているかを検討するとい

う点である｡

以上の研究課題を検討するにあたり､本論文では次のように議論を展開して

きた｡本論文の分析結果を総括する前に､各章を要約的に整理しながら､ 6つ

の研究課題とそれぞれに対応する考察を整理すると次のようになる｡

地域商業を構成する小売業者のうち､とくに商店街の一部では､各個店の収

益確保と地域課題の解決を両立させる方法のひとつとして､商店街が民間事業

者やNPO　あるいは大学などの多様な主体と連携して事業活動をすることが増

210



えている｡しかし､こうした動向に対して学術的な関心が寄せられているもの

の､そもそも商店街と外部主体の連携にはどのような特徴があるか､また､ど

のような特徴がある連携の仕方が持続的で実質的な連携関係を構築できるかな

ど､具体的な議論まで踏み込んだ研究が十分になされていなかった｡これらを

それぞれ第1､第2の研究課題として設定することで､既存研究の空隙を埋め

ることを目指しながら､以下のように分析を展開した｡

第2 章 で は､ コ ミ ュ ニ テ ィ･ ガ バ ナ ン ス の 概 念 に つ い て 検 討 し た｡ ま ず､ 地

域商業の調整様式としての市場的調整と政策的調整を補完する概念を模索する

研究について概観したあと､先行研究に依拠しながら､コミュニティ･ガバナ

ンスの概念について理論的な考察を加えた｡その結果､地域商業における複雑

かつ多様でダイナミックな問題に対して､市場的調整や政策的調整という伝統

的な調整機構だけでは｢望ましい｣ガバナンスを実現することは困難であるこ

とから､コミュニティ･ガバナンスのような補完的な分析視角が重要であるこ

と､また､上記のような理論的な検討とともに､現実の商業まちづく　りにおい

て､コミュニティ･ガバナンスがいかなる効果を生み出しているかについて検

討するためには､具体的な組織や事業活動を踏まえながら議論する必要がある

ことを指摘した｡

次に､第1の研究課題に関連して､第3章において､経済敵要素と社会的要

素の両立に関する評価指標および分析枠組みについて検討する｡具体的には､

経済的要素と社会的要素の｢両立｣について検討するために｢経済性｣､ ｢社会

性｣､ ｢ 継 続 性｣ を 評 価 指 標 と し て 設 定 す る｡ そ の う え で､ ソ ー シ ャ ル･ キ ャ ピ

タル論におけるネットワークに関する分類概念である｢結束型｣(bonding)､｢接

合 型｣ (bridging) を 援 用 し､ ｢ 接 合 の 仕 方｣ ( フ ォ ー マ ル/ イ ン フ ォ ー マ ル) と

｢連携相手との関係｣ (リジット/フレキシブル)の　2軸を用いて､連携の特

徴を分類した｡

その結果､地域内連携の特徴を暫定的に以下の4つに類型化した｡具体的に

は､商店街組織(フォーマル)として､外部主体と固定的な連携関係を構築し

て 事 業 活 動 を 実 施 し て い る｢ フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ ( 以 下､ ｢ ①｣ と 表 記) タ

イプ､柔軟に連携関係を構築している｢フォーマルーフレキシブル｣(以下､｢②｣

と表記)タイプ､さらに､商店街の特定の意欲的なメンバーが中心となり地域
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内連携を志向するという意味でインフォーマルな体制として､固定的な連携関

係 の｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー リ ジ ッ ト｣ ( 以 下､ ｢ ③｣ と 表 記) タ イ プ､ 柔 軟 に 連 携

関 係 を 構 築 し て い る｢ イ ン フ ォ ー マ ル ー フ レ キ シ ブ ル｣ ( 以 下､ ｢ ④｣ と 表 記)

タイプである｡

続く第4章では､続く第5章から第8章の分析の前に､その方法と対象につ

いて説明した｡第1の問題提起である地域商業が主体となる商業まちづく　りに

関する分析では､地域商店街活性化法の認定事例を分析対象にすることになる

ため､その前提として同法の概要や運用実態について整理したうえで､対象と

なる商店街を選定した｡次に､このサンプリングの限界を補完するため､この

ほかにも､経済産業省･中小企業庁の表彰を受けている商店街からも対象とな

る商店街を別のアプローチから選定した｡ここでの選定過程で重要視される要

素は､地域商店街活性化法を活用していない商店街のなかでも､とくに多様な

連携相手と積極的に事業活動を展開しているという点である｡

他方で､住民組織を主体とする商業まちづく　りに着目する背景として､わが

国における地方分権改革の変遷や住民組織の法人制度をめぐる動向を概観し､

新たな住民組織制度である小規模多機能自治の実態を理解するために､その先

駆的な制度のひとつである島根県雲南市の地域自主組織制度ができた経緯や目

的について整理した｡これらを踏まえて､買い物不便地域において､小規模多

機能自治という新たな公共的な制度と民間事業者の収益事業を組み合わせて事

業を展開している事例について検討したうえで､分析対象となる事例を選定あ

した｡

そして第5章では､第2の研究課題に関連して､連携の特徴ごとに分析枠組

みとして類型化した①と②のタイプに焦点を合わせて､各商店街がどのような

地域課題に対応して､どのような事業活動を実施してきたのか､その経緯や具

体的な内容を中心とする地域内連携の実態を明らかにしたうえで､それと成果

との関連や連携関係を支える要因について考察した｡

その結果､地域内連携に基づいて事業活動を実施する際､ ①のタイプは､時

限的な条件のなかで単発的な連携に留まる､いわば｢事業計画のため｣の形式

的な連携関係にあることを指摘した｡一方､ ②のタイプは､継続的かつ日常的

に連携しているため､持続的で実質的な連携関係を構築していること､商店街
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組織の事務局などが地域内連携の調整役や推進役として重要な役割を果たして

いることが示唆された｡

また､第6章では､第5章と共通する目的を持ちながら､ ③と④のタイプに

ついて事例分析を展開した｡その結果､ ③のタイプは､もともと事業活動の担

い手の数が限られているため､組織設立から一定のメンバーによる固定的な関

係のもとで単発的な連携で事業活動を実施している場合､事業活動の内容と組

織体制が中長期的には硬直的になる傾向があることが示唆された｡一方､ ④の

タイプは､事業組織にこだわらずに多様な主体と連携関係を構築して事業活動

の内容を発展させることで､追加的に地域課題やニーズに対応していくことが

可能であること､しかしながら関係者が多岐にわたるため､コンセプトと事業

活動の調整が難しいことを指摘した｡

さらに､以上の議論を踏まえて､これまでのまとめとして4つのタイプを特

徴づけて再定義した.一つひとつに関する詳細は繰り返さないが､ ①～④それ

ぞ れ を｢ 形 式 的 計 画｣ タ イ プ､ ｢ 調 整･ 推 進｣ タ イ プ､ ｢ 事 業 組 織｣ タ イ プ､ ｢ プ

ロジェクト｣タイプと位置づけたうえで､研究課題に対して次のように考察し

た｡

すなわち､前述したように､地域の環境条件や課題の変化に対応していくた

めには､継続的でありながら変化に対応していくことが重要であるため､ ｢調

整･推進｣タイプが比較的成果を上げていることが示唆されたものの､これが

可能である財政的･人的に充実している商店街は全国的に限られている｡その

ため､こうした問題を回避しながら､商店街組織として活動するときに直面す

る合意形成の問題も乗り越えて機動的に事業を展開しやすいことから､｢事業組

織｣タイプが選択されることがあるが､もともと限られたメンバーで立ち上げ

ているため､事業活動の内容と組織体制が硬直的になる可能性があることを示

唆した｡

これらの課題を念頭に置くと､より継続的で実質的な地域内連携を展開する

には､ゆるやかな連携のもとで多様な連携相手と接点をもちながら､小さな活

動レベルでも利用者のニーズや課題に発展的に対応していくことができる｢プ

ロジェクト｣タイプのような地域内連携が重要になるという主張を導いた｡

第7章では､第3の研究課題に関連して､第5章と第6章の補論的な位置づ
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けとして､地域商店街活性化法の認定を受けていない商店街のなかで､ ｢プロジ

ェクト｣タイプでありながら､とくに多様な連携相手との緩やかな連携のもと

で積極的に事業活動を展開している浜松市ゆりの木通り商店街を対象に事例分

析を展開した｡それにより､多様な連携相手と積極的に事業活動を展開してい

る商店街を分析対象とすることで､どのように経済的要素と社会的要素の両立

を実現しようとしているのかを明らかにすることを目指した｡

その結果､建築家やアーティストなどのクリエイティブな感性をもつ主体と

連携しながら文化的活動の拠点としての役割を果たすことで､こうした活動に

興味をもつ新しい客層が商店街に訪れ､彼らのニーズに対応するような新規出

店を促進するという循環が生まれていることが明らかになった｡その意味にお

いて言えば､経済的要素と社会的要素の両立を実現しようとしている事例とし

て捉えることができると考えられる｡

次に､第4および第5の研究課題に関連する住民組織を主体とする商業まち

づく　りについてである｡近年､とくに地域商業の衰退が顕著である過疎地域に

おいて､日常的な買い物に不便をきたす｢買い物弱者｣問題を媒介として､地

方自治および住民自治の立場から､住民組織が事業活動の一環として商業まち

づく　りに乗り出す試みが見られはじめていることに着目した｡

本論文では､その事業のひとつとして､島根県雲南市の地域自治組織である

波多コミュニティ協議会と全日食チェーンが連携して運営するミニスーパーを

対象に事例分析を行い､小規模多機能自治による事業の一環であることを念頭

に置いて､その実態を明らかにすることを主眼に置きながら､両者の立場から

事業継続に関する成果と課題について考察した｡

その結果､現時点で波多コミュニティ協議会が単一事業として利益を上げる

には至らないものの､地域課題である｢買い物弱者｣対策として一定の成果を

上げていることを明らかにした｡その一方で､全日食チェーンが雲南市のよう

な少子高齢化と過疎化が加速している中山間地域で単独で事業を継続すること

は容易ではないものの､地域自治組織と連携して小規模多機能自治の一環とし

て取り組むことによりコストを抑制できるため､買い物弱者対策としての継続

的なミニスーパーの運営の可能性があることを指摘した｡また､今後の小規模

多機能自治制度全体の展望として､人口が減り続けるなかで､いかに担い手を
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確保し続けるかが課題として残されていると結論づけた｡

なお､とりわけ商業まちづくり全体の問題として設定した第6の研究課題に

関わる考察として､次のことを確認する｡

すなわち､地域商業が主体となる商業まちづく　りとして､経済的要素と社会

的要素を両立しようとする事業活動を実施するために構築する地域内連携の特

徴や成果に着目してきた｡そこでは経済活動としての店舗運営だけではなく､

たとえば､地域課題として認識されていた子育て世代-の配慮として､近隣に

暮らす子育て世代の母親にとって身近で実用的な情報誌を発行したり､日常的

に地域住民との接点をもちながら､地域が抱える課題に対して小さな活動レベ

ルで機動的に対応したりすることで､各個店の収益の確保と地域課題の解決を

果たしているケースが見られた｡

他方で､住民組織が主体となる商業まちづく　りにおいては､小規模多機能自

治という新たな公共制度と民間事業を組み合わせることで､社会課題の解決を

図るとともに収益事業として継続的運営を目指す試みに焦点を合わせてきた｡

人材確保や長期的な店舗の収支バランスの問題から､継続的な運営に課題がな

いわけではないが､とくに過疎化が加速している山間部など､民間事業者であ

る小売業者に市場が成立しないと判断されるような地域において､いわゆる｢買

い物弱者｣対策としての住民組織が主体となる商業まちづくりは､少なからず

成果を上げていることを確認することができた｡

最後に､本論文全体の研究成果を総括として確認すると､次のように結論づ

けることができる｡すなわち､今後ますます競争環境や適応するべき環境要件

が変化していくことが予想されるなかで､継続的で実質的な地域内連携を展開

することで経済的要素と社会的要素の両立を実現しようとするには､緩やかな

連携のもとで､利用者のニーズや課題に発展的に対応していくことができる連

携のあり方が重要になるという点である｡

9. 2 　 本 論 文 の 貢 献

本章の冒頭で述べたように､地域商業およびその一部を構成する商店街が､

経済的要素と社会的要素の両立のための方法として外部主体と連携することに
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ついて､その重要性は指摘されてきたものの､ほとんど連携の仕方や事業活動

の具体的な内容を踏まえて分析されていないという問題を抱えていた0

そこで本研究は､この間題を克服することを念頭に置いて位置づけた研究課

題に取り組むことで､先行研究の隙間を埋めることを試みた｡具体的には､地

域商業および商店街と外部主体の連携にはどのような特徴があるか､さらに､

分析対象である商店街が連携する目的や具体的な事業活動の内容などの実態を

明らかにしたうえで､商店街は外部主体と持続的で実質的な連携関係をどのよ

うに構築しているかについて追究してきた｡

その結果として､前節で述べてきたような示唆が得られたことは､先行研究

の空隙を埋めるという意味で一定程度貢献できたと考えている｡すなわち､地

域商業が外部主体と連携関係を構築する際､緩やかなネットワークを築きなが

ら連携する方が､事業活動を継続的に展開しながら経済的要素と社会的要素の

両立という成果を上げやすい可能性があることが確認されたことは重要な貢献

であると考えている｡

他方で､住民組織などの非商業者が､地域の社会課題解決の観点から商業ま

ちづく　りに取り組む方向から､経済的要素と社会的要素を両立させようとする

事業活動が展開されている実態を明らかにしたことも挙げられる｡

すなわち､住民組織が主体となる商業まちづく　り､具体的には規模多機能自

治制度に基づいて結成された住民組織が主体となり､コ-ベラテイブ･チェー

ンである全日食チェーンと連携してミニスーパーを運営していることについて､

先端事例であることを念頭に置いて実情を明らかにしたこと､地域課題である

｢買い物弱者｣対策として一定の成果を上げていることを示唆することができ

た｡日常的な買い物場所を失うことは､とくに過疎地域に暮らす住民にとって

深刻な問題であることから､今後､こうした取り組みはさらに拡がりを見せる

可能性がある｡その意味で､以上のような点について検討したことは実践的･

学術的に一定の貢献があると思われる｡

9. 3　本論文の限界と今後の課題

しかし､いくつかの限界と課題も残されている｡地域商業を主体とする商業
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まちづく　りに関連する一連の分析では､以下のような点について十分に検討す

ることができなかったことが限界として挙げられる｡

すなわち､第1に､本論文で対象のひとつとした地域商店街活性化法の認定

を受けた商店街は､全国すべての商店街という母集団を正確に代表していると

は必ずしも言えない｡そのため､今後の課題として､さらに分析結果の一般化

を図るためには､本論文のなかで必要に応じて言及してきたいくつかの商店街

についても追加調査が必要となると考えられる｡

第2は､経済的要素と社会的要素の両立に関する実質的な評価手法の検討が

不十分な点である｡地域商店街活性化法の認定申請書に記載する事業計画は､

国の政策的な意向に沿うような内容が求められているため､あくまで補助金を

得ることを目的に書かれた形式的な内容であることが想定される｡本論文では､

経済的要素と社会的要素の両立について検討するために､情報の公開性の制約

から､認定申請書に記載されている情報に基づいて評価指標を設定して検討し

たが､より客観的な評価手法の開発が課題である｡また､因果関係にも踏み込

めていないため､説明変数や成果変数の検討を踏まえた定量的分析を行うこと

が必要である｡

第3に､ソーシャル･キャピタル論におけるネットワークに関する分類概念

で あ る｢ 結 束 型｣ (bonding)､ ｢ 接 合 型｣ (bridging) に 関 し て 深 く 掘 り 下 げ て

検討することができなかった点が挙げられる｡本論文では､同質的な人々が集

まる｢内向きで排他的なアイデンティティ｣をもつ｢結束型｣､異質的な人々が

繋がる｢外向きで多様な人々を包含する非排除的なアイデンティティ｣をもつ

｢接合型｣という分類概念に基づいて分析枠組みを設定した｡しかし､本来な

らば､こうした特性を議論する場合､メンバーの属性およびメンバー間の関係

性の規定要因などについて､社会学的な観点から考察していく必要があるよう

に思われる｡この点についても今後の研究課題として残されている｡

また､住民組織を主体とする商業まちづく　りに対応する一連の分析に関連す

る限界もある｡地域商業の研究領域においては先端事例として位置づけられる

ものであり､これまでほとんど取り扱われていない｡そのため､本来ならば複

数の事例を対象として事象の実態などについて分析する必要がある｡本論文は､

小規模多機能自治制度の一環で取り組まれていることに焦点を合わせていたこ
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と､その他の事例が比較的最近始動しているため調査を実施する時間的余裕が

なかったことなどの理由から､単一事例による分析をせざるを得なかった｡こ

れが第4の限界である｡その意味において､十分に比較検討できたわけではな

いことから､今後はこれらの事例について追加調査が求められる｡

第5に､商業まちづくり全体の問題に関する考察に関わる次のような限界が

ある｡本論文ではコミュニティ･ガバナンスという考え方に着目しながら､地

域商業研究に関連づけて議論を展開することを本論文に通底する問題として位

置づけてきた｡しかし､コミュニティ･ガバナンスに関係する領域の先行研究

を網羅的にレビューしたとは言えないため､関連領域の先行研究についてさら

に深堀りしていく必要がある｡

今後は､これらの点についてより検討を深めたうえで､分析を洗練させてい

く必要があると考える｡
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付録:インタビューリスト

※所属.役職は調査当時

･ 飯 塚 市 本 町 商 店 街 振 興 組 合( 調 査 日:2015 年1 月16 日)

>　前田精一氏(飯塚市本町商店街振興組合理事長)

>　縄田真照氏(飯塚市本町商店街振興組合)

>　香月法彦氏(飯塚商工会議所総務課)

>　久保森住光氏(株式会社まちづく　り飯塚)

秋 田 市 駅 前 広 小 路 商 店 街 振 興 組 合( 調 査 日:2015 年2 月18 日)

>　平準孝夫氏(秋田市駅前広小路商店街振興組合理事長)

>　佐々木邦夫氏(秋田市駅前広小路商店街振興組合事務局長)

>　目時均氏(秋田県中小企業団体中央会事業振興部商業振興課)

>　山本繁広氏(秋田県中小企業団体中央会事業振興部工業振興課)

小千谷市東通商店街振興組合(調査日:2015年2月　25日)

>　高野直人氏(小千谷市東通商店街振興組合代表理事/東小千谷夢あふれる
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>　新保正文氏(東小千谷夢あふれるまちづく　り活性化協議会会長)

>　金井信雄氏(東小千谷夢あふれるまちづく　り活性化協議会マネージャー)

>　増川雅史氏(小千谷市企画政策課まちづく　り推進室)

中 島 商 店 会 コ ン ソ ー シ ア ム( 調 査 日:2015 年5 月 　7 日)

>　小野寺芳子氏(中島商店会コンソーシアム代表理事)

>　石岡春夫氏(中島商店会コンソーシアム事務局長)

ゆ り の 木 通 り 商 店 街 ① ( 調 査 日:2015 年9 月 　5 日､ 6 日)

>　鈴木基夫氏(田町東部繁栄会会長)

> 　 弼 田 徹 氏( 建 築 設 計 事 務 所403architecture ldajiba])

>　水谷供子氏(浜松市産業部産業振興課商業振興グループ長副主幹)
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>　白谷直樹氏(ファッションデザイナー)
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>　今井詩織氏(きじ馬スタンプ協同組合事務員)

呉 中 通 商 店 街 振 興 組 合( 調 査 日:2015 年9 月 　25 日)

>　小松慎一氏(呉中通商店街振興組合理事長)

釧 路 第 一 商 店 街 振 興 組 合( 調 査 日:2015 年11 月 　25 日)

>　羽生武喜氏(釧路第一商店街振興組合理事長)

>　三島基浩氏(釧路第一商店街振興組合専務理事)

青森新町商店街振興組合(調査日:2015年11月　26日)

>　堀江重-氏(青森新町商店街振興組合事務局長)

全 日 本 食 品 株 式 会 社 本 部( 調 査 日:2016 年2 月1 日)

>　佐藤隆氏(全日本食品株式会社常務取締役　関東支社長兼マーケテイング

本部長)

>　宇田川貴志氏(全日本食品株式会社マーケテイング本部副本部長)

>　山田和弘氏(全日本食品株式会社RS本部店づく　り部課長)
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>　山中満寿夫氏(波多コミュニティ協議会会長)

>　宇田川貴志氏(全日本食品株式会社マーケテイング本部副本部長)

>　近藤雅昭氏(全日本食品株式会社中国支社長)

>　山口彰久氏(全日本食品株式会社島根支店RS課)
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ゆ り の 木 通 り 商 店 街 ② ( 調 査 日:2016 年3 月 　25 日､ 26 日)

>　鈴木基夫氏(田町東部繁栄会会長)

> 　 爾 田 徹 氏( 建 築 設 計 事 務 所403architecture 【dajiba 】)

>　水谷供子氏(浜松市産業部産業振興課商業振興グループ長副主幹)

>　磯村克郎氏(静岡文化芸術大学デザイン学部教授)

ゆ り の 木 通 り 商 店 街 ③ ( 調 査 日:2016 年5 月 　20 日)

>　鈴木基夫氏(田町東部繁栄会会長)

>　白谷直樹氏(ファッションデザイナー)
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